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福井大学の理念等

◆理念
格致（かくち）によりて 人と社会の未来を拓（ひら）く

近代福井の礎（いしずえ）を築いた松平春嶽公の揮毫による本学所有の「格致」の額面は、同人の歴
史的功績を考えれば本学の宝であると言えます。「格致」とは「物事の道理や本質を深く追求し、理解
して、知識や学問を深め得ること」という意味です。
本学学生にとっては、学びと人格育成に際し、また教職員においては、研究・教育・社会貢献等で自

らの指針となる語句です。我々は、この語句を旨とし、県内より世界に至る様々な地域において、そこ
に集う人、ならびに社会の未来を拓くことに主体的にかかわり、貢献することを目指します。

◆目的及び使命
福井大学の目指す教育・研究・医療及びこれらを通じた社会貢献

福井大学は、学術と文化の拠点として、高い倫理観のもと、人々が健やかに暮らせるための科学と技
術に関する世界的水準での教育・研究を推進し、地域、国及び国際社会に貢献し得る人材の育成と、独
創的でかつ地域の特色に鑑みた教育科学研究、先端科学技術研究及び医学研究を行い、専門医療を実践
することを目的としています。

◆長期目標
１．福井大学は、２１世紀のグローバル社会において、高度専門職業人として活躍できる優れた人材を育
成します。
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福井大学は、国際的な水準の教育を実施し、学生一人ひとりを徹底的に鍛えます。また、学生、教員が
共に自己研鑽できる環境を提供し、学生の人間としての成長を積極的に支えることにより、高度な専門
性と豊かな社会性を有し、２１世紀のグローバル社会において高度専門職業人として活躍できる人材を育
成・輩出します。
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２．福井大学は、教員一人ひとりの創造的な研究を尊重するとともに、本学の地域性等に立脚した研究
拠点を育成し、特色ある研究で世界的に優れた成果を発信します。
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福井大学は、教育・医学・工学の分野において、地域で唯一又は最高の教育・研究機関として、教員一
人ひとりの自由で創造的な研究を尊重するとともに、伝統や地域特性を活かした研究拠点を育成し、特
色ある研究で世界的に優れた成果を発信します。
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３．福井大学は、優れた教育、研究、医療を通して地域発展をリードし、豊かな社会づくりに貢献しま
す。
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福井大学は、教育を通じた豊かな社会づくりの担い手となる人材の育成、研究を通じた新たな知の獲得
や産学官民連携による技術力・社会基盤の強化、また、高度医療の提供や医療人の育成等を通じて、地
域社会の発展をリードし、次代の地域社会や国際社会も視野に入れた豊かな社会づくりに貢献します。
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４．福井大学は、ここで学び、働く人々が誇りと希望を持って積極的に活動するために必要な組織・体
制を構築し、社会から頼りにされる元気な大学になります。
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福井大学は、学生・教職員が生き生きと教育・研究・社会貢献に取り組み、その成果を発信できる組織・
体制を構築します。同時に、適正な評価に基づいて大学を運営することで社会から付託された大学の使
命に対する説明責任を果たし、個性を輝かせ、社会から頼りにされる元気な大学になります。
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格致（額面）
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沿 革（旧福井大学まで）

福井師範学校
１８７３（明治６） ／１１ 小学師範学科

１８７４（明治７） ／４ 敦賀県師範学校

１８７５（明治８） ／７ 小学授業法伝習所

１８７７（明治１０） ／３ 石川県第三師範学校

石川県第三女子師範学校

滋賀県小浜伝習学校

１８８１（明治１４） ／５ 福井県立福井小学師範学校

福井県立小浜小学師範学校

１８８９（明治２２） ／１ 福井県尋常師範学校

１８９８（明治３１） ／４ 福井県師範学校

１９２８（昭和３） ／４ 福井県福井師範学校

福井県�江女子師範学校
１９４３（昭和１８） ／４ 福井師範学校

１９４９（昭和２４） ／５／３１ 福井大学発足

１９５１（昭和２６） ／３ 福井師範学校廃止

福井青年師範学校
１９３８（昭和１３） ／６ 福井県立青年学校教員養成所

１９４４（昭和１９） ／４ 福井青年師範学校

１９４９（昭和２４） ／５／３１ 福井大学発足

１９５１（昭和２６） ／３ 福井青年師範学校廃止

福井工業専門学校
１９２３（大正１２） ／１２／１０ 福井高等工業学校

１９４４（昭和１９） ／４／１ 福井工業専門学校

１９４９（昭和２４） ／５／３１ 福井大学発足

１９５１（昭和２６） ／３ 福井工業専門学校廃止

正門（昭和２５年頃）
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沿 革

旧福井大学・旧福井医科大学
１９４９（昭和２４） ／５／３１ 福井大学発足

学芸学部設置（小学校教員養成課程、中学校教員養成課程、学芸課程）
学芸学部附属小学校、附属中学校設置
工学部設置（建築学科、紡織学科、繊維染料学科）

１９５０～
１９５１（昭和２６） ／４／１ 工学部機械学科、電気学科設置
１９５６（昭和３１） ／４／１ 工学専攻科設置
１９５９（昭和３４） ／４／１ 工学部附属繊維工業研究施設設置

１９６０～
１９６０（昭和３５） ／４／１ 工学部応用物理学科設置
１９６１（昭和３６） ／４／１ 工学部機械学科を機械工学科に、電気学科を電気工学科に改称
１９６２（昭和３７） ／４／１ 工学部工業化学科設置

工学部紡織学科を繊維工学科に改称
１９６３（昭和３８） ／３／３１ 学芸学部学芸課程廃止
１９６４（昭和３９） ／４／１ 学芸専攻科設置
１９６５（昭和４０） ／３／３１ 工学専攻科廃止

／４／１ 学芸学部養護学校教員養成課程設置
大学院工学研究科修士課程（建築学専攻、繊維工学専攻、繊維染料学専攻、機械工
学専攻、電気工学専攻、応用物理学専攻）設置
工学部産業機械工学科設置

１９６６（昭和４１） ／４／１ 学芸学部を教育学部に、学芸専攻科を教育専攻科に改称
大学院工学研究科工業化学専攻設置

１９６７（昭和４２） ／４／１ 工学部電子工学科設置
／６／１ 教育学部附属幼稚園設置

１９６８（昭和４３） ／４／１ 工学部建設工学科設置
１９６９（昭和４４） ／４／１ 大学院工学研究科産業機械工学専攻設置

１９７０～
１９７１（昭和４６） ／４／１ 工学部附属超低温物性実験施設設置

大学院工学研究科電子工学専攻設置
教育学部附属養護学校設置

１９７２（昭和４７） ／４／１ 保健管理センター設置
１９７３（昭和４８） ／４／１ 大学院工学研究科建設工学専攻設置
１９７５（昭和５０） ／４／１ 工学部情報工学科設置
１９７６（昭和５１） ／５／１０ 国立医科大学創設準備室設置
１９７７（昭和５２） ／４／１ 特殊教育特別専攻科設置
１９７８（昭和５３） ／４／１ 国立医科大学創設準備室を福井医科大学創設準備室に改称

／１０／１ 福井医科大学設置
１９７９（昭和５４） ／４／１ 大学院工学研究科情報工学専攻設置

教育学部附属教育実践研究指導センター設置

１９８０～ 以降 前半：教育研究組織等
後半：医学部附属病院

１９８０（昭和５５） ／４／１ 福井医科大学開学
工学部附属繊維工業研究施設を附属繊維・機能性材料研究施設に改称

１９８３（昭和５８） ／４／１ 工学部繊維染料学科を応用反応化学科に改組
１９８５（昭和６０） ／４／１ 工学部繊維工学科を高分子工学科に改組
１９８６（昭和６１） ／４／１ 大学院医学研究科博士課程（形態系専攻、生理系専攻、生化系専攻及び生態系専攻）

設置
情報処理センター設置

１９８７（昭和６２） ／４／１ 大学院工学研究科繊維染料学専攻を応用反応化学専攻に改称
１９８８（昭和６３） ／４／１ 教育学部情報社会文化課程設置

工学部第一次改組（機械工学科、電子工学科、情報工学科）

―４―



１９８９（平成元） ／４／１ 工学部第二次改組（環境設計工学科、材料化学科、生物化学工学科、応用物理学科）
大学院工学研究科繊維工学専攻を高分子工学専攻に改称

１９８９（平成元） ／５／２９ 工学部附属繊維・機能性材料研究施設廃止
／６／２８ 医学部附属実験実習機器センター設置

〔医学部附属病院〕
１９８１（昭和５６） ／４／１ 創設準備室設置

１９８３（昭和５８） ／４／１ 医学部附属病院設置（第一内科、第二内科、第三内科、小児科、神経科精神科、皮膚科、
放射線科、第一外科、第二外科、整形外科、麻酔科、産科婦人科、泌尿器科、眼科、耳鼻咽
喉科、歯科口腔外科、検査部、手術部、放射線部、材料部、薬剤部、看護部）

／１０／１ 医学部附属病院開院
１９８４（昭和５９） ／４／１ 脳神経外科設置

１９９０～
１９９１（平成３） ／４／１２ 医学部附属動物実験施設設置
１９９２（平成４） ／３／３１ 教育専攻科廃止

／４／１ 大学院教育学研究科修士課程（学校教育専攻、障害児教育専攻、教科教育専攻）設置
大学院工学研究科機械工学専攻、産業機械工学専攻を機械工学専攻に、電気工学専攻、
電子工学専攻及び情報工学専攻を電子工学専攻、情報工学専攻に改組

／４／１０ 地域共同研究センター設置
１９９３（平成５） ／４／１ 大学院工学研究科修士課程を博士前期課程に再編成

大学院工学研究科博士後期課程（物質工学専攻、システム設計工学専攻）設置
技術部発足

１９９４（平成６） ／４／１ 大学院教育学研究科修士課程（英語教育専修）設置
／５／２０ 高エネルギー医学研究センター設置
／６／２４ 機器分析センター設置

１９９５（平成７） ／４／１ 大学院教育学研究科修士課程（美術教育専修）設置
１９９６（平成８） ／４／１ 大学院教育学研究科修士課程（音楽教育専修、家政教育専修）設置
１９９７（平成９） ／４／１ 医学部看護学科設置
１９９８（平成１０） ／５／６ 地域環境研究教育センター設置
１９９９（平成１１） ／４／１ 教育学部を教育地域科学部（学校教育課程、地域文化課程、地域社会課程）に改組

特殊教育特別専攻科精神薄弱教育専攻を知的障害教育専攻に改称
福井医科大学保健管理センター設置
工学部を８学科に改組（機械工学科、電気・電子工学科、情報・メディア工学科、建築建設
工学科、材料開発工学科、生物応用化学科、物理工学科、知能システム工学科）
遠赤外領域開発研究センター設置
共通教育センター設置

〔医学部附属病院〕
１９９０（平成２） ／６／８ 救急部設置
１９９３（平成５） ／４／１ 集中治療部設置
１９９５（平成７） ／４／１ 輸血部設置
１９９９（平成１１） ／４／１ リハビリテーション部設置

２０００～
２００１（平成１３） ／４／１ 教育地域科学部附属教育実践研究指導センターを附属教育実践総合センターに改組

大学院医学研究科を大学院医学系研究科に改称、修士課程看護学専攻設置
総合情報処理センター設置

２００２（平成１４） ／４／１ 大学院工学研究科に独立専攻（ファイバーアメニティ工学専攻）設置
アドミッションセンター設置

２００３（平成１５） ／４／１ 大学院工学研究科博士前期課程を改組（機械工学専攻、電気・電子工学専攻、情報・
メディア工学専攻、建築建設工学専攻、材料開発工学専攻、生物応用化学専攻、物
理工学専攻）し、知能システム工学専攻設置

留学生センター設置
ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー設置

〔医学部附属病院〕
２０００（平成１２） ／４／１ 医療情報部設置
２００１（平成１３） ／４／１ 光学医療診療部設置
２００２（平成１４） ／４／１ 病理部、総合診療部設置
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福井大学
２００３（平成１５） ／１０／１ 旧福井大学と旧福井医科大学が統合し、新福井大学が開学

機器分析センター、医学部附属実験実習機器センター、医学部附属動物実験施設及び医
学部附属放射性同位元素実験施設を改組し、総合実験研究支援センター設置

２００４（平成１６） ／４／１ 国立大学法人福井大学が発足し、福井大学を設置
大学院工学研究科に独立専攻（原子力・エネルギー安全工学専攻）設置
広報センター設置
知的財産本部設置

／１０／６ ＣＯＥ推進本部設置
２００５（平成１７） ／３／９ 大型研究プロジェクト推進本部設置

産学官連携推進機構設置
／４／１ 生命科学複合研究教育センター設置
／６／２２ 災害ボランティア活動支援センター設置
／１２／１４ 工学部機械実習工場を工学部先端科学技術育成センターに改組

２００６（平成１８） ／４／１ 地域貢献推進センター設置
技術部を改組し、工学部技術部設置

２００７（平成１９） ／２／１ 国際交流推進機構設置
／４／１ 教育地域科学部附属養護学校を特別支援学校に名称変更

大学院工学研究科附属繊維工業研究センター設置

／１１／１ 産学官連携推進機構（地域共同研究センター、ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー、
知的財産本部、大型研究プロジェクト推進本部）及び総合実験研究支援センター理
工学研究支援分野を改組し、産学官連携本部設置

２００８（平成２０） ／４／１ 教育地域科学部地域文化課程、地域社会課程を地域科学課程に改組
大学院教育学研究科修士課程学校教育専攻、障害児教育専攻及び教科教育専攻を、
学校教育専攻、教科教育専攻に改組
大学院教育学研究科教職開発専攻（教職大学院）設置
大学院医学系研究科博士課程形態系専攻、生理系専攻、生化系専攻及び生態系専攻
を、医科学専攻、先端応用医学専攻に改組

／１１／１ 総合実験研究支援センターを改組し、ライフサイエンス支援センター設置
トランスレーショナルリサーチ推進センター設置
ライフサイエンスイノベーション推進機構設置

２００９（平成２１） ／４／１ 附属国際原子力工学研究所設置
保育施設「はなみずき保育園」開園
総合情報処理センターを改組し、総合情報基盤センター設置

／９／１５ 高等教育推進センター設置
重点研究高度化推進本部設置

／９／１７ 大学院医学系研究科附属子どもの発達研究センター設置
〔医学部附属病院〕

２００４（平成１６） ／１０／１ 医療環境制御センター設置
２００５（平成１７） ／１２／１ 材料部を改組し、メディカルサプライセンター設置
２００６（平成１８） ／４／１ 臓器別診療科体制に移行（１７診療科を２５診療科に）

地域医療連携部設置
栄養部設置
診療情報管理部設置

／８／１ がん診療推進センター設置
／１２／１ 在宅療養相談室設置

２００７（平成１９） ／２／１ 血液浄化療法部設置
／４／１ 治験・先進医療センター設置

２００９（平成２１） ／３／１ 診療支援部設置
／４／１ 遺伝診療部設置

臨床教育研修センター設置

―６―



２０１０～
２０１０（平成２２） ／１／２１ 大学院医学系研究科附属看護キャリアアップセンター設置

／３／３１ 特殊教育特別専攻科廃止
／４／１ 医学部附属地域医療推進センター設置
／７／３１ 国際交流推進機構廃止
／１０／１ 教育地域科学部附属地域共生プロジェクトセンター設置

２０１１（平成２３） ／４／１ 原子力医工統合研究推進機構設置
語学センター設置

／４／３０ 医学部附属地域医療推進センター廃止
大学院医学系研究科附属看護キャリアアップセンター廃止

２０１１（平成２３） ／５／１ 医学部附属先進イメージング教育研究センター設置
医学部附属地域医療推進センター、大学院医学系研究科附属看護キャリアアップセンタ
ーを改組し、大学院医学系研究科附属地域医療高度化教育研究センター設置

／９／１６ テニュアトラック推進本部設置
２０１２（平成２４） ／３／２ 附属国際原子力工学研究所を敦賀市に移転し、「敦賀キャンパス」開設

／４／１ 大学院医学系研究科附属施設の附属子どもの発達研究センターを改組し、全学施設
として子どものこころの発達研究センター設置

大阪大学大学院大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千葉大学・福井大学連合小児
発達学研究科に参画

／１０／１ ＵＲＡオフィス及び産学官連携研究開発推進機構設置
博士人材キャリア開発支援センター設置

２０１３（平成２５） ／４／１ 大学院医学系研究科博士課程医科学専攻及び先端応用医学専攻を統合先進医学専攻
に改組

大学院工学研究科博士前期課程ファイバーアメニティ工学専攻を繊維先端工学専攻
に改組

大学院工学研究科博士後期課程物質工学専攻、システム設計工学専攻、ファイバー
アメニティ工学専攻及び原子力・エネルギー安全工学専攻を総合創成工学専攻に改組
留学生センターを国際交流センターに改組

／９／４ ＣＯＣ推進機構設置
２０１４（平成２６） ／１１／５ 全学教育改革推進機構設置
２０１５（平成２７） ／７／１７ 子どものこころの発達教育研究推進機構設置
２０１６（平成２８） ／４／１ 教育地域科学部を教育学部に改称

工学部８学科（機械工学科、電気・電子工学科、情報・メディア工学科、建築
建設工学科、材料開発工学科、生物応用化学科、物理工学科、知能システム工
学科）を５学科（機械・システム工学科、電気電子情報工学科、建築・都市環
境工学科、物質・生命化学科、応用物理学科）に改組
国際地域学部国際地域学科設置
国際交流センターを国際センターに改組
国際化推進機構設置
生命科学複合研究教育センターとトランスレーショナルリサーチ推進センター
を統合し、ライフサイエンスイノベーションセンター設置
地域創生教育研究センター設置
共通教育部設置

／１１／１５ ＩＲ室設置
／１２／１ キャリアセンター設置

２０１７（平成２９） ／２／１ 産学官連携本部組織改編に伴う、産学官連携研究開発推進機構及びＵＲＡオフィス廃止
／４／１ 教育学部附属小学校・附属中学校を教育学部附属義務教育学校に改組
／１０／１ 産学官連携・地域イノベーション推進機構設置

２０１８（平成３０） ／４／１ 福井大学大学院福井大学・奈良女子大学・岐阜聖徳学園大学連合教職開発研究科教職
開発専攻設置

２０１９（平成３１） ／４／１ 繊維・マテリアル研究センター設置
地域創生教育研究センターと地域貢献推進センターを統合し、地域創生推進本部設置

―７―



〔医学部附属病院〕
２０１１（平成２３） ／４／１ 周産期母子医療センター設置

／４／１ 子どものこころ診療部設置
２０１２（平成２４） ／８／１ 福井県の総合周産期母子医療センターに指定
２０１３（平成２５） ／４／１ 形成外科設置
２０１４（平成２６） ／４／１ 福井メディカルシミュレーションセンター設置

／９／１６ 医学部附属病院新病棟運用開始
２０１５（平成２７） ／５／１ 医学部附属病院治験・先進医療センターを廃止し、医学部附属病院医学研究支援セ

ンターを設置

２０１８（平成３０） ／１／１ 地域医療連携部及び診療支援部、在宅療養相談室を改組し、患者総合支援センター
（地域医療連携部、患者相談部、在宅療養相談部、入院支援部、術前検査支援部）
設置

／４／１ 脊椎脊髄ユニット外来開設
／１０／１ 福井県アレルギー疾患医療拠点病院に指定（健第９５３号）

がんゲノム外来開設
２０１９（令和元） ／８／１ 永平寺町との指定管理契約に基づき、永平寺町立在宅訪問診療所の管理運営を開始

２０２０～
２０２０（令和２） ／４／１ 大学院教育学研究科を福井大学大学院福井大学・奈良女子大学・岐阜聖徳学園大学

連合教職開発研究科へ統合

大学院工学研究科博士前期課程１０専攻（機械工学専攻、電気・電子工学専攻、情報・
メディア工学専攻、建築建設工学専攻、材料開発工学専攻、生物応用化学専攻、物
理工学専攻、知能システム工学専攻、繊維先端工学専攻、原子力・エネルギー安全
工学専攻）を３専攻（産業創成工学専攻、安全社会基盤工学専攻、知識社会基礎工
学専攻）に改組

大学院国際地域マネジメント研究科国際地域マネジメント専攻（専門職大学院）設
置

〔医学部附属病院〕
２０２０（令和２） ／１／１ 小児外科開設

―８―



組 織

令和２年８月１日現在
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〔教員組織〕

部 門 領 域 講 座 等 専 門 分 野
教育・人文社会系部門 教員養成領域 言語教育講座 国語学、国文学、漢文学、書道、国語科教育、

英語学、中国語、英米文学、英語科教育
理数教育講座 代数学、幾何学、解析学、統計学、応用数学、

数学科教育、物理学、化学、生物学、
環境科学、地学、理科教育

芸術・保健体育教育講座 器楽、声楽、作曲、音楽学、音楽科教育、
絵画、彫塑、構成、美術科教育、体育史、
体育学、運動学、保健体育科教育

生活科学教育講座 電気、機械、情報技術、技術科教育、食物学、
被服学、保育学、家庭科教育

社会系教育講座 歴史学、地理学、法律学、経済学、哲学、
倫理学、社会科教育

発達科学講座 教育学、教育方法学、教育社会学、教育心理学、
発達心理学、臨床心理学、障害児教育、

障害児心理、障害児病理、学校経営学
教師教育講座 教育学、教育実践史、教師教育学、幼児教育、

教育方法学、教育臨床心理学、社会教育学、
障害児教育・教師教育、特別支援教育、
コミュニティとしての学校と教師の力量形成、

カリキュラム・授業改革、
教育行政マネジメント

総合グローバル領域
医学系部門 医学領域 形態機能医科学講座 行動科学、運動・スポーツ医学、解剖学、

脳形態機能学、統合生理学、生物数学
病因病態医学講座 腫瘍病理学、分子病理学、

ゲノム科学・微生物学、医動物学
生命情報医科学講座 生命物質科学、分子生命化学、

分子遺伝学、分子生体情報学、薬理学、
医療統計学、染色体機能学、分子神経科学

国際社会医学講座 医学教育・倫理学、応用言語学（医学英語）、
高次脳機能、放射線基礎医学、

環境保健学、法医学・人類遺伝学
病態制御医学講座 内科学（１）、内科学（２）、内科学（３）、

腎臓病態内科学、循環器内科学、小児科学、
精神医学、救急医学

器官制御医学講座 外科学（１）、外科学（２）、整形外科学、

麻酔・蘇生学、産科婦人科学、泌尿器科学
腫瘍病態治療学

感覚運動医学講座 皮膚科学、脳脊髄神経外科学、眼科学、

耳鼻咽喉科・頭頸部外科学、歯科口腔外科学
病態解析医学講座 放射線医学、検査医学

（寄附講座） 地域プライマリケア講座 地域医療学

（寄附講座） 地域医療推進講座 総合診療学、地域医療学
（寄附講座） 地域高度医療推進講座 地域医療学
（寄附講座） 心臓血管病先進治療学講座 心臓血管病先進治療学
（寄附講座） 不整脈・心不全先端医療講座 不整脈・心不全先端医療学

附属病院部 福井大学医学部附属病院規程に定める、診療科、
中央診療施設、特殊診療施設、薬剤部等

看護学領域 看護学講座 基盤看護学、臨床看護学、
コミュニティ看護学、育成期看護学

工学系部門 工学領域 機械工学講座
電気・電子工学講座

情報・メディア工学講座
建築建設工学講座

材料開発工学講座
生物応用化学講座

物理工学講座
知能システム工学講座
繊維先端工学講座

原子力安全工学講座
重点研究推進講座

先進部門

基盤部門

先端研究推進特区

学術研究院 令和２年５月１日現在
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〔教育組織〕

学 部 課程・学科 コース等 サブコース等
教育学部 学校教育課程 初等教育コース 小学校教育サブコース

特別支援教育サブコース
中等教育コース 人文社会教育サブコース

理数・生活教育サブコース
芸術・スポーツ教育サブコース

医学部 医学科

看護学科

工学部 機械・システム工学科 機械工学コース
ロボティクスコース
原子力安全工学コース

電気電子情報工学科 電子物性工学コース
電気通信システム工学コース
情報工学コース

建築・都市環境工学科 建築学コース
都市環境工学コース

物質・生命化学科 繊維・機能性材料工学コース
物質化学コース
バイオ・応用医工学コース

応用物理学科

国際地域学部 国際地域学科

共通教育部

研 究 科 課 程 専 攻 コース・分野等
福井大学・奈良女子大
学・岐阜聖徳学園大学
連合教職開発研究科

専門職学位課程 教職開発専攻 授業研究・教職専門性開発コース
（教職大学院の課程） ミドルリーダー養成コース

学校改革マネジメントコース
医学系研究科 修士課程 看護学専攻 基礎看護学、成人看護学、災害看護学、

地域看護学、老年看護学、母子看護学、
専門看護師教育課程
（がん看護ＣＮＳ、災害看護ＣＮＳ、
老年看護ＣＮＳ）

博士課程 統合先進医学専攻 医科学コース、先端応用医学コース、
地域総合医療学コース

工学研究科 博士前期課程 産業創成工学専攻 繊維先端工学コース、材料開発工学コース、
生物応用化学コース、創造生産工学コース、
経営技術革新工学コース

安全社会基盤工学専攻 機械設計工学コース、電気システム工学コース、
建築土木環境工学コース、原子力安全工学コース

知識社会基礎工学専攻 知能システム科学コース、情報工学コース、
数理科学コース、電子物性コース、
電磁工学コース

博士後期課程 総合創成工学専攻 物理工学、分子工学、生物応用化学、
機械・システム工学、知識情報システム、
電子システム、建築都市システム、
繊維先端工学、原子力・エネルギー安全工学

国際地域マネジメント
研究科

専門職学位課程 国際地域マネジメント専攻

学 部

大学院
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センター等名称 部門等
附属図書館
産学官連携本部 産学官連携推進部門 連携企画部

共同研究推進部
産業人材育成部

研究統括部門 研究企画・管理部
知的財産・技術移転部

附属テクニカルイノベーション共創センター
附属国際原子力工学研究所 原子炉物理学部門

原子炉熱水力部門
原子炉燃材料部門
原子炉構造システム・廃止措置部門 廃止措置

廃棄物処理・処分
耐震・耐津波
システム設計

原子力防災・危機管理部門 シビアアクシデント評価
危機管理
放射線計測・防護
基準・規則国際化

国際交流・人材育成推進部門
高エネルギー医学研究センター 分子イメージング展開領域 生体機能解析学部門

脳神経病態解析学部門
ＰＥＴ薬剤製造学部門

分子プローブ開発応用領域 分子プローブ設計学部門
細胞機能解析学部門
ＰＥＴ工学部門 （寄附研究部門）

がん病態制御・治療領域 がん病態制御・治療部門
国際画像医学研修部門
パナソニックライフインフォマティクス共同研究部門

遠赤外領域開発研究センター 基幹研究部門 遠赤外基礎技術グループ
遠赤外応用技術グループ
遠赤外新技術グループ
遠赤外超低温物性研究グループ

国際研究部門
客員研究部門
協力研究部門

子どものこころの発達研究センター 脳機能発達研究部門
情動認知発達研究部門
発達支援研究部門
児童青年期こころの専門医育成部門 （寄附研究部門）

繊維・マテリアル研究センター 運営部門
研究部門 繊維研究部門

マテリアル研究部門
生産技術研究部門

重点研究高度化推進本部

テニュアトラック推進本部
ライフサイエンス支援センター バイオ実験機器部門

生物資源部門
放射性同位元素実験部門

ライフサイエンスイノベーションセンター
地域環境研究教育センター 自然環境解析グループ

地域環境計画グループ
循環環境解析グループ
環境・人リスクマネジメントグループ

アドミッションセンター
高等教育推進センター ＦＤ・教育企画部門

学生支援部門
ＣＯＣ教育部門

語学センター 日本語教育部
英語教育部

国際センター 国際教育部門
国際連携部門

キャリアセンター
地域創生推進本部 地域連携推進部

創生人材育成部
地域キャリア推進部
アドミッション部
留学生定着支援部

災害ボランティア活動支援センター
総合情報基盤センター 情報サービス推進部門

情報ネットワーク運用部門
情報セキュリティ管理部門

保健管理センター

附属図書館、産学官連携本部、学内共同教育研究施設等、保健管理センター
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〔職員数〕 令和２年５月１日現在

役員及び職員数

〔役員数〕 令和２年５月１日現在

（ ）内は非常勤で内数

備考・大学教育職員は学術研究院からの配置先を記入
・教育職員にはフルタイムの特別雇用職員及び再雇用職員を含む

学 長 理 事 監 事 合 計

１ ５（２） ２（１） ８（３）

区 分

教

授

准

教

授

講

師

助

教

助

手

教

諭

養
護
教
諭

栄
養
教
諭

計

事
務
等
職
員

合

計

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

事 務 局 ０１１４ １５３ ２６７

小 計 ０１１４ １５３ ２６７

教 育 学 部 １７ ４ １３ ７ ３ １ ２ ４７ １ ４８

大学院福井大学・奈良女
子大学・岐阜聖徳学園大
学連合教職開発研究科

３ ２ １０ １０ ２ ３ ３０ ３０

教育学部附属幼稚園 １ ５ １ ７ ７

教育学部附属義務教育学校 １９ １６ ２ １ ３８ ３８

教育学部附属特別支援学校 ８ １９ １ １ ２９ ２９

小 計 ２０ ６ ２３ １７ ５ １ ０ ３ ０ ２ ２８ ４０ ０ ４ ０ ２１５１ １ ０ １５２

国 際 地 域 学 部 １０ ６ ４ ４ １ ２５ ２５

国際地域マネジメント研究科 ２ １ ３ ３

小 計 １２ ０ ６ ５ ４ １ ０ ０ ０ ０ ２８ ０ ０ ２８

医 学 部 ３９ ６ ２８ ９ １０ ４ ４１ ２７ １ １６５ ６ ８ １７９

医 学 部 附 属 病 院 ５ ８ ２６ ３ ６３ ３１ １３６２７２ ８５２１，２６０

小 計 ４４ ６ ３６ ９ ３６ ７１０４ ５８ ０ １ ３０１２７８ ８６０１，４３９

工 学 部 ５４ １ ５１ ４ １４ １２ １ １３７ １ １３８

工 学 部 技 術 部 ０ １５ ３ １８

小 計 ５４ １ ５１ ４ １４ ０ １２ １ ０ ０ １３７ １６ ３ １５６

産 学 官 連 携 本 部 ２ ２ １ ２ ７ ２ ９

附属国際原子力工学研究所 １０ ４ １ １５ １５

高エネルギー医学研究センター ２ ２ １ ５ １ ６

遠赤外領域開発研究センター ４ ６ １ ５ １６ １６

子どものこころの発達研究センター １ １ ３ １ ３ ３ １２ １ １３

繊維・マテリアル研究センター ２ １ ３ ３

ライフサイエンス支援センター １ １ １ １ ４ ４

アドミッションセンター １ １ １

高等教育推進センター ０ ０

語 学 セ ン タ ー １ ２ １ １ ２ ２ ９ ９

地 域 創 生 推 進 本 部 ３ １ ４ １ ５

総合情報基盤センター １ １ １

保 健 管 理 セ ン タ ー １ ３ ４ ４

小 計 ２５ １ ２１ ３ ３ ５ １５ ６ １ １ ８１ ２ ３ ８６

合 計 １５５ １４１３７ ３８ ６２ １４１３１ ６８ １ ４ ２８ ４０ ０ ４ ０ ２６９８４１１１，０１９２，１２８
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役職者等

〔役 員〕

〔副学長〕

〔参与〕

〔部門長等〕

〔学部長等〕

〔学長補佐〕

〔施設長等〕

学長 上 田 孝 典
理事（副学長） 教育，評価 安 田 年 博
理事（副学長） 研究，産学・社会連携 末 信一朗
理事（副学長） 企画戦略 松 木 健 一
理事（非常勤） 運営全般 井 上 彪
理事（非常勤） 運営全般 堀 康 子
監事 牧 野 浩 一
監事（非常勤） 福 島 一 政

副学長 医療 腰 地 孝 昭
国際 明 石 行 生

各学部長 教育学部長 山 本 博 文
医学部長 内 木 宏 延
工学部長 福 井 一 俊
国際地域学部長 木 村 亮

医学部附属病院長 腰 地 孝 昭
大学院の各研究科長 福井大学・奈良女子大学・岐阜聖徳学園大学連合教職開発研究科長 柳 澤 昌 一

医学系研究科長 内 木 宏 延
工学研究科長 福 井 一 俊
国際地域マネジメント研究科長 木 村 亮

共通教育部長 （副学長） 安 田 年 博
附属図書館長 （副学長） 末 信一朗
産学官連携本部長 米 沢 晋
IR室長 （理事） 安 田 年 博

学長補佐 横 井 正 信
三田村 彰
安 倍 博
大 嶋 勇 成
定 清 直
山 田 徳 史
小 嶋 啓 介
廣 瀬 勝 一
米 沢 晋

学内共同教育研究施設等の長
附属国際原子力工学研究所長 宇 埜 正 美
高エネルギー医学研究センター長 岡 沢 秀 彦
遠赤外領域開発研究センター長 谷 正 彦
子どものこころの発達研究センター長 安 田 年 博
繊維・マテリアル研究センター長 田 上 秀 一
重点研究高度化推進本部長 （学長） 上 田 孝 典
テニュアトラック推進本部長 （学長） 上 田 孝 典
ライフサイエンス支援センター長 青 木 耕 史
ライフサイエンスイノベーションセンター長 安 田 年 博
地域環境研究教育センター長 門 井 直 哉
アドミッションセンター長 安 田 年 博
高等教育推進センター長 （副学長） 安 田 年 博
語学センター長 明 石 行 生
国際センター長 明 石 行 生
キャリアセンター長 （副学長） 安 田 年 博
地域創生推進本部長 （副学長） 末 信一朗
災害ボランティア活動支援センター長 小 嶋 啓 介
総合情報基盤センター長 浪 花 智 英

参与 舟 木 幸 雄
参与 窪 田 昭 一

各部門長及び領域長 教育・人文社会系部門長 山 本 博 文
教員養成領域長 山 本 博 文
総合グローバル領域長 木 村 亮

医学系部門長 内 木 宏 延
医学領域長 内 木 宏 延
看護学領域長 長谷川 智 子

工学系部門長 福 井 一 俊
工学領域長 福 井 一 俊

先進部門長 （理事） 末 信一朗
基盤部門長 （理事） 松 木 健 一

令和２年８月１日現在
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〔教育研究評議会〕

〔事務局長、部長〕

〔経営協議会〕
役職指定の委員 学長、理事（教育、評価）、理事（研究、産学・社会連携）、理事（企画戦略）、

副学長（医療）、副学長（国際）、事務局長
学外有職者 関西外国語大学 学長特任教授 伊 藤 正 一

日華化学株式会社 代表取締役社長 江 守 康 昌
セーレン株式会社 代表取締役会長兼最高経営責任者 川 田 達 男
滋賀県 顧問 笹 田 昌 孝
慶應義塾大学総合政策学部 教授 東京大学公共政策大学院 教授 鈴 木 寛
福井県副知事 中 村 保 博
株式会社CMI 執行役員 藤 林 康 久
福井テレビジョン放送株式会社 相談役 山 崎 幸 雄
東京学芸大学 名誉教授 鷲 山 恭 彦

役職指定の委員 学長、理事（教育、評価）、理事（研究、産学・社会連携）、理事（企画戦略）、副学長（医療）、
副学長（国際）、各学部長、連合教職開発研究科長

部門の教員 教育・人文社会系部門 澁 谷 政 子
医学系部門 藤 枝 重 治
工学系部門 鞍 谷 文 保

学部・研究科の教員 教育学部 大 山 利 夫
医学部 長谷川 智 子
工学部 小 嶋 啓 介
国際地域学部 松 田 和 之

学長指名の職員 横 井 正 信
大 嶋 勇 成
定 清 直
長谷川 美 香
米 沢 晋
花 島 信

事務局長 花 島 信
経営企画部長 中 村 智 夫
総務部長 柴 田 裕 司
財務部長 鈴 木 康 彦
学務部長 坂 井 博 昭
研究・地域連携推進部長（事務取扱） 花 島 信
病院部長 安 岡 浩 憲

学部附属教育研究施設等の長
教育学部附属学園長 大 山 利 夫
教育学部附属幼稚園長 北 典 子
教育学部附属義務教育学校長 北 典 子
教育学部附属特別支援学校長 坂 田 登
教育学部附属教育実践総合センター長 澁 谷 政 子
教育学部総合自然教育センター長 栗 原 一 嘉
医学部附属教育支援センター長 安 倍 博
医学部附属先進イメージング教育研究センター長 木 村 浩 彦
医学系研究科附属地域医療高度化教育研究センター長 内 木 宏 延
工学部附属超低温物性実験施設長 菊 池 彦 光
工学部先端科学技術育成センター長 鞍 谷 文 保
工学部技術部長 （工学部長） 福 井 一 俊
学部の学科長 医学部 医学科長 内 木 宏 延

看護学科長 長谷川 智 子
工学部 機械・システム工学科長 本 田 知 己

電気電子情報工学科長 小 原 敦 美
建築・都市環境工学科長 川 本 義 海
物質・生命化学科長 中 根 幸 治
応用物理学科長 田 嶋 直 樹

国際地域学部 国際地域学科長 （国際地域学部長） 木 村 亮

大学院の専攻長 福井大学・奈良女子大学・岐阜
聖徳学園大学連合教職開発研
究科

教職開発専攻長
（福井大学・奈良女子大学・岐阜聖
徳学園大学連合教職開発研究科長）

柳 澤 昌 一

工学研究科（博士前期課程） 産業創成工学専攻 小 西 慶 幸
安全社会基盤工学専攻 玉 川 洋 一
知識社会基礎工学専攻 小 高 知 宏

工学研究科（博士後期課程） 総合創成工学専攻長（工学研究科長） 福 井 一 俊

国際地域マネジメント研究科
国際地域マネジメント専攻長
（国際地域マネジメント研究科長）

木 村 亮

機構及び保健管理センターその他の施設等の長
全学教育改革推進機構長 （副学長） 安 田 年 博
原子力医工統合研究推進機構長 （副学長） 末 信一朗
ライフサイエンスイノベーション推進機構長 （副学長） 安 田 年 博
子どものこころの発達教育研究推進機構長 （副学長） 松 木 健 一
国際化推進機構長 （副学長） 明 石 行 生
産学官連携・地域イノベーション推進機構長 （副学長） 末 信一朗
保健管理センター所長 腰 地 孝 昭
広報センター長 （理事） 松 木 健 一
男女共同参画推進センター長 （理事） 末 信一朗
最高情報セキュリティ責任者（CISO） （理事） 末 信一朗
情報化統括責任者（CIO） （事務局長） 花 島 信
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学生数

〔学 部〕 令和２年５月１日現在

〔大学院〕 令和２年５月１日現在

（ ）内は外国人留学生で内数

（ ）内は外国人留学生で内数

学

部
課程・学科

定 員 現 員
学生定員
充足率
（Ｂ）／（Ａ）

入学
定員

２年次
編入学

３年次
編入学

収容
定員
（Ａ）

１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次 ６年次 合 計
（Ｂ）

教
育
学
部

学校教育課程 １００ ４００ １００ １０２ １０２ １１４ ４１８ １０４．５％
小 計 １００ ４００ １００ １０２ １０２ １１４ ４１８ １０４．５％

教
育
地
域
科
学
部

学校教育課程 － － ６ ６ －
地域科学課程 － － ２ ２ －
小 計 ８ ８ －

医
学
部

医 学 科 １１０ ５ ６８５ １１４ １３３ １２１ １０３ １０９ １１８ ６９８ １０１．８％
看 護 学 科 ６０ ２４０ ６３ ６３ ６５ ５９ ２５０ １０４．１％
小 計 １７０ ５ ９２５ １７７ １９６ １８６ １６２ １０９ １１８ ９４８ １０２．４％

工

学

部

機械・システム工学科 １５５ １０ ６４０ １６０ １５４（２） １６１（６） １９０（５） ６６５（１３）１０３．９％
電気電子情報工学科 １２５ ２０ ５４０ １２６（３） １３０（３） １３７（８） １４８（５） ５４１（１９）１００．１％
建築・都市環境工学科 ６０ １０ ２６０ ６０（２） ６２（１） ７４（４） ７６（４） ２７２（１１）１０４．６％
物質・生命化学科 １３５ ５４０ １３６（１） １３４（１） １４８（２） １５１（１） ５６９（５）１０５．３％
応用物理学科 ５０ ２００ ５４ ５２（１） ４９ ５８ ２１３（１）１０６．５％
機械工 学 科 － － ９（１） ９（１） －
電気・電子工学科 － － １０ １０ －
情報・メディア工学科 － － ８ ８ －
建築建設工学科 － － ３（１） ３（１） －
材料開発工学科 － － ５ ５ －
生物応用化学科 － － ４ ４ －
物理工 学 科 － － ７ ７ －
知能システム工学科 － － ４ ４ －
小 計 ５２５ ４０２，１８０ ５３６（６） ５３２（８） ５６９（２０） ６７３（１７） ２，３１０（５１）１０５．９％

国
際
地
域
学
部

国際地域学科 ６０ ２４０ ６２（２） ６１（２） ６４ ７３ ２６０（４）１０８．３％
小 計 ６０ ２４０ ６２（２） ６１（２） ６４ ７３ ２６０（４）１０８．３％
合 計 ８５５ ５ ４０３，７４５ ８７５（８） ８９１（１０） ９２１（２０）１，０３０（１７） １０９ １１８ ３，９４４（５５）１０５．３％

研
究
科

課 程 専 攻
定 員 現 員 学生定員

充足率
（Ｂ）／（Ａ）入学定員 収容定員

（Ａ） １年次 ２年次 ３年次 ４年次 合 計
（Ｂ）

教
育
学
研
究
科

修 士 課 程 学 校 教 育 専 攻 － ２７ ２４（５） ２４（５） ８８．８％
小 計 ２７ ２４（５） ２４（５） ８８．８％

計 ２７ ２４（５） ２４（５） ８８．８％
連
合
教
職
開
発
研
究
科

専門職学位課程
（教職大学院の課程）

教 職 開 発 専 攻 ６０ １００ ６６（１） ３２ ９８（１） ９８．０％
小 計 ６０ １００ ６６（１） ３２ ９８（１） ９８．０％

計 ６０ １００ ６６（１） ３２ ９８（１） ９８．０％

医
学
系
研
究
科

修 士 課 程 看 護 学 専 攻 １２ ２４ ９ １８ ２７ １１２．５％
小 計 １２ ２４ ９ １８ ２７ １１２．５％

博 士 課 程
先 端 応 用 医 学 専 攻 － － １４ １４ －
統 合 先 進 医 学 専 攻 ２５ １００ ２４ ２３ ２２ ６９（１） １３８（１） １３８．０％

小 計 ２５ １００ ２４ ２３ ２２ ８３（１） １５２（１） １５２．０％
計 ３７ １２４ ３３ ４１ ２２ ８３（１） １７９（１） １４４．３％

工

学

研

究

科

博士前期課程

産 業 創 成 工 学 専 攻 ８５ ８５ ９０（６） ９０（６） １０５．８％
安全社会基盤工学専攻 ８４ ８４ ９０（６） ９０（６） １０７．１％
知識社会基礎工学専攻 ８４ ８４ ９４（８） ９４（８） １１１．９％
機 械 工 学 専 攻 － ３２ ４４（３） ４４（３） １３７．５％
電気・電子工学専攻 － ３０ ２４（２） ２４（２） ８０．０％
情報・メディア工学専攻 － ３１ ３４（１） ３４（１） １０９．６％
建 築 建 設 工 学 専 攻 － ２８ １（１） ２７（６） ２８（７） １００．０％
材 料 開 発 工 学 専 攻 － ２４ ２８ ２８ １１６．６％
生 物 応 用 化 学 専 攻 － ２１ ２９ ２９ １３８．０％
物 理 工 学 専 攻 － １８ １（１） １９ ２０（１） １１１．１％
知能システム工学専攻 － ２７ ２（２） ３０ ３２（２） １１８．５％
繊 維 先 端 工 学 専 攻 － １５ １（１） ３３（２） ３４（３） ２２６．６％
原子力・エネルギー安全工学専攻 － ２７ １９ １９ ７０．３％

小 計 ２５３ ５０６ ２７９（２５） ２８７（１４） ５６６（３９）１１１．８％

博士後期課程 総 合 創 成 工 学 専 攻 ２２ ６６ ２２（７） ２０（１２） ３７（４） ７９（２３）１１９．６％
小 計 ２２ ６６ ２２（７） ２０（１２） ３７（４） ７９（２３）１１９．６％

計 ２７５ ５７２ ３０１（３２） ３０７（２６） ３７（４） ６４５（６２）１１２．７％
国
際
地
域
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
研
究
科

専門職学位課程 国際地域マネジメント専攻 ７ ７ ８ ８ １１４．２％
小 計 ７ ７ ８ ８ １１４．２％

計 ７ ７ ８ ８ １１４．２％
合 計 ３７９ ８３０ ４０８（３３） ４０４（３１） ５９（４） ８３（１） ９５４（６９）１１４．９％

―１６―



〔研究生・科目等履修生等〕 令和２年５月１日現在

〔大阪大学大学院 大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千葉大学・福井大学連合小児発達学研究科〕
令和２年５月１日現在

教育学部附属学園

〔園児・児童・生徒の定員・現員及び学級数〕 令和２年５月１日現在

（ ）内は女子で内数

（ ）内は外国人留学生で内数

区 分 教育学部 医 学 部 工 学 部 国際地域学部 教育学研究科 連合教職開発研究科 医学系研究科 工学研究科 合 計

研 究 生 １（１） ３（３） １（１） １（１） ２（２） １（１） ９（９）

科目等履修生 ４（１） １ ２（２） ７（３）

特別研究学生 ５（５） ５（５）

特別聴講学生 ９（９） １４（１４） ７（７） ３（３） ３３（３３）

計 １４（１１） ０ １８（１７） １０（１０） １（１） ２（２） １（１） ８（８） ５４（５０）

校名 教育学部附属幼稚園 教育学部附属義務教育学校

学 年 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 計

学級数 ２ ２ ２ ６ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ３ ３ ３ ２１

定 員 ４０ ５０ ５０ １４０ ７０ ７０ ７０ ７０ ７０ ７０ １０５ １０５ １０５ ７３５

現 員 ２８ ４８ ５１ １２７ ６７ ７０ ６４ ６５ ６５ ６６ １０８ １０６ １０２ ７１３

校名 教育学部附属特別支援学校

学 年
小 学 部 中 学 部 高 等 部

合 計
低 中 高 計 中１ 中２ 中３ 計 高１ 高２ 高３ 計

学級数 １ １ １ ３ １ １ １ ３ １ １ １ ３ ９

定 員 ６ ６ ６ １８ ６ ６ ６ １８ ８ ８ ８ ２４ ６０

現 員 ６ ５ ６ １７ ７ ５ ６ １８ ８ ９ ８ ２５ ６０

区 分 １ 年 次 ２ 年 次 ３ 年 次 合 計

在 学 者 数 ２（２） ３（２） １０（８） １５（１２）

―１７―



〔２年次編入学〕 令和２年度

入学者状況

〔学 部〕 令和２年度

〔出身高校の地区別入学者数〕 令和２年度

〔３年次編入学〕 令和２年度

【東北】：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 【関東】：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川
【北陸・甲信越】：新潟、富山、石川、福井、山梨、長野 【東海】：岐阜、静岡、愛知、三重
【近畿】：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 【中国】：鳥取、島根、岡山、広島、山口
【四国】：徳島、香川、愛媛、高知 【九州】：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄
【その他】：外国の学校修了、専修学校高等課程修了、高卒認定、高等専門学校卒業

［ ］内は女子で内数、（ ）内は留学生で内数
マレーシア・ツイニング・プログラム留学生を含む

［ ］内は女子で内数
受験者数は、最終選考の受験者数

工学部にはマレーシア政府派遣留学生を含む
医学科一般入試の受験者分は２段階選抜後の受験者数

ＡＯ入試及び医学科推薦入試の受験者分は最終選考の受験者数
［ ］内は女子で内数、（ ）内は留学生で内数

学部 課程・学科 コ ー ス 入学定員
（Ａ） 志願者数 受験者数

合格者数
（追加合格
者を含む）

入学者数
（Ｂ）

入学定員
充足率

（Ｂ）／（Ａ）
教
育
学
部

学校教育課程
初等教育コース ６０

３９２ ［１９７］ ２６７［１２９］
６３［４０］ ６０［３９］ １００．０％

中等教育コース ４０ ４３［１８］ ４０［１７］ １００．０％
計 １００ ３９２ ［１９７］ ２６７［１２９］ １０６［５８］ １００［５６］ １００．０％

医
学
部

医学科 １１０ ８００ ［３３９］ ３５０［１４５］ １１５［４０］ １１０［３７］ １００．０％
看護学科 ６０ １７３ ［１６３］ １３７［１２８］ ６６［６６］ ６３［６３］ １０５．０％

計 １７０ ９７３ ［５０２］ ４８７［２７３］ １８１［１０６］ １７３［１００］ １０１．８％

工
学
部

機械・システム工学科 １５５ ８４９ ［５４］ ４４１［２６］ １８０［１５］ １６０［１５］ １０３．２％
電気電子情報工学科 １２５ ４４９ ［３０］ ２４６［１８］ １４１ ［６］ １２６ ［４］（３）１００．８％
建築・都市環境工学科 ６０ ２８９ ［７９］ １８５［５７］ ７２［２３］ ６０［２０］（２）１００．０％
物質・生命化学科 １３５ ４２１ ［１５０］ ２７１［８９］ １５０［４７］ １３６［４２］（１）１００．７％
応用物理学科 ５０ ３０８ ［３４］ １１８［１５］ ６１ ［６］ ５４ ［６］ １０８．０％

計 ５２５ ２，３１６ ［３４７］１，２６１［２０５］ ６０４［９７］ ５３６［８７］（６）１０２．１％
国
際
地

域
学
部

国際地域学科 ６０ １５９ ［９６］ ９８［６２］ ７０［４５］ ６２［４０］（２）１０３．３％
計 ６０ １５９ ［９６］ ９８［６２］ ７０［４５］ ６２［４０］（２）１０３．３％

合 計 ８５５ ３，８４０［１，１４１］２，１１３［６６９］ ９６１［３０６］ ８７１［２８３］（８）１０１．９％

地 区 北海道 東北 関東
北陸・甲信越

東海 近畿 中国 四国 九州 その他 合計
福井県 福井県外

教 育 学 部 ０ ０ ０
８５

５ ５ ３ ２ ０ ０ ０ １００
（８５．０％）

医 学 部 １ ０ ２０
６６

１８ ２３ ３９ ４ ０ １ １ １７３
（３８．２％）

工 学 部 ３ ０ ５
９５

６９ ２７９ ７４ ３ ２ ０ ６ ５３６
（１７．７％）

国際地域学部 ０ ０ １
３０

１３ ８ ７ １ ０ ０ ２ ６２
（４８．４％）

合 計 ４ ０ ２６
２７６

１０５ ３１５ １２３ １０ ２ １ ９ ８７１
（３１．７％）

学部 学 科 編入学定員
（Ａ） 志願者数 受験者数 合格者数 編入学者数

（Ｂ）
入学定員
充足率

（Ｂ）／（Ａ）
医学部 医学科 ５ ２１４ ［８０］ １６ ［４］ ５ ５ １００．０％

学部 学 科 編入学定員
（Ａ） 志願者数 受験者数 合格者数 編入学者数

（Ｂ）
入学定員
充足率

（Ｂ）／（Ａ）
工学部 全学科 ４０ １１５ ［２０］ １０４［１８］ ５３［１５］ ３９［１２］（１２） ９７．５％

―１８―



〔令和２年４月入学〕

〔令和元年１０月入学〕

［ ］内は女子で内数、（ ）内は留学生で内数
博士前期課程 GEPIS（国際総合工学特別コース）には、ABEイニシアティブ留学生を含む

〔大学院〕 令和２年度

［ ］内は女子で内数、（ ）内は留学生で内数

［ ］内は女子で内数、（ ）内は留学生で内数

研究科 課 程 専攻・領域・コース 入学定員
（Ａ） 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数

（Ｂ）
入学定員
充足率

（Ｂ）／（Ａ）

連合教職
開発
研究科

専門職学位
課程
（教職大学院
の課程）

教職開発
専攻

授業研究・教職専門性開発コース ２５ １８ ［４］ １８ ［４］ １７ ［４］ １７ ［４］ ６８．０％
ミドルリーダー養成コース １５ ２３［１０］ ２３［１０］ ２１ ［９］ ２１ ［９］ １４０．０％
学校改革マネジメントコース ２０ ２８ ［６］ ２８ ［６］ ２８ ［６］ ２８ ［６］（１） １４０．０％
計 ６０ ６９［２０］ ６９［２０］ ６６［１９］ ６６［１９］（１） １１０．０％

医学系
研究科

修士課程
看護学専攻 １２ １０［１０］ ９ ［９］ ９ ［９］ ９ ［９］ ７５．０％

小 計 １２ １０［１０］ ９ ［９］ ９ ［９］ ９ ［９］ ７５．０％

博士課程
統合先進医学専攻 ２５ １４ ［６］ １４ ［６］ １４ ［６］ １４ ［６］ ５６．０％

小 計 ２５ １４ ［６］ １４ ［６］ １４ ［６］ １４ ［６］ ５６．０％
計 ３７ ２４［１６］ ２３［１５］ ２３［１５］ ２３［１５］ ６２．２％

工 学
研究科

博士前期
課程

産業創成工学専攻 ８５ ８９［１５］ ８９［１５］ ８８［１５］ ８７［１５］（３） １０２．４％
安全社会基盤工学専攻 ８４ ９５ ［８］ ９５ ［８］ ９１ ［７］ ８９ ［７］（５） １０６．０％
知識社会基礎工学専攻 ８４ ９８ ［５］ ９８ ［５］ ９７ ［５］ ９３ ［４］（７） １１０．７％

小 計 ２５３ ２８２［２８］ ２８２［２８］ ２７６［２７］ ２６９［２６］（１５） １０６．３％

博士後期
課程

総合創成工学専攻 ２２ １１ ［１］ １１ ［１］ １１ ［１］ １１ ［１］（１） ５０．０％
小 計 ２２ １１ ［１］ １１ ［１］ １１ ［１］ １１ ［１］（１） ５０．０％
計 ２７５ ２９３［２９］ ２９３［２９］ ２８７［２８］ ２８０［２７］（１６） １０１．８％

国際地域
マネジメント
研究科

専門職学位課程 国際地域マネジメント専攻 ７ ８ ［１］ ８ ［１］ ８ ［１］ ８ ［１］ １１４．３％
計 ７ ８ ［１］ ８ ［１］ ８ ［１］ ８ ［１］ １１４．３％

合 計 ３７９ ３９４［６６］ ３９３［６５］ ３８４［６３］ ３７７［６２］（１７） ９９．５％

研究科 課 程 専 攻 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数

医学系
研究科

博士課程 統合先進医学専攻 １０ ［３］ １０ ［３］ １０ ［３］ １０ ［３］
計 １０ ［３］ １０ ［３］ １０ ［３］ １０ ［３］

工 学
研究科

博士前期課程
GEPIS
（国際総合工学特別コース）

機械工学専攻 １ １ ０ ０
電気・電子工学専攻 ０ ０ ０ ０
情報・メディア工学専攻 ０ ０ ０ ０
建築建設工学専攻 １ ［１］ １ ［１］ １ ［１］ １ ［１］（１）
材料開発工学専攻 ０ ０ ０ ０
生物応用化学専攻 ０ ０ ０ ０
物理工学専攻 １ ［１］ １ ［１］ １ ［１］ １ ［１］（１）
知能システム工学専攻 ２ ［１］ ２ ［１］ ２ ［１］ ２ ［１］（２）
繊維先端工学専攻 １ ［１］ １ ［１］ １ ［１］ １ ［１］（１）
原子力・エネルギー安全工学専攻 ０ ０ ０ ０

小 計 ６ ［４］ ６ ［４］ ５ ［４］ ５ ［４］（５）
博士後期課程
GEP for R&D
（国際技術研究者育成コース）

総合創成工学専攻 ２ ２ ２ ２ （２）
小 計 ２ ２ ２ ２ （２）

博士後期課程
総合創成工学専攻 ７ ［２］ ７ ［２］ ７ ［２］ ７ ［２］（２）

小 計 ７ ［２］ ７ ［２］ ７ ［２］ ７ ［２］（２）
計 １５ ［６］ １５ ［６］ １４ ［６］ １４ ［６］（９）

合 計 ２５ ［９］ ２５ ［９］ ２４ ［９］ ２４ ［９］（９）

研究科 課 程 専 攻 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数

工 学
研究科

博士前期課程
GEPIS
（国際総合工学特別コース）

産業創成工学専攻 ３ ３ ３ ３ （３）
安全社会基盤工学専攻 １［１］ １［１］ １［１］ １［１］（１）
知識社会基礎工学専攻 ３ ３ ３ １ （１）

小 計 ７［１］ ７［１］ ７［１］ ５［１］（５）
博士後期課程
GEP for R&D
（国際技術研究者育成コース）

総合創成工学専攻 ２ ２ ２ ２ （２）
小 計 ２ ２ ２ ２ （２）

合 計 ９［１］ ９［１］ ９［１］ ７［１］（７）

―１９―



令和元年度卒業者・修了者の進路状況

〔学 部〕 令和２年５月１日現在

※その他は、専業主夫・主婦、就職以外の活動等、就職・進学を希望せずそれ以外の進路を選んだ者の数
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に
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者
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者
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者
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進

学
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職
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て
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者

進

学
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就

職

率

卒
業
者
に
対
す
る

進
路
決
定
率

内 訳
そ
の
他

進
路
未
定
者

a b c d e f g+h g h i (b+e)/a (c+f+i)/a (b～f+g)/a
教
育

学
部

学 校 教 育 課 程 ９１ ８ ８２ １ １ ８．８％ ９０．１％ ９８．９％
小 計 ９１ ８ ８２ １ １ ８．８％ ９０．１％ ９８．９％

教
育
地
域

科
学
部

学 校 教 育 課 程 ９ ９ １００．０％ １００．０％
地 域 科 学 課 程 ２ １ １ １ ５０．０％ ５０．０％
小 計 １１ １０ １ １ ９０．９％ ９０．９％

医
学
部

医 学 科 １０６ １０４ ２ １ １ ９９．１％
看 護 学 科 ５８ ５ ５２ １ ８．６％ ８９．７％ １００．０％
小 計 １６４ ５ ５２ １０４ ２ ２ １ ３．０％ ３１．７％ ９９．４％

工
学
部

機械・システム工学科 １３４ ８１ ５２ １ ６１．２％ ３８．８％ １００．０％
電気電子情報工学科 １２５ ６１ ６２ １ １ １ ４９．６％ ４９．６％ ９９．２％
建築・都市環境工学科 ６７ ３０ ３６ １ １ ４４．８％ ５３．７％ １００．０％
物質・生命化学科 １２３ ６９ ５３ １ １ ５６．１％ ４３．１％ ９９．２％
応 用 物 理 学 科 ４３ ２４ １９ ５５．８％ ４４．２％ １００．０％
機 械 工 学 科 １２ ２ ８ ２ ２ １６．７％ ６６．７％ ８３．３％
電気・電子工学科 １３ １１ ２ ２ ８４．６％ ８４．６％
情報・メディア工学科 １８ ３ １４ １ １ １６．７％ ７７．８％ ９４．４％
建築建設工学科 ８ １ ７ １２．５％ ８７．５％ １００．０％
材料開発工学科 ７ ２ ４ １ １ ２８．６％ ５７．１％ ８５．７％
生物応用化学科 ２ ２ １００．０％ １００．０％
物 理 工 学 科 １１ １０ １ １ ９０．９％ ９０．９％
知能システム工学科 １１ ３ ７ １ １ ２７．３％ ６３．６％ ９０．９％
小 計 ５７４ ２７６ ２８５ ２ １１ １ １０ ４８．４％ ４９．７％ ９８．３％

国

際

地
域
学
部

国 際 地 域 学 科 ４９ ４８ １ ２．０％ ９８．０％ １００．０％
小 計 ４９ ４８ １ ２．０％ ９８．０％ １００．０％

合 計 ８８９ ２８９ ４７７ １０４ ３ １５ ３ １３ ３２．８％ ５３．７％ ９８．５％
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国
家
公
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方
公
務
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そ
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他

合

計

教
育

学
部 学 校 教 育 課 程 １ ４ ６ ２ ２ ２ ５３ ２ ３ １ １ ４ １ ８２

教
育
地
域

科
学
部

学 校 教 育 課 程 １ １ ７ ９
地 域 科 学 課 程 １ １

医
学
部

医 学 科
看 護 学 科 ５２ ５２

工
学
部

機械・システム工学科 ３１ １ ８ １ ３ １ ４ １ ２ ５２
電気電子情報工学科 ２ １７ １ ２２ １ ２ １ １２ ２ ２ ６２
建築・都市環境工学科 ２１ ２ ３ １ １ ５ ３ ３６
物質・生命化学科 ２ ４１ １ ３ ２ ４ ５３
応 用 物 理 学 科 １３ ３ ２ １ １９
機 械 工 学 科 ５ ２ １ ８
電気・電子工学科 ６ １ １ １ １ １ １１
情報・メディア工学科 ２ ９ １ ２ １４
建 築 建 設 工 学 科 ４ １ ２ ７
材 料 開 発 工 学 科 ３ １ ４
生 物 応 用 化 学 科 １ １ ２
物 理 工 学 科 ４ ２ １ １ ２ １０
知能システム工学科 ４ １ ２ ７

国
際
地

域
学
部

国 際 地 域 学 科 １ １４ １ ６ ２ ６ ５ １ １ １ ２ ３ ４ １ ４８

―２０―



〔大学院（修士課程、博士課程（前期）、専門職学位課程）〕 令和２年５月１日現在

※その他は、専業主婦、就職以外の活動等、就職・進学を希望せずそれ以外の進路を選んだ者の数
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者

進

学

率

就
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進
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路
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a b c d e f g+h g h i (b+e)/a (c+f+i)/a (b～f+g)/a
教
育
学

研
究
科

学 校 教 育 専 攻 ２９ ３ ２６ １０．３％ ８９．７％ １００．０％

連
合
教
職

開
発
研
究
科

教 職 開 発 専 攻 ３９ ３９ １００．０％ １００．０％

医
学
系

研
究
科

看 護 学 専 攻 １３ １３ １００．０％ １００．０％

工
学
研
究
科

機 械 工 学 専 攻 ４０ ４０ １００．０％ １００．０％
電気・電子工学専攻 ３６ ３６ １００．０％ １００．０％
情報・メディア工学専攻 ３４ ２ ３２ ５．９％ ９４．１％ １００．０％
建築建設工学専攻 ２４ １ ２３ ４．２％ ９５．８％ １００．０％
材料開発工学専攻 ２９ １ ２８ ３．４％ ９６．６％ １００．０％
生物応用化学専攻 ２２ １ ２１ ４．５％ ９５．５％ １００．０％
物 理 工 学 専 攻 １９ １９ １００．０％ １００．０％
知能システム工学専攻 ３１ ３１ １００．０％ １００．０％
繊維先端工学専攻 ２１ ２１ １００．０％ １００．０％
原子力・エネルギー安全工学専攻 １７ １７ １００．０％ １００．０％
小 計 ２７３ ５ ２６８ １．８％ ９８．２％ １００．０％

合 計 ３５４ ８ ３４６ ２．３％ ９７．７％ １００．０％
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学 校 教 育 専 攻 １ １ １７ １ ３ ３ ２６

連
合
教
職

開
発
研
究
科

教 職 開 発 専 攻 １ ３８ ３９

医
学
系

研
究
科

看 護 学 専 攻 ３ １０ １３

工
学
研
究
科

機 械 工 学 専 攻 １ ３９ ４０
電気・電子工学専攻 １ ２５ ２ ２ ２ １ ２ １ ３６
情報・メディア工学専攻 ９ １ １７ １ ４ ３２
建築建設工学専攻 １３ ４ ３ ２ １ ２３
材料開発工学専攻 ２４ １ ３ ２８
生物応用化学専攻 ２０ １ ２１
物 理 工 学 専 攻 １２ １ ３ １ １ １ １９
知能システム工学専攻 ２３ ５ １ １ １ ３１
繊維先端工学専攻 ２１ ２１
原子力・エネルギー安全工学専攻 ２ ６ ３ １ ３ １ １ １７

―２１―



〔大学院（博士課程（後期、一貫））〕 令和２年５月１日現在

＊その他は、専業主婦、就職以外の活動等、就職・進学を希望せずそれ以外の進路を選んだ者の数
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a b c d e f g+h g h i (b+e)/a (c+f+i)/a (b～f+g)/a
医
学
系

研
究
科

先端応用医学専攻 ３ ３ １００．０％ １００．０％
統合先進医学専攻 １５ １４ １ ９３．３％ １００．０％
小 計 １８ １７ １ ９４．４％ １００．０％

工
学

研
究
科

総合創成工学専攻 ２５ ２３ ２ ２ ９２．０％ ９２．０％
小 計 ２５ ２３ ２ ２ ９２．０％ ９２．０％
合 計 ４３ ４０ ２ １ ２ ９３．０％ ９５．３％
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学
系

研
究
科

先端応用医学専攻 ２ １ ３
統合先進医学専攻 ６ ８ １ １５

工
学

研
究
科

総合創成工学専攻 ８ ２ １ ２ ７ ３ ２３

―２２―



〔教員免許状取得状況〕

＊１：（ ）内は内数で、工学研究科
＊２：（ ）内は内数で、工学部、工学研究科

〔医師国家試験合格状況〕

〔保健師、助産師及び看護師の国家試験合格状況〕

区分
幼 小 中 高 特支

計 専修 １種・２種 計 専修 １種・２種 計 専修 １種・２種 計 専修＊１ １種＊２ 計 専修 １種・２種
令和元年度 １０ ４ ６ １２２ ３０ ９２ １２６ ４５ ８１ １６１ ５９（１）１０２（１７） ２７ ２ ２５
平成３０年度 １８ ４ １４ １３２ ３６ ９６ １４０ ４４ ９６ １４７ ４４（１）１０３（２０） ３３ ５ ２８
平成２９年度 ２２ ３ １９ １３８ ３７ １０１ １３８ ４１ ９７ １４８ ４６ １０２（１０） ２９ ２ ２７
平成２８年度 １８ ６ １２ １３６ ４３ ９３ １４４ ４７ ９７ １５８ ５３（３）１０５（１６） ２５ ３ ２２
平成２７年度 １５ ０ １５ １２３ ２９ ９４ １３２ ４０ ９２ １５５ ４６（２）１０９（２０） ２０ ２ １８
平成２６年度 １４ ０ １４ １３２ ３９ ９３ １４８ ５１ ９７ １７３ ５６（５）１１７（２７） ２５ ６ １９
平成２５年度 １６ ３ １３ １３５ ３７ ９８ １４７ ５５ ９２ １９０ ６５（６）１２５（３６） ２５ ５ ２０

区 分 医学科
卒業者数

新 卒 者 既 卒 者 合 計 順 位
受験者数 合格者数 合格率％ 受験者数 合格者数 合格率％ 受験者数 合格者数 合格率（全国平均）％ 全大学（８０） 国立大学（４３）

令和２年 １０６ １０６ １０６ １００．０ ２２ １６ ７２．７ １２８ １２２ ９５．３（９２．１） ２３位 ７位
平成３１年 １１０ １１０ ９３ ８４．５ １５ ９ ６０．０ １２５ １０２ ８１．６（８９．０） ７６位 ４３位
平成３０年 １１６ １１６ １０６ ９１．４ １１ ６ ５４．５ １２７ １１２ ８８．２（９０．１） ６３位 ３７位
平成２９年 １１５ １１５ １０７ ９３．０ １１ ８ ７２．７ １２６ １１５ ９１．３（８８．７） ３２位 １９位
平成２８年 １０１ １０１ ９４ ９３．１ ８ ４ ５０．０ １０９ ９８ ８９．９（９１．５） ５６位 ３１位
平成２７年 １１３ １１３ １０９ ９６．５ ９ ５ ５５．６ １２２ １１４ ９３．４（９１．２） ２７位 １２位
平成２６年 ９６ ９６ ９０ ９３．８ ８ ５ ６２．５ １０４ ９５ ９１．４（９０．６） ３９位 １９位
平成２５年 ９７ ９７ ９４ ９６．９ ９ ５ ５５．６ １０６ ９９ ９３．４（８９．８） ２０位 ６位

区 分
受 験 者 数 合 格 者 数

合格率
％

全国
合格率
％

新 卒 者 既 卒 者 新 卒 者 既 卒 者
男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

保

健

師

令和２年 １８ １８ １８ １８ １００．０ ９１．５
平成３１年 １６ １６ １６ １６ １００．０ ８１．８
平成３０年 １ １５ １６ １ １５ １６ １００．０ ８１．４
平成２９年 １４ １４ １４ １４ １００．０ ９０．８
平成２８年 ２ ２６ ２８ ２ ２６ ２８ １００．０ ８９．８
平成２７年 ８ ５９ ６７ ８ ５９ ６７ １００．０ ９９．４
平成２６年 ３ ６２ ６５ ３ ６２ ６５ １００．０ ８６．５
平成２５年 ６ ５６ ６２ ６ ５６ ６２ １００．０ ９６．０

助

産

師

令和２年 ６ ６ ６ ６ １００．０ ９９．４
平成３１年 ５ ５ ５ ５ １００．０ ９９．６
平成３０年 ６ ６ ６ ６ １００．０ ９８．７
平成２９年 ６ ６ ６ ６ １００．０ ９３．０
平成２８年 ６ ６ ６ ６ １００．０ ９９．８
平成２７年 ５ ５ ５ ５ １００．０ ９９．９
平成２６年 ６ ６ ６ ６ １００．０ ９６．９
平成２５年 ５ ５ ５ ５ １００．０ ９８．１

看

護

師

令和２年 ２ ５６ ５８ １ １ ２ ５６ ５８ １ １ １００．０ ８９．２
平成３１年 ４ ５２ ５６ ４ ５１ ５５ ９８．２ ８９．３
平成３０年 ３ ５３ ５６ １ １ ３ ５３ ５６ １ １ １００．０ ９１．０
平成２９年 ８ ４９ ５７ １ １ ８ ４８ ５６ ９６．６ ８８．５
平成２８年 ５ ５６ ６１ １ １ ５ ５６ ６１ ９８．４ ８９．４
平成２７年 ７ ５０ ５７ ６ ５０ ５６ ９８．２ ９０．０
平成２６年 ３ ５６ ５９ ３ ５６ ５９ １００．０ ８９．８
平成２５年 ６ ４６ ５２ ６ ４６ ５２ １００．０ ８８．８

―２３―



国際交流

〔学術交流協定締結状況〕 令和２年５月１日現在

＜国別締結状況＞ 協定数１５６件、締結先１６３機関
インド１、バングラデシュ１、タイ１８、マレーシア３、シンガポール１、インドネシア８、フィリピン２、
香港１、韓国１６、モンゴル１、ベトナム１２、中国２２、カンボジア３、ブータン２、ブルネイ１、マカオ１、
台湾１６、トルコ３、アラブ首長国連邦１、エジプト１、ウガンダ１、マラウイ１、オーストラリア２、
ニュージーランド１、カナダ１、アメリカ合衆国９、メキシコ２、ペルー１、英国４、ベルギー１、チェコ１、
ドイツ３、フランス４、イタリア２、ポーランド１、ルーマニア５、ブルガリア１、ロシア５、リトアニア３、
その他１

＜大学間交流協定＞ ９４件 ※は学生交流の覚書有

機 関 名 国・地域名 締結年月日

ラトガーズ大学 アメリカ合衆国 １９８１年１０月７日※

西安外国語大学 中国 １９８５年９月９日※

西安理工大学 中国 １９８５年９月２１日※

浙江大学 中国 １９９１年９月２５日※

ロシア科学アカデミー応用物理学研究所 ロシア １９９９年８月１日

東亜大学校 韓国 ２０００年５月２日※

キングモンクト工科大学トンブリ校 タイ ２０００年８月１日※

北京信息科技大学 中国 ２０００年８月２５日※

浙江理工大学 中国 ２０００年１２月１１日※

南昌航空大学 中国 ２００１年５月１５日※

嶺南大学校 韓国 ２００１年６月２５日※

国立雲林科技大学 台湾 ２００２年４月２５日※

武漢科技大学 中国 ２００２年６月１７日※

江南大学 中国 ２００２年８月２６日※

インドネシア大学 インドネシア ２００２年９月３０日※

リヨン繊維・化学技術院 フランス ２００２年１０月２３日※

イティハッド大学 アラブ首長国連邦 ２００２年１１月１０日※

蘇州大学 中国 ２００２年１１月２７日※

クレムソン大学 アメリカ合衆国 ２００３年２月１１日※

メーン大学 フランス ２００３年５月２８日※

東華大学 中国 ２００４年５月２５日※

上海理工大学 中国 ２００５年１月３１日※

瀋陽師範大学 中国 ２００５年７月１９日※

シャクアラ大学 インドネシア ２００５年８月８日※

天津科技大学 中国 ２００５年１２月２０日※

フィンドレー大学 アメリカ合衆国 ２００６年５月３１日※

ハル・オレオ大学 インドネシア ２００９年１０月１日※

タマサート大学 タイ ２０１２年１０月２６日※

ベトナム教育訓練省国際教育開発局 ベトナム ２０１４年２月２０日

電力大学 ベトナム ２０１４年５月２８日

スィーパトゥム大学 タイ ２０１４年９月１０日

マラヤ大学 マレーシア ２０１４年１１月１０日※

アジア太平洋大学交流機構（UMAP） その他 ２０１５年３月３１日※

ダナン大学 ベトナム ２０１５年６月２２日

天主教輔仁大学 台湾 ２０１５年１１月６日※

マカオ大学 マカオ ２０１５年１１月６日※

アサンプション大学 タイ ２０１５年１１月１６日※

カセサート大学 タイ ２０１５年１２月４日※

リトアニア教育大学 リトアニア ２０１６年４月２８日※

ホーチミン市師範大学 ベトナム ２０１６年５月１９日※

ベトナム国家大学ホーチミン市人文社会科学大学 ベトナム ２０１６年５月３０日

マレーシア科学大学 マレーシア ２０１６年６月１３日※

ホーチミン市外国語情報技術大学 ベトナム ２０１６年６月２９日※

ヴィータウタス・マグヌス大学 リトアニア ２０１６年６月３０日※

ブカレスト大学 ルーマニア ２０１６年７月１日※

バベシュ・ボヤイ大学 ルーマニア ２０１６年７月４日※

ルーマニア・アメリカ大学 ルーマニア ２０１６年７月２５日※

機 関 名 国・地域名 締結年月日

ナポリ東洋大学 イタリア ２０１６年７月２５日※

ベトナム国家大学ハノイ人文社会科学大学 ベトナム ２０１６年８月１日※

王立プノンペン大学 カンボジア ２０１６年８月２３日

ベルティ国際大学 カンボジア ２０１６年１０月１４日※

漢陽大学校 韓国 ２０１６年１１月２５日※

ベトナム国家大学ハノイ外国語大学 ベトナム ２０１７年２月２７日※

開南大学 台湾 ２０１７年３月１０日※

ラ・サール大学 メキシコ ２０１７年３月１４日※

文藻外語大学 台湾 ２０１７年４月１１日※

貿易大学 ベトナム ２０１７年４月１２日※

ベトナム国家大学ホーチミン国際大学 ベトナム ２０１７年６月１９日※

国立高雄大学 台湾 ２０１７年７月２７日※

銘伝大学 台湾 ２０１７年８月２１日※

東国大学校 韓国 ２０１７年９月１日※

静宜大学 台湾 ２０１７年９月１日※

セントラル・ランカシャー大学 英国 ２０１７年９月８日※

東呉大学 台湾 ２０１７年９月１３日※

韓国カトリック大学校 韓国 ２０１７年９月２０日※

韓南大学校 韓国 ２０１７年９月２０日※

元智大学 台湾 ２０１７年９月２５日※

国立中山大学 台湾 ２０１７年９月２９日※

東西大学校 韓国 ２０１７年１０月１２日※

ハンバット国立大学校 韓国 ２０１７年１０月１３日※

釜山外国語大学校 韓国 ２０１７年１０月１６日※

メキシコ国立自治大学 メキシコ ２０１７年１０月１６日※

慶北大学校 韓国 ２０１７年１１月２２日※

バンコク大学 タイ ２０１７年１２月２７日※

国立中央大学 台湾 ２０１８年１月２２日※

タイ商工会議所大学 タイ ２０１８年２月２日※

ヴィリニュス大学 リトアニア ２０１８年２月２８日※

チェンマイ大学 タイ ２０１８年３月１５日※

テキサスＡ＆Ｍ大学キングスビル校 アメリカ合衆国 ２０１８年４月１７日※

ディクシー州立大学 アメリカ合衆国 ２０１８年５月１０日

国立曁南国際大学 台湾 ２０１８年５月２８日※

ランシット大学 タイ ２０１８年７月１７日※

パヤップ大学 タイ ２０１８年７月１９日※

オンドクズマユス大学 トルコ ２０１８年１０月３１日※

エジプト・アラブ共和国高等教育省 エジプト ２０１８年１２月１８日

天津工業大学 中国 ２０００年１２月１３日※

パラツキー大学 チェコ ２０１９年６月１７日

釜慶大学校 韓国 ２０１９年７月１２日※

国立マネジメント大学 カンボジア ２０１９年１１月５日※

ホーチミン市経済金融大学 ベトナム ２０１９年１１月２９日※

ナリクレ教員養成大学 マラウィ ２０２０年２月１７日

チャンカセーム・ラチャパット大学 タイ ２０１５年６月１９日※

ラクイラ大学 イタリア ２０２０年３月１１日※

ボアジチ大学 トルコ ２０２０年３月６日※

―２４―



＜部局間交流協定＞６２件 ※は学生交流の覚書有
部 局 名 機 関 名 国・地域名 締結年月日

教育地域科学部（教育学部） 釜山大学校師範大学 韓国 ２００２年１１月１１日 ※
上海師範大学 中国 ２００５年７月１２日 ※

教育学研究科・教育学部 南洋理工大学国立教育学院 シンガポール ２０１８年３月２０日 ※
医学系部門 オタワ大学医学部 カナダ ２０００年３月１８日 ※
（医学部含む） マケレレ大学医学部 ウガンダ ２００６年４月４日 ※

インド国立鉱業医学研究所 インド ２０１１年９月６日タイ王国中央胸部疾患研究所 タイ
ロシア医学アカデミーシベリア支部イルクーツク州立再建・移植外科研究センター ロシア ２０１３年８月２９日 ※
オンドクズマユス大学医学部 トルコ ２０１５年８月６日 ※
アイルランガ大学医学部 インドネシア ２０１６年７月１８日 ※
イルクーツク州立医科大学 ロシア ２０１７年１月１９日
バーミンガム市立大学保健学部 英国 ２０１８年３月２７日
ラトガース大学ロバート・ウッド・ジョンソン・メディカルスクール アメリカ合衆国 ２０１９年２月４日

医学系部門・附属病院 ノパラット・ラジャタニー病院 タイ ２０１７年７月１４日
医学部・附属病院 紹興市人民病院 中国 ２０１２年１１月１８日
工学系部門 延世大学工科大学 韓国 ２０００年３月１日 ※
（工学部・工学研究科含む） クルナ科学技術大学 バングラデシュ ２０００年７月１日 ※

ワルシャワ工科大学化学プロセス工学部 ポーランド ２００１年３月１日 ※
釜慶大学校工科大学 韓国 ２００１年３月２４日 ※
内蒙古工業大学 中国 ２００１年３月２６日 ※
モンゴル科学技術大学 モンゴル ２００１年８月３日 ※
東南大学動力工程系 中国 ２００２年１２月２７日 ※
ロシア科学アカデミーシベリア地区物理学研究所 ロシア ２００５年１月１７日 ※
蘭州交通大学電子与信息工程学院、自動化与電気工程学院及び機電工程学院 中国 ２００７年１２月１３日 ※
國立臺灣科技大学工程学院 台湾 ２００８年２月１日 ※
成均館大学校工科大學 韓国 ２００８年８月１９日 ※
國立清華大学工学院 台湾 ２０１０年１月７日 ※
ラジャマンガラ工科大学イサン校工学・建築学部及び理学・人文学部 タイ ２０１２年８月１７日 ※
ロシア科学アカデミーカザン科学センター ロシア ２０１５年２月２７日

EUJEP2(Post-Fukushima European Japanese Exchange
Project in Nuclear Education and Training)
（欧州側コンソーシアム）
・欧州原子力教育ネットワーク連合
・フランス原子力科学技術機構
・ルーマニア国立ブカレスト工科大学電力工学部
・ベルギー国立原子力研究センター
（日本側コンソーシアム）
・東京工業大学大学院理工学研究科
・京都大学大学院工学研究科
・京都大学大学院エネルギー科学研究科
・日本原子力開発機構原子力人材育成センター

フランス
フランス
ルーマニア
ベルギー

２０１５年３月２３日 ※

中部電力短大 ベトナム ２０１５年６月８日 ※
シーナカリンウィロート大学工学部 タイ ２０１５年７月９日 ※
ディポネゴロ大学数理学部 インドネシア ２０１６年５月２７日
インドネシア共和国高等教育研究技術省 インドネシア ２０１６年１２月１４日
繊維分野７大学コンソーシアム
（海外協定締結先）
・ノースカロライナ州立大学繊維学部
・香港理工大学応用化学及び紡織学院
・マンチェスター大学材料・素材学科
・リーズ大学デザイン学科
（日本国内協定締結先）
・信州大学繊維学部
・京都工芸繊維大学工芸科学部

アメリカ合衆国
香港
英国
英国

２０１７年６月２９日

ジェンデラル・スディルマン大学 数学・自然科学部 インドネシア ２０１７年７月７日
國立成功大學工學院 台湾 ２０１８年８月２０日
バンドン工科大学数学・自然学部 インドネシア ２０１８年１１月１４日
モナッシュ大学マレーシア マレーシア ２０１８年１２月２８日
福州大学化学学院 中国 ２０１９年７月３１日 ※

国際地域学部 チュラロンコン大学人文学部 タイ ２０１５年９月１０日 ※
ブルネイ・ダルサラーム大学人文・社会科学部 ブルネイ ２０１７年４月１３日 ※
プリンス・オブ・ソンクラー大学パッターニー校人文社会学部 タイ ２０１７年５月２２日 ※
王立ブータン大学シェラプツェ・カレッジ ブータン ２０１９年３月１４日 ※
王立ティンプー・カレッジ ブータン ２０１９年３月１９日 ※

教育学部・国際地域学部 ハンブルク大学人文科学部アジア・アフリカ研究所 ドイツ １９９５年４月１日 ※
高エネルギー医学研究センター ワシントン大学医学部マリンクロット放射線医学研究所 アメリカ合衆国 １９９９年６月２９日
遠赤外領域開発研究センター カールスルーエ研究センターパルス出力・マイクロ波研究所 ドイツ ２００１年３月５日

中国電子科技大学プラズマ研究所 中国 ２００１年１２月１日
ブルガリア科学アカデミー電子工学研究所 ブルガリア ２００２年３月１日
シュトゥットガルト大学プラズマ研究所 ドイツ ２００２年３月１日
ソウル国立大学校テラヘルツバイオ応用システムセンター 韓国 ２０１１年３月１８日
フィリピン大学物理学研究所 フィリピン ２０１１年４月１１日
デ・ラ・サール大学理学部 フィリピン ２０１４年３月３１日
国立清華大学光電研究センター 台湾 ２０１５年３月１２日
ルーマニア国立材料物理研究所 ルーマニア ２０１７年５月１６日

国際センター ディーキン大学 オーストラリア ２０１６年３月３０日
（旧国際交流センター含む） ポートランド州立大学 アメリカ合衆国 ２０１６年５月１１日

ワイカト大学ワイカト・パスウェイズ・カレッジ ニュージーランド ２０１６年６月１３日
サザンクロス大学SCUカレッジ オーストラリア ２０１６年６月２４日

産学官連携本部 サンマルコス大学地質・鉱業・冶金・地理工学部 ペルー ２０１４年２月２８日
カレッジ・オブ・アジアン・スカラーズ タイ ２０１５年６月２０日

附属国際原子力工学研究所 西安交通大学核科学与技術学院 中国 ２０１２年７月２５日

―２５―



〔外国人留学生数〕

＊「国」＝国費外国人留学生 「政」＝外国政府派遣留学生、MJHEP留学生 「私」＝私費外国人留学生

学

費

学部学生 大学院生 科目等履修生 研究生

教育学部 医学部 工学部 国際地域
学部

教育学研究科 連合教職開発研究科 医学系研究科 工学研究科
教育学部 工学部 国際地域

学部 教育学部 工学部
修士課程 教職大学院の課程 博士課程 博士前期課程 博士後期課程

バングラデシュ 国
１（０） ２（０）

私

ミャンマー 国
私

タ イ
国 １（１）
私 １（０）

マレーシア
国
政 ３３（１３） ２（１）
私 ２（１） ２（２）

インドネシア
国 １（１）
政
私 ２（１） １（０）

フィリピン 国 １（０） １（１）
私

韓 国
国
私 ４（０）

モンゴル
国
政 １（０）
私 １（１）

ベトナム
国
私 １（１）

中 国
国 １（１）
私 ７（０） １（１） ３（３） ２８（６） １３（６） １（１） １（１） ２（１）

中 国
（香港）

国
私

中 国
（マカオ）

国
私

台 湾
国
私 １（１） １（０） １（１）

カンボジア 国 ２（１）
私 １（０） ３（１）

エジプト
国
私 １（１）

コ ン ゴ
民主共和国

国
私 １（０）

カメルーン 国 １（０）
私

アメリカ
合 衆 国

国
私

グアテマラ 国
私

ブラジル
国 １（０）
私

ド イ ツ
国
私

フランス
国
私 １（０）

ポルトガル 国
私

ロ シ ア
国 １（１）
私

ウズベキスタン 国私 １（０）

トルクメニスタン 国私 １（０）

合計
国 ０（０） ０（０） ３（２） ０（０） １（１） １（０） １（０） ０（０） ４（２） １（０） ０（０） １（１） ０（０） １０
政 ０（０） ０（０） ３３（１３） ２（１） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） １（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０）
私 ０（０） ０（０） １５（１） ２（１） ４（４） ０（０） ０（０） ３９（１１） １８（９） ０（０） ０（０） １（１） １（１） ２（１）

２６か国・地域 ０（０） ０（０） ５１（１６） ４（２） ５（５） １（０） １（０） ３９（１１） ２３（１１） １（０） ０（０） ２（２） １（１） ３（１）
５５（１８） ６９（２７） ３（２）

―２６―



（ ）は女子数で内数

令和２年５月１日現在

学

費

研究生 特別聴講学生 特別研究学生

合 計国際
地域学部

教育学
研究科

連合
教職開発
研究科

医学系
研究科

工学
研究科 教育学部 工学部 国際地域

学部
教育学
研究科

工学
研究科

教育学
研究科

医学系
研究科

工学
研究科

バングラデシュ 国
１（０） ４（０）

４（０）
私 ０（０）

ミャンマー 国 １（０） １（０） ２（０）
２（０）

私 ０（０）

タ イ
国 １（１）

３（１）
私 １（０） ２（０）

マレーシア
国 ０（０）

３９（１７）政 ３５（１４）
私 ４（３）

インドネシア
国 １（１）

７（４）政 ０（０）
私 ２（１） １（１） ６（３）

フィリピン 国 ２（１）
２（１）

私 ０（０）

韓 国
国 ０（０）

５（１）
私 １（１） ５（１）

モンゴル
国 ０（０）

２（１）政 １（０）
私 １（１）

ベトナム
国 ０（０）

３（２）
私 １（０） １（１） ３（２）

中 国
国 １（１）

７８（２８）
私 ４（４） １１（３） ２（０） ４（１） ７７（２７）

中 国
（香港）

国 ０（０）
２（１）

私 ２（１） ２（１）
中 国
（マカオ）

国 ０（０）
１（１）

私 １（１） １（１）

台 湾
国 ０（０）

７（４）
私 １（１） １（０） １（１） １（０） ７（４）

カンボジア 国 ２（１）
６（２）

私 ４（１）

エジプト
国 ０（０）

１（１）
私 １（１）

コ ン ゴ
民主共和国

国 ０（０）
１（０）

私 １（０）

カメルーン 国 １（０）
１（０）

私 ０（０）
アメリカ
合 衆 国

国 ０（０）
１（０）

私 １（０） １（０）

グアテマラ 国 １（１） １（１）
１（１）

私 ０（０）

ブラジル
国 １（０）

１（０）
私 ０（０）

ド イ ツ
国 ０（０）

１（１）
私 １（１） １（１）

フランス
国 ０（０）

２（０）
私 １（０） ２（０）

ポルトガル 国 ０（０）
１（１）

私 １（１） １（１）

ロ シ ア
国 １（１）

１（１）
私 ０（０）

ウズベキスタン 国
０（０）

１（０）
私 １（０）

トルクメニスタン 国
０（０）

１（０）
私 １（０）

合計
国 ０（０） １（０） ２（１） １（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） １７（７）
政 ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ３６（１４）
私 １（０） ０（０） ０（０） ０（０） ０（０） ９（８） １４（４） ７（５） ０（０） ３（０） ０（０） ０（０） ５（１） １２１（４７）

２６か国・地域 １（０） １（０） ２（１） １（０） ０（０） ９（８） １４（４） ７（５） ０（０） ３（０） ０（０） ０（０） ５（１） １７４（６８）
９（３） ３３（１７） ５（１）

―２７―



〔海外派遣学生〕 令和元年度

※本学が留学を許可した者、あるいは本学の教育制度として海外
派遣された者

〔海外派遣学生（休学等）〕 令和元年度

※本学実施プログラム以外で海外派遣された者

〔教職員派遣〕

〔外国人研究者等受入〕

派遣国・地域名（派遣学生数計） 大学名／派遣先機関名 派遣学生数

タイ（８８）

チャンカセーム・ラチャパット大学 ２３
ラジャマンガラ工科大学イサン校 １
シーナカリンウィロート大学 ５
スィーパトゥム大学 ２９
チェンマイ大学 ６
チュラロンコン大学 １
アサンプション大学 ２３

米国（３７）

ラトガース大学 ２
カリフォルニア大学 ４
ＬＳＩニューヨーク １
ハワイ東海インターナショナルカレッジ １
フィンドレー大学 １０
ノースカロライナ州立大学 ３
メリーランド大学 ４
ニューメキシコ大学 １
北米神経科学会

１ワシントン大学セントルイス校
ハーバード大学
ポートランド州立大学 １０

イギリス（２７）

リーズ大学 ２
ナセルイングリッシュスクールロンドン １
オックスフォード大学 １５
バーミンガム市立大学 ９

オーストラリア（２１）

ブラウンズイングリッシュスクール
１

フィッツロイコミュニティスクール
サザンクロス大学 ８
アデレード大学 ３
ディーキン大学 ９

中国（１９）

紹興市人民病院 ３
天津工業大学 ２
浙江理工大学 ２
浙江大学 １
西安理工大学 １１

フィリピン（１６）
サウスピーク語学学校 １２
フィリピン大学 ４

マレーシア（１５）
モナシュ大学・プトラ大学 ３
マラヤ大学 １２

インドネシア（１３）
アイルランガ大学 ２
ブラウィジャヤ大学 ９
ハル・オレオ大学 ２

ドイツ（９） ハンブルク大学 ９

台湾（８）

国立中興大学・国立成功大学 ５
元智大学 １
開南大学 １
天主教輔仁大学 １

韓国（４）
韓国アルコール産業（株） ２
東亜大学校 １
釜慶大学校 １

ニュージーランド（４） ワイカト大学 ４
イタリア（３） ナポリ東洋大学 ３
シンガポール（３） 南洋理工大学国立教育学院 ３

リトアニア（３）
ヴィータウタス・マグヌス大学 ２
ヴィリニュス大学 １

ウガンダ（３） マケレレ大学 ３
ロシア連邦（２） イルクーツク医科大学 ２

フランス（２）
グルノーブル・アルプ大学 １
サンテ・ティエンヌ大学 １

ルーマニア（１） バベシュ・ボヤイ大学 １
合 計 ２７８

派遣国・地域名（派遣学生数計） 大学名／派遣先機関名 派遣学生数

台湾（１３）
研究・国際学会 １２
国立台湾大学 １

中国（７）
文化交流・研修機関 ５
国際学会 ２

韓国（６） 国際学会 ６

ベトナム（５）
インターンシップ機関 ３
文化交流・研修機関 １
語学研修機関 １

アメリカ合衆
国（４）

インターンシップ機関 ２
友人学園小学校 １
SHINDO USA INC. ニューヨーク １

オーストラリ
ア（４）

語学研修機関 ２
ワーキングホリデー ２

ニュージーラ
ンド（３）

国際学会 １
語学研修機関 １
ワーキングホリデー １

カナダ（３） 語学研修機関 ３

イギリス（２）
教育機関 １
語学研修機関 １

フィリピン（２）
インターンシップ機関 １
ボランティア機関 １

タイ 語学研修機関 １
カンボジア プノンペン大学 他 １
チェコ 国際学会 １

合 計 ５２

項 目 令和元年度
外国人教員・講師 ５３
外国人研究者 ８

計 ６１

項 目 令和元年度
科学研究費補助金 １３０
寄附金 ９３
受託研究・受託事業 ５２
補助金 ３
その他 １９６

計 ４７４

―２８―



主な競争的資金

〔令和元年度〕
※番号１～５、１０、１１、２２～２４は、統合イノベーション戦略２０１８（平成３０年６月１５日閣議決定）において定義される競争的研究費制
度として各省庁等で予算化されたもの（科学研究費助成事業を除く）。

番
号 事業名 課題名 令和元年度

受入金額（千円） 期間 配分機関 部局名

１ 戦略的情報通信研究開発推進事業
（SCOPE）

オープンソース言語による高信頼・高効率なサー
ビス保証型ネットワークスライシングの研究開発 ２，２１１ Ｒ１．６．３～

Ｒ３．３．３１ 総務省 工学部

２ 戦略的情報通信研究開発推進事業
（SCOPE）

「福井県地域包括ケアシステム」のためのクラウド
型在宅療養情報共有システムと AI による事象分
析に関する研究開発

１０，５４０ Ｈ２９．６．１～
Ｒ２．３．３１ 総務省 医学部

３ 戦略的情報通信研究開発推進事業
（SCOPE）

ネットワーク自動制御技術を用いたクラウド救急
医療連携システムの研究開発 ９，３６１ Ｈ２９．６．１～

Ｒ２．３．３１ 総務省 医学部

４ 戦略的情報通信研究開発推進事業
（SCOPE）

深層学習を用いた胎児と母親の心拍変動のパワー
スペクトル解析パターン対の動的識別法 １，５３６ Ｒ１．６．３～

Ｒ２．３．３１ 総務省 医学部

５ 戦略的情報通信研究開発推進事業
（SCOPE）

感染予防管理に IoT/BD/AI を活用し、WHOが推奨
する手指衛生を遵守する研究開発 １０，３２８ Ｈ３０．６．１～

Ｒ３．３．３１ 総務省 附属病院

６ 地（知）の拠点大学による地方創生
推進事業

地域創生の担い手を育み活気あるふくいを創造す
る５大学連携事業 ２６，７９６ Ｈ２７．１０．３０～

Ｒ２．３．３１ 文部科学省 ー

７ 課題解決型高度医療人材養成プロ
グラム 北陸高度アレルギー専門医療人育成プラン ２５，０００ Ｒ１．９．１１～

Ｒ４．３．３１ 文部科学省 医学部

８
イノベーションシステム整備事業
地域イノベーション・エコシステム
形成プログラム

ワンチップ光制御デバイスによる革新的オプト産
業の創出 １７８，４９０ Ｈ２９．９．１～

Ｒ４．３．３１ 文部科学省 産学官連携本部

９
イノベーションシステム整備事業
科学技術イノベーションによる地
域社会課題解決（DESIGN-i）

若者×地場産業で共創する地域未来文化「SABAE
とは？」 １０，０００ Ｒ１．９．２～

Ｒ２．３．３１ 文部科学省 産学官連携本部

１０
英知を結集した原子力科学技術・人
材育成推進事業 廃止措置研究・人
材育成等強化プログラム

福島第一原子力発電所の燃料デブリ分析・廃炉技
術に関わる研究・人材育成 ５４，３６３ Ｈ２７．１２．１０～

Ｒ２．３．３１ 文部科学省 附属国際原子力
工学研究所

１１ 原子力システム研究開発事業 安
全基盤技術研究開発

MA含有ブランケット燃料を活用した固有安全高
速炉の開発 １９，９２１ Ｈ２９．９．２９～

Ｒ３．３．３１ 文部科学省 附属国際原子力
工学研究所

１２ 国際原子力人材育成イニシアティ
ブ事業

原子力立地環境を生かした原子力人材育成ネット
ワークの強化 １１，１４５ Ｈ３０．１１．１２～

Ｒ３．３．３１ 文部科学省 附属国際原子力
工学研究所

１３ 教育研究開発事業

長期的なプロジェクト型学習を義務教育９ヵ年で
発展的に積み重ね、社会に意思をもって生き、自律
的な学びができる子どもを育てるために必要な資
質・能力の研究開発

１，８００ Ｈ３０．４．２～
Ｒ４．３．３１ 文部科学省 附属義務教育学校

１４ 厚生労働科学研究費補助金 難治
性疾患政策研究事業 アミロイドーシスに関する調査研究 １０，０００ Ｈ２９．４．１～

Ｒ２．３．３１ 厚生労働省 医学部

１５ 厚生労働科学研究費補助金 難治
性疾患政策研究事業

好酸球性副鼻腔炎における治療指針作成とその普
及に関する研究 ４，９４０ Ｈ３０．４．１～

Ｒ３．３．３１ 厚生労働省 医学部

１６ アレルギー疾患対策都道府県拠点
病院モデル事業 ー ６，０００ Ｒ１．６．２５～

Ｒ２．３．３１ 厚生労働省 附属病院

１７ 原子力規制人材育成事業 官学連携による原子力規制人材育成（福井モデル） １０，６４７ Ｈ２８．９．１～
Ｒ３．３．３１ 原子力規制庁 附属国際原子力

工学研究所

１８ 研修員受入事業 課題別研修 授業研究による教育の質的向上 ２，８４１ Ｒ１．１０．３０～
Ｒ２．２．２８ 国際協力機構 連合教職開発

研究科

１９ 草の根技術協力事業 パイガサ地域の水・保健環境改善プロジェクト ９，１８１ Ｈ２８．７．１～
Ｒ２．６．３０ 国際協力機構 地域環境研究

教育センター

２０ 地域センター支援事業
教職員支援機構との協働によって、教員の生涯に
わたる職能成長を支える教職大学院の高度化と世
界展開を促進させるためのシステムの構築

８，５３０ Ｒ１．５．２０～
Ｒ４．３．３１

教職員支援
機構

連合教職開発
研究科

２１ 教職大学院と教育委員会の連携・協
働支援事業（NITS カフェ）

主体的・対話的で深い学び－「深い学び」の具現化
の手立て－ １４２ Ｒ１．１１．６～

Ｒ２．３．１５
教職員支援
機構

連合教職開発
研究科

２２ 研究成果展開事業
研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）

フッ素表面処理技術を用いた高耐酸化性および高
導電性を有する銅粉末と銅ペーストの開発 １，３１０ Ｈ３０．９．３～

Ｒ１．８．３１
科学技術
振興機構 工学部

２３ 研究成果展開事業
研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）

タンパク質掲示ナノファイバー膜のワンステップ
製造技術の開発 ２，６００ Ｈ３０．１２．２０～

Ｒ１．１２．３１
科学技術
振興機構 工学部

２４ 戦略的創造研究推進事業
社会技術研究開発（RISTEX）

養育者支援によって子どもの虐待を低減するシス
テム構築 １５，６００ Ｈ２７．１１．９～

Ｒ３．３．３１
科学技術
振興機構

子どものこころの
発達研究センター

２５ 次世代人材育成事業 ジュニアド
クター育成塾

ふるさとの活力となる地域を志向した理数系人材
育成プログラム－フィールドふくいの舞台から－ １０，０００ Ｈ３０．６．１～

Ｒ４．３．３１
科学技術
振興機構 教育学部

２６ 日本・アジア青少年サイエンス交流
事業（さくらサイエンスプラン）

福井大学とベトナム電力大学および中部電力短大
との原子力人材育成交流プログラム ２，５１２ Ｒ１．７．１７～

Ｒ２．３．１５
科学技術
振興機構 工学部

２７ 日本・アジア青少年サイエンス交流
事業（さくらサイエンスプラン）

異なる研究分野が織りなす産業グローバル人材の
育成 ２，８８８ Ｒ１．６．３～

Ｒ２．３．１５
科学技術
振興機構 工学部

２８ 日本・アジア青少年サイエンス交流
事業（さくらサイエンスプラン） タイ王国の若者が福井大学で育む科学技術の未来 ２，２３０ Ｒ１．７．１６～

Ｒ２．３．１５
科学技術
振興機構

アドミッション
センター

２９ 卓越研究員事業 ー ２，０００ Ｈ２８．１１．２～
Ｒ２．３．３１

日本学術
振興会 工学部

３０ 免疫アレルギー疾患実用化研究事業 難治性ダニアレルギー性鼻炎、難治性スギ花粉症
の定義付けとガイドラインへの反映 １３，０００ Ｈ３０．４．１～

Ｒ３．３．３１
日本医療研
究開発機構 医学部

３１ 感染症実用化研究事業 獲得免疫反応の賦活化により核内HBV cccDNA
を排除する手法の開発 ８，９１０ Ｈ２９．４．１～

Ｒ２．３．３１
日本医療研
究開発機構 医学部

３２ 医療機器開発推進研究事業 ロボット麻酔システムの開発 ４２，０９７ Ｈ３０．１０．１７～
Ｒ３．３．３１

日本医療研
究開発機構 附属病院

３３ エジプトー日本教育パートナーシップ
人材育成事業（EJEP-HRDP） ー １３，０８６ Ｈ３０．１０．３１～

Ｒ４．３．３１
エジプト政府
高等教育省

連合教職開発
研究科

―２９―



〔科学研究費助成事業 申請・採択状況（新規分）〕

〔科学研究費助成事業 採択状況（新規分＋継続分）〕

※申請数に対する採択数をみるため、申請後の異動分については、転入は含めず転出は含めている（文科省および学振からの内定通
知のとおり計上）。

※基金化種目については、申請・採択金額は、１年度分の申請額・交付内定額とする。
※特別研究員奨励費については、複数年度研究期間があるものは、２年目、３年目は継続とする。
※新規分の国際共同研究加速基金（国際共同研究強化、国際共同研究強化（Ａ）、（Ｂ））については、申請・採択ともに交付内定を
受けた年度に研究期間全体の額を計上する。

※新規分＋継続分の国際共同研究加速基金（国際共同研究強化、国際共同研究強化（Ａ）、（Ｂ））については、交付申請を行った年
度に研究期間全体の額を計上し、複数年度研究期間があるものは、２年目、３年目は件数のみ計上する。

※挑戦的萌芽研究はＨ２９年度、若手研究（Ａ）はＨ３０年度より公募が取り止めとなった。
※Ｈ３０年度公募より、若手研究（Ｂ）は若手研究に、国際共同研究強化は国際共同研究強化（Ａ）に変更となった。
※令和元年度公募分より、ひらめき☆ときめきサイエンスが研究成果公開促進費に追加された。

研究種目 区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度
件数 直接経費（千円） 間接経費（千円） 件数 直接経費（千円） 間接経費（千円） 件数 直接経費（千円） 間接経費（千円）

特別推進研究 申請 ０ ０ － ０ ０ － ０ ０ －
採択 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

新学術領域研究 申請 ２７ １４７，５８０ － ２２ １７８，８６７ － １５ ９１，３４５ －
採択 ３ ８，６００ ２，５８０ ３ ９，３００ ２，７９０ ３ ８，４００ ２，５２０

基盤研究（Ｓ） 申請 １ ４５，０００ － １ ４０，０００ － １ ４０，０００ －
採択 １ ３９，１００ １１，７３０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

基盤研究（Ａ） 申請 ４ ８１，０２０ － ３ ５５，８８０ － ４ ６３，０３６ －
採択 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ２１，６００ ６，４８０

基盤研究（Ｂ） 申請 ４２ ３３６，３８６ － ４０ ３０２，２９３ － ３９ ２８４，６０２ －
採択 ４ ２７，１００ ８，１３０ ７ ４１，３００ １２，３９０ ７ ３１，９００ ９，５７０

基盤研究（Ｃ） 申請 ２１５ ３９２，６６８ － ２３３ ４２３，２３５ － ２４８ ４４３，０５５ －
採択 ４２ ６１，７００ １８，５１０ ５１ ６８，７００ ２０，６１０ ６６ ８９，２００ ２６，７６０

挑戦的研究（開拓） 申請 ３ １４，５８５ ０ ２ １０，４１０ ０ ３ ２２，３７０ ０
採択 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

挑戦的研究（萌芽） 申請 ６７ １４９，４６２ － ６１ １３２，５７６ － ５９ １２７，７３２ －
採択 ７ １６，３００ ４，８９０ ５ １２，６００ ３，７８０ ９ １９，２００ ５，７６０

若手研究（Ａ） 申請 １ １３，３５０ － － － － － － －
採択 １ ８，９００ ２，６７０ － － － － － －

若手研究（Ｂ） 申請 １１８ ２５２，１１６ － － － － － － －
採択 ２０ ２６，３００ ７，８９０ － － － － － －

若 手 研 究 申請 － － － １２２ ２３５，３６６ ０ １１０ ２０２，７４７ ０
採択 － － － ３３ ４６，２００ １３，８６０ ４０ ４７，９００ １４，３７０

研 究 活 動
スタート支援

申請 １２ １７，９１７ － ７ ９，７３６ － ６ ６，９９７ －
採択 ４ ４，８００ １，４４０ ３ ３，５００ １，０５０ ３ ２，７００ ８１０

特 別 研 究
促 進 費

申請 ０ ０ － ０ ０ － ０ ０ －
採択 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

研 究 成 果
公 開 促 進 費

申請 ０ ０ － １ ２，７４０ － ７ ４，９２５ －
採択 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３ ２，３００ ０

特 別 研 究 員
奨 励 費

申請 ２ １，９００ － ０ ０ － ０ ０ －
採択 ２ １，９００ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

国際共同研究加速基金
（国際共同研究強化）

申請 ４ ３６，２９３ － － － － － － －
採択 １ １１，９００ ３，５７０ － － － － － －

国際共同研究加速基金
（国際共同研究強化（Ａ））

申請 － － － １ １１，８８７ － １ １１，７００ －
採択 － － － ０ ０ ０ ０ ０ ０

国際共同研究加速基金
（国際共同研究強化（Ｂ））

申請 － － － ７ １３７，３９２ － ３ ５７，７６０ －
採択 － － － ０ ０ ０ ０ ０ ０

計 申請 ４９６ １，４８８，２７７ － ５００ １，５４０，３８２ － ４９６ １，３５６，２６９ －
採択 ８５ ２０６，６００ ６１，４１０ １０２ １８１，６００ ５４，４８０ １３３ ２２３，２００ ６６，２７０

研究種目 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度
件数 直接経費（千円） 間接経費（千円） 件数 直接経費（千円） 間接経費（千円） 件数 直接経費（千円） 間接経費（千円）

特 別 推 進 研 究 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
新 学 術 領 域 研 究 ７ １９，４００ ５，８２０ ６ １７，９００ ５，３７０ ６ １７，８００ ５，３４０
基 盤 研 究（ Ｓ ） １ ３９，１００ １１，７３０ １ ４０，０００ １２，０００ １ ２９，７００ ８，９１０
基 盤 研 究（ Ａ ） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ２１，６００ ６，４８０
基 盤 研 究（ Ｂ ） ２３ ８７，６００ ２６，２８０ ２４ ９６，３００ ２８，８９０ ２５ ７７，６００ ２３，２８０
基 盤 研 究（ Ｃ ） １７７ １８０，４００ ５４，１２０ １６４ １６８，３７０ ５０，５１１ １６２ １７３，０３０ ５１，９０９
挑 戦 的 萌 芽 研 究 １９ １５，４００ ４，６２０ ９ ６，７００ ２，０１０ ０ ０ ０
挑戦的研究（開拓） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
挑戦的研究（萌芽） ７ １６，３００ ４，８９０ １１ ２５，４００ ７，６２０ １５ ２９，６００ ８，８８０
若 手 研 究（ Ａ ） ４ ２１，３００ ６，３９０ １ ５００ １５０ １ １００ ３０
若 手 研 究（ Ｂ ） ５８ ５６，１００ １６，８３０ ３９ ３２，７００ ９，８１０ １５ １３，１００ ３，９３０
若 手 研 究 － － － ３３ ４６，２００ １３，８６０ ７２ ７９，８００ ２３，９４０
研究活動スタート支援 ５ ５，６００ １，６８０ ７ ８，０００ ２，４００ ６ ５，６００ １，６８０
特 別 研 究 促 進 費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
研究成果公開促進費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３ ２，３００ ０
特別研究員奨励費 ３ ３，０００ ３３０ ２ １，７００ ０ １ ９００ ０

計 ３０４ ４４４，２００ １３２，６９０ ２９７ ４４３，７７０ １３２，６２１ ３０９ ４５１，１３０ １３４，３７９
国際共同研究加速基金
国際共同研究強化 ６ ３０，２００ ９，０６０ ７ １１，９００ ３，５７０ ４ ０ ０
国際共同研究強化（Ａ） － － － ０ ０ ０ ０ ０ ０
国際共同研究強化（Ｂ） － － － ０ ０ ０ ０ ０ ０

―３０―



産学官連携

〔共同研究・受託研究件数〕

〔外部資金受入状況〕

〔寄附講座・寄附研究部門・共同研究部門設置状況〕
寄附講座 令和２年５月１日現在

寄附研究部門 令和２年５月１日現在

共同研究部門 令和２年５月１日現在

部 局 名 寄附講座名
設置期間 寄附総額

（千円） 寄 附 者
始 期 終 期

医学部 地域プライマリケア講座 Ｈ２１．３．２５ Ｒ３．３．３１ ３０５，０００ 高浜町

医学部 地域医療推進講座 Ｈ２２．４．１ Ｒ３．３．３１ ４５５，４００ 福井県

医学部 地域高度医療推進講座 Ｈ２５．４．１ Ｒ４．３．３１ ２０８，０００ 公立小浜病院組合

医学部 心臓血管病先進治療
学講座 Ｈ２６．１０．１ Ｒ２．９．３０ １３４，０００ バイオトロニックジャパン㈱、

ディーブイエックス㈱

医学部 不整脈・心不全先端医
療講座 Ｈ２８．８．１ Ｒ４．７．３１ １１３，０００

日本メドトロニック㈱、アボッ
トメディカルジャパン㈱、ボス
トン・サイエンティフィックジ
ャパン㈱、日本ライフライン㈱

部 局 名 寄附研究部門名
設置期間 寄附総額

（千円） 寄 附 者
始 期 終 期

高エネルギー医学研究センター 分子プローブ開発応用領域ＰＥＴ工学部門 Ｈ１７．４．１ Ｒ６．３．３１ ６９，０００ ㈱ＣＭＩ

子どものこころの発達研究センター 児童青年期こころの専門医育成部門 Ｈ２９．４．１ Ｒ４．３．３１ １６４，０９２ 福井県

部 局 名 共同研究部門名
設置期間 受入総額

（千円） 共同研究機関
始 期 終 期

高エネルギー医学研究センター パナソニックライフインフォマティクス共同研究部門 Ｈ２９．４．１ Ｒ３．３．３１ ７９，４６２ パナソニック㈱

―３１―



知的財産

〔産業財産権の出願・登録状況〕 （件）

注１：特許（海外）は、各年度における国際特許（ＰＣＴ）、欧州特許（ＥＰ）への出願届出を含む
注２：（ ）は、各年度に出願した件数のうち、Ｒ１．５．１までに登録された件数

〔特許（日本）の単独・共同出願状況〕 （件）

〔特許（海外）の出願種別〕 （件）

〔知的財産権による収入〕 （円）

区分 平成２４年度以前 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 合 計

特許（日本）４３５（２５２） ３２（２３） ３７（１７） ２９（１５） ３６（４） ４５（２） ４３（２） ４８ ７０５（３１５）

特許（海外） ６９（１３） ８（５） ８（５） ５（４） ５（１） １７（４） １９（１） ２２ １５３（３３）

実用新案 ３（３） ３（３）

意 匠 ３（２） １（１） １（１） ５（４）

商 標 ３（３） ２（２） １（１） ２（１） ３（３） ６（６） １ １８（１６）

合 計 ５１０（２７０） ４２（３０） ４７（２４） ３６（２０） ４５（９） ６５（９） ６８（９） ７１ ８１１（３４３）

区分 平成２４年度以前 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 合 計

単独出願 １４９ １５ １７ １０ １１ １９ １７ ２５ ２６３

共同出願 ２８６ １７ ２０ １９ ２５ ２６ ２６ ２３ ４４２

合 計 ４３５ ３２ ３７ ２９ ３６ ４５ ４３ ４８ ７０５

区分 平成２４年度以前 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 合 計

国際（PCT） ２３ ２ ３ １ ２ ８ ８ ７ ５４

欧州（EP） １１ １ １ １ １ １ １６

国・地 域 ３５ ５ ４ ３ ３ ９ １０ １４ ８３

合 計 ６９ ８ ８ ５ ５ １７ １９ ２２ １５３

区分 平成２３年度以前 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 合 計

権利譲渡 ４，５５２，９５９ ２，９９３，５５０ １，２０９，６００ ２，２６８，０００ ５，５６２，０００ １，６７４，０００ １，６９５，６００ １，６２４，０００２１，５７９，７０９

実施許諾 ４，１７０，８４８ １，５０３，０１２ ５１１，４８０ ４６５，３８６ ２５２，４０４ ６９４，１９２ １，７０７，７０８ ８４２，４３９１０，１４７，４６９

不実施補償 ２３，２５４，５２９ ２，３５１，２８４ １，９７７，２５８ １，４７８，１７８ １，８１４，０５１ １，５６２，７９６ １，７６０，６３７ ９，４５３，６５１４３，６５２，３８４

成果有体物 ８，７００，４２０ ４，１９４，９６８ ４６４，０００ ２２４，８００ ９６４，９１４ ２２６，０００ ３７７，６５４ ５１２，６４０１５，６６５，３９６

合 計 ４０，６７８，７５６１１，０４２，８１４ ４，１６２，３３８ ４，４３６，３６４ ８，５９３，３６９ ４，１５６，９８８ ５，５４１，５９９１２，４３２，７３０９１，０４４，９５８

―３２―



社会連携

〔生涯学習〕
公開講座実施状況

市民開放プログラム実施状況

〔その他の主な社会連携事業〕

福井大学では、２１世紀にふさわしい「開かれた大学」をめざしています。
教育・研究・診療の成果を活かした学術的・文化的講座や、地域住民のためのブラッシュアップ及びキャ
リアアップのための講座など、多彩な講座を開講しています。

生涯学習市民開放プログラムは、福井大学共通教育部が行う大学開放活動の一環で、正規の授業を開放
して一般市民の方々に生涯学習の機会を提供するとともに、地域社会と大学の連携をますます深めようと
するものです。
受講にあたっては、受講生として登録する必要があります。単位認定は行いませんが、希望により受講

完了時に「修了証書」を発行します。

・探求ネットワーク事業
・ライフパートナー事業
・医学部寄附講座「地域プライマリケア講座」の設置（高浜町）
・医学部寄附講座「地域医療推進講座」の設置（福井県）
・医学部寄附講座「地域高度医療推進講座」の設置（公立小浜病院組合）
・子どものこころの発達研究センター寄附研究部門「児童青年期こころの専門医育成部門」の設置（福
井県）

・医学部附属病院と福井勝山総合病院との産婦人科診療連携
・災害ボランティア活動支援センターにおける講演会、研修会の開催
・学生・教職員の災害ボランティア活動への参加
・福井大学 ジュニアドクター育成塾
・潜在・新人・就業看護師に対する教育支援、認定看護師の養成、看護師の特定行為研修
・北信がんプロ超少子高齢化地域での先進的がん医療人養成
・北陸高度アレルギー専門医療人育成プラン（文科省）に採択される、アレルギー疾患対策の中心的役
割を担う人材を育成

・コミュニティ学習支援者の力量形成に関する履修証明プログラム
・理数系教員（ＣＳＴ：コア・サイエンス・ティーチャー）養成
・福井県、福井市、敦賀市、勝山市、坂井市、あわら市、小浜市、永平寺町、福井商工会議所との包括
的連携協定締結

・福井大学・鯖江市・鯖江商工会議所の三者による包括的連携協定締結
・福井大学・越前市・武生商工会議所・越前市商工会の四者による包括的地域連携協定締結
・大野市、美浜町との相互友好協力協定締結
・附属国際原子力工学研究所と敦賀市との原子力防災に関する相互連携協定締結
・永平寺町、嶺北消防組合、福井市消防局との災害時医師派遣に関する協定締結
・永平寺町消防本部の機能別消防団員制度「大規模災害団員」に医学部学生を任命
（名称：大学生防災サポーター）

・医学部附属病院と（財）福和会との災害時における救援物資提供に関する協定締結
・附属図書館と県立図書館及び県内市町立図書館との相互貸借
・田原町商店街との連携によるたわら屋を中心とした地域教育活動、地域活性化
・永平寺町立在宅訪問診療所の管理運営に関する基本協定の締結

区 分 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

講 座 数 ４２ ４３ ４１ ４３ ３７ ３７ ３９

受講者延べ数 ３，４０８ ４，０６８ ４，４１０ ３，０９９ ２，８８２ ２，９９９ ３，２７４

区 分
平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期

開 講 数 １１３ １１５ １１２ １１０ １０７ １０６ ９７ ９５ ９３ ８６ ８３ ７３ ８３ ７２

受 講 者 数 ５６ ４３ ５４ ３９ ５２ ４４ ４６ ４１ ４３ ３２ ３７ ３０ ３９ ３４

―３３―



附属図書館

〔施設〕 令和２年５月１日現在

〔入館者数（図書館別）〕令和２年３月３１日現在

（参考）

〔蔵書冊数（分野別）〕 令和２年３月３１日現在

（参考）

〔館外貸出〕 令和２年３月３１日現在

（参考）

〔相互貸借（図書貸借）〕 令和２年３月３１日現在

（参考）

区分 総記 哲学 歴史 社会 自然 工学 産業 芸術 語学 文学 合計

総合図書館
和書 ４９，６２１ ２０，０１１ ３７，７９９ ９９，１１３ ５３，９１２ ５５，９８０ １２，０２７ ２４，２８１ １６，０１７ ３５，８１８４０４，５７９
洋書 １４，４９３ ８，７５２ ６，０４８ １５，６３３ ４４，２１７ ２２，９６７ １，７５０ ５，１１１ ６，２００ １１，８９２１３７，０６３
計 ６４，１１４ ２８，７６３ ４３，８４７１１４，７４６ ９８，１２９ ７８，９４７ １３，７７７ ２９，３９２ ２２，２１７ ４７，７１０５４１，６４２

医学図書館
和書 ４，０６４ ２，３２１ ８２７ ４，２４１ ５４，８５９ ８７８ ２７２ ９３２ １，１６７ ２，０５６ ７１，６１７
洋書 １６１ １，４９０ ２３３ ７４９ ６１，１３４ ５３ ４０ １０６ ８５８ ４５５ ６５，２７９
計 ４，２２５ ３，８１１ １，０６０ ４，９９０１１５，９９３ ９３１ ３１２ １，０３８ ２，０２５ ２，５１１１３６，８９６

合 計
和書 ５３，６８５ ２２，３３２ ３８，６２６１０３，３５４１０８，７７１ ５６，８５８ １２，２９９ ２５，２１３ １７，１８４ ３７，８７４４７６，１９６
洋書 １４，６５４ １０，２４２ ６，２８１ １６，３８２１０５，３５１ ２３，０２０ １，７９０ ５，２１７ ７，０５８ １２，３４７２０２，３４２
計 ６８，３３９ ３２，５７４ ４４，９０７１１９，７３６２１４，１２２ ７９，８７８ １４，０８９ ３０，４３０ ２４，２４２ ５０，２２１６７８，５３８

区 分 総合図書館 医学図書館
総延面積（㎡） ５，３４６ ３，３０７
閲 覧 室 １，１０８ １，７０５
書 庫 １，８７５
参 考 図 書 室
特 殊 資 料 室 １０５
郷 土 資 料 室 １０９
視 聴 覚 室
グループ学習室 ３８ ３１７
ラ ウ ン ジ ７１ ３８
事 務 室 １８８ ２１６
資 料 整 理 室 ８６
展示スペース １３７
ＡＶスペース １０５
研 修 室 ９３
大 学 資 料 室 ７５
貴 重 書 室 ７５
語学開発センター、ラーニング・ハブ ３４７ ２９２
そ の 他 ９３４ ７３９
閲 覧 座 席 数 ４００ ４２７

区 分
総合図書館 医学図書館 合 計

貸出人数 貸出冊数 貸出人数 貸出冊数 貸出人数 貸出冊数
学 生 １４，５１１ ２９，８３６ ８，０９３ １５，７０４ ２２，６０４ ４５，５４０
教 員 １，４６７ ４，１１４ １，１１１ ２，８３４ ２，５７８ ６，９４８
職 員 ６９４ １，４５４ １，３３０ ２，９８９ ２，０２４ ４，４４３
その他 ６５１ １，４９８ ３３２ ７１８ ９８３ ２，２１６
計 １７，３２３ ３６，９０２ １０，８６６ ２２，２４５ ２８，１８９ ５９，１４７

区 分
総合図書館 医学図書館 合 計

借受冊数 貸出冊数 借受冊数 貸出冊数 借受冊数 貸出冊数
ＩＬＬ １２１ １５５ ２１ ３９ １４２ １９４
県内協定 １１８ １４２ １８１ ６３ ２９９ ２０５
計 ２３９ ２９７ ２０２ １０２ ４４１ ３９９

３０年度末
和書 ５２，８４０ ２２，２１０ ３８，３７９１０１，７８５１０７，１６６ ５６，０４８ １２，２２６ ２５，０７９ １７，０２９ ３７，６０８４７０，３７０
洋書 １４，６１２ １０，２３３ ６，２７５ １６，３０５１０５，１３１ ２２，９８７ １，７９０ ５，２１３ ６，９９６ １２，３３６２０１，８７８
計 ６７，４５２ ３２，４４３ ４４，６５４１１８，０９０２１２，２９７ ７９，０３５ １４，０１６ ３０，２９２ ２４，０２５ ４９，９４４６７２，２４８

２９年度末
和書 ５０，３６１ ２２，１７２ ３８，１３０１００，７３１１０６，４４２ ５５，５２５ １２，１７０ ２４，８９５ １６，９０３ ３７，３９７４６４，７２６
洋書 １４，６００ １０，２９８ ６，２６２ １６，２１１１０５，０５７ ２２，９７６ １，７８８ ５，２０２ ６，９７５ １２，３１９２０１，６８８
計 ６４，９６１ ３２，４７０ ４４，３９２１１６，９４２２１１，４９９ ７８，５０１ １３，９５８ ３０，０９７ ２３，８７８ ４９，７１６６６６，４１４

２８年度末
和書 ４９，７５１ ２２，００５ ３７，８１８ ９９，２８２１０４，１６９ ５４，８２９ １２，０８３ ２４，７２５ １６，６６９ ３７，０４６４５８，３７７
洋書 １４，４７６ １０，２９３ ６，２５４ １６，０８７１０４，５７７ ２２，９２８ １，７８５ ５，１９５ ６，９２１ １２，３１０２００，８２６
計 ６４，２２７ ３２，２９８ ４４，０７２１１５，３６９２０８，７４６ ７７，７５７ １３，８６８ ２９，９２０ ２３，５９０ ４９，３５６６５９，２０３

２７年度末
和書 ５０，１９２ ２２，３３７ ３７，８４８ ９８，６０２１０３，０２０ ５４，５７０ １２，１１９ ２５，００７ １７，０９３ ３６，９９４４５７，７８２
洋書 １４，４６８ １０，４３８ ６，２４９ １６，０６９１０４，１７１ ２２，８９９ １，７８７ ５，２１４ ６，８８６ １２，３２９２００，５１０
計 ６４，６６０ ３２，７７５ ４４，０９７１１４，６７１２０７，１９１ ７７，４６９ １３，９０６ ３０，２２１ ２３，９７９ ４９，３２３６５８，２９２

２６年度末
和書 ４９，５６１ ２２，１９２ ３７，５３４ ９７，１５１１０２，２３０ ５４，０４７ １２，０１６ ２４，８２８ １６，８７３ ３６，１９３４５２，６２５
洋書 １４，３３６ １０，４２８ ６，１８２ １５，９１７１０４，１４８ ２２，７９９ １，７７９ ５，１８８ ６，８３５ １２，２６１１９９，８７３
計 ６３，８９７ ３２，６２０ ４３，７１６１１３，０６８２０６，３７８ ７６，８４６ １３，７９５ ３０，０１６ ２３，７０８ ４８，４５４６５２，４９８

３０年度末 １７，８３２ ３８，８７３ １６，２６２ ２７，５８３ ３４，０９４ ６６，４５６
２９年度末 １９，３６３ ４０，２０２ １５，５８４ ２５，１１５ ３４，９４７ ６５，３１７
２８年度末 ２２，０４０ ４８，４４０ １４，０７８ ２１，６２７ ３６，１１８ ７０，０６７
２７年度末 １８，８３８ ４１，１９３ １３，８６２ ２１，０１６ ３２，７００ ６２，２０９
２６年度末 １６，６８７ ３６，３９５ １７，３６２ ２８，７１５ ３４，０４９ ６５，１１０

３０年度末 ４２５ ２９４ １６８ ６３ ５９３ ３５７
２９年度末 ４７３ ４０５ １３７ ５７ ６１０ ４６２
２８年度末 ７６８ ４１４ ７２ ５９ ８４０ ４７３
２７年度末 ８４１ ３９０ １０２ ７０ ９４３ ４６０
２６年度末 ５２２ ４０９ ５９ ８０ ５８１ ４８９

総合図書館 医学図書館 合 計
入館者数 １５４，３６４ １７０，４３４ ３２４，７９８

３０年度末 １６０，２０４ １５５，７２３ ３１５，９２７
２９年度末 １７３，５７１ １７６，１５１ ３４９，７２２
２８年度末 １８９，１１４ １７９，３７３ ３６８，４８７
２７年度末 １７７，８２０ １６２，０３６ ３３９，８５６
２６年度末 １７７，９９３ １７１，５２７ ３４９，５２０
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〔令和元年度診療科別病床数及び診療状況〕

（参考）

医学部附属病院

○設 置 昭和５８年４月１日 ○病 床 数 ６００床
○診療開始 昭和５８年１０月２０日 ○診療科数 ２９診療科

診 療 科 病床数
（床）

診 療 状 況
外 来 入 院

患者延数 一日平均患者数 患者延数 一日平均患者数 稼働率（％）
血液・腫瘍内科 ３２ ６，９０２ ２８．５ １２，５５８ ３４．３ １０７．２
感染症・膠原病内科 ３ ２，９０４ １２．０ ４８６ １．３ ４４．３
脳神経内科 ２０ １０，１８９ ４２．１ ６，９２４ １８．９ ９４．６
消化器内科 ３６ １７，９３６ ７４．１ １６，２７６ ４４．５ １２３．５
内分泌・代謝内科 １０ １３，２７８ ５４．９ ２，９５９ ８．１ ８０．８
呼吸器内科 ２９ ９，７８１ ４０．４ １１，３６２ ３１．０ １０７．０
腎臓内科 １４ ９，０００ ３７．２ ４，６３５ １２．７ ９０．５
循環器内科 ３９ １５，３２６ ６３．３ １２，９３５ ３５．３ ９０．６
消化器外科 ５３ ９，２９８ ３８．４ ２０，７２０ ５６．６ １０６．８
乳腺・内分泌外科 ８ ４，６７１ １９．３ ３，０５４ ８．３ １０４．３
心臓血管外科 １２ １，７８２ ７．４ ３，４９３ ９．５ ７９．５
呼吸器外科 １１ １，９１４ ７．９ ２，７６４ ７．６ ６８．７
泌尿器科 ２４ １７，９６４ ７４．２ ８，４８５ ２３．２ ９６．６
小児外科 ２ ８ ０．０ ０ ０．０ ０．０
皮膚科 １２ １６，９４７ ７０．０ ３，７４８ １０．２ ８５．３
形成外科 ７ ２，９０３ １２．０ ２，９６１ ８．１ １１５．６
整形外科 ５１ ２４，２２３ １００．１ １８，１６１ ４９．６ ９７．３
リハビリテーション科 ８ ４３，２４５ １７８．７ ５４８ １．５ １８．７
眼科 ２０ ２２，５５０ ９３．２ ６，２８３ １７．２ ８５．８
耳鼻咽喉科・頭頸部外科 ３２ ２０，８３６ ８６．１ １０，４４９ ２８．５ ８９．２
歯科口腔外科 ８ ９，９８３ ４１．３ ２，３２８ ６．４ ７９．５
小児科 ２６ １１，５３３ ４７．７ １０，０２３ ２７．４ １０５．３
産科婦人科 ３２ １５，８５４ ６５．５ １１，１７９ ３０．５ ９５．４
神経科精神科 ４１ １６，４０９ ６７．８ ８，５３５ ２３．３ ５６．９
脳脊髄神経外科 ２４ ５，００１ ２０．７ ９，４３８ ２５．８ １０７．４
麻酔科蘇生科 １ ３，３７４ １３．９ ５４ ０．１ １４．８
放射線科 ０ ９，８４７ ４０．７ － － －
救急科 ９ １２，５０１ ５１．７ ３，３７４ ９．２ １０２．４
病理診断科 ０ － － － － －
共通 ３６ － － － － －
総合診療部・総合内科 ０ ４，２００ １７．４ － － －
禁煙外来 ０ ７８ ０．３ － － －
子どものこころ診療部 ０ ７，０６０ ２９．２ － － －

合 計 ６００ ３４７，４９７ １，４３５．９ １９３，７３２ ５２９．３ ８８．２

年 度
診 療 状 況

外来診療日数 入院診療日数外 来 入 院
患者延数 一日平均患者数 患者延数 一日平均患者数 稼働率（％）

平成３０年度 ３４５，９５８ １，４１７．９ １９７，２６２ ５４０．４ ９０．１ ２４４ ３６５
平成２９年度 ３３０，６５３ １，３５５．１ １９５，３７８ ５３５．３ ８９．２ ２４４ ３６５
平成２８年度 ３１５，９８３ １，３００．３ １９４，０５２ ５３１．６ ８８．６ ２４３ ３６５
平成２７年度 ３００，８４３ １，２３８．０ １８８，１０９ ５１４．０ ８５．７ ２４３ ３６６
平成２６年度 ２９２，４８５ １，１９８．７ １８６，８１４ ５１１．８ ８５．３ ２４４ ３６５
平成２５年度 ２８７，９６３ １，１８０．２ １８７，０５９ ５１２．５ ８５．４ ２４４ ３６５

※外来の患者延数及び一日平均患者数は、入院中他科受診患者数を含む。 診療実日数 外来：２４２日、入院：３６６日
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評 価

平成３０年度に係る業務の実績に関する評価結果

（１）評価結果

（２）「戦略性が高く意欲的な目標・計画」の取組状況について

（３）文部科学省国立大学法人評価委員会から注目されている福井大学の主な取組例

○ 予算配分・執行における「調整枠制度」の構築

（平成３０年度に係る業務の実績に関する評価結果（国立大学法人評価委員会作成）より抜粋）

項 目 �業務運営の改善
及び効率化 �財務内容の改善 �自己点検・評価

及び情報提供 �その他業務運営

評 価 結 果 順調に
進んでいる

順調に
進んでいる

順調に
進んでいる

順調に
進んでいる

６段階：特筆すべき進捗状況にある 順調に進んでおり一定の注目事項がある 順調に進んでいる
おおむね順調に進んでいる やや遅れている 重大な改善事項がある

第３期中期目標期間における「戦略性が高く意欲的な目標・計画」について、平成３０年度は主に以

下の取組を実施し、法人の機能強化に向けて積極的に取り組んでいる。

○ 教職大学院ライフパートナー事業との連携により、子どものこころの発達研究センター教員が教

育学部学生を対象とした教職科目「学校教育相談研究」で発達障害や不登校支援に関する講義（「子

どものこころ」の医教連携）及び学生指導を行っているほか、医学部附属病院・子どものこころ診

療部で、保護者等にライフパートナーに関する情報提供を行い、好評を得る等、医教協働による子

供支援体制を整備した成果が現れている。（ユニット「学校拠点を基軸とした先進的教師教育の推

進」に関する取組）

○ 溶融燃料の物性評価に適用できる超高温熱物性測定装置の開発研究を日本原子力研究開発機構、

東北大学、産業技術総合研究所と共同で実施しているほか、経済産業省委託事業「平成３０年度原子

力の安全性向上を担う人材の育成事業」（原子力安全システム研究所、福井大学他）に採択されて

いる。さらに、粒子分散燃料の熱伝導評価に関する研究は、関西原子力懇談会主催の原子力関係科

学技術の基礎的研究の動向調査委員会において最優秀発表賞を受賞している。（ユニット「原子力

発電所最多立地地域における原子力安全・防災、廃止措置研究及びグローバル原子力人材育成拠点

の形成」に関する取組）

財務分析（財務 IR）を活用して「調整枠制度」を構築し、平成３１年４月導入を決定している。必

要額に年度ごとの差が見られる「年度特有の予算」については、単年度ではなく３年間の予算枠を設

定し、部局が予算枠の範囲内で各年度の予算額を柔軟に設定できること、及び予算の残額を翌年度以

降に繰り越せるようにしている。
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土地・建物

令和２年５月１日現在

（ ）内は借地で外数

区 分 土地面積
（㎡）

建築面積
（㎡）

建物延面積
（㎡） 所 在 地

文京キャンパス

１１０，２４８ ９１０‐８５０７福井市文京３丁目９番１号

本部棟 ５０１ １，４６１
教育学部・国際地域学部 ３，８０４ １３，５２６１号館、３号館、音楽棟等
附属教育実践総合センター ２６７ ５３３

工学部 １２，２４０ ３４，１３１１号館、２号館、３号館、４号館、実験棟等
附属超低温物性実験施設 ３４３ ６９４

共用講義棟 ５１２ １，８５３
総合研究棟Ⅰ １，３９２ １７，６７０
総合図書館 １，７９７ ５，３４６
産学官連携本部（Ⅰ号棟・Ⅱ号棟） ８５９ ３，５５６
学内共同教育研究施設 ５４６ １，１０１アドミッションセンター・国際センター等
地域環境研究教育センター ８９ ８９
総合情報基盤センター ４４８ ８４６
総合研究棟Ⅱ（遠赤外領域開発研究センター） ５８０ ２，６２９

保健管理センター ２０８ ３５４
体育施設 ２，０４０ ２，３０２第１体育館、第２体育館、弓道場等
大学会館 ４８６ ９７２
学生支援センター １，６８１ ２，６５８
課外活動共用棟 ４０８ １，５５１
牧島ハウス ３７７ ５８９
アカデミーホール（創立五十周年記念館） ５２３ ６２５
その他 １，８５２ ３，３１３

文京キャンパス小計 １１０，２４８ ３０，９５３ ９５，７９９
松岡キャンパス

２７０，２３０

９１０‐１１９３吉田郡永平寺町松岡下合月２３号３番地

管理棟 １，２３９ ３，０９３
医学部 １，５１３ ２，６５８基礎実習棟
講義棟 ２，８６０ ４，８１７
基礎研究棟 １，２８４ ６，２０１
臨床研究棟 １，４５３ ７，２５０
院生研究棟 ７６３ ３，７４３
看護学科校舎 １，４３７ ６，６０６
附属病院
医学部（医学科） ４，１１８ ４，１１８

附属病院

２０，４２４ ７１，６８４

外来・中央診療棟
病棟
RI 治療棟
MRI-CT 装置棟
高エネルギー治療棟
病理解剖棟 ４７９ ４７９
臨床教育研修センター ５７６ １，１０９
福井メディカルシミュレーションセンター ６６０ １，２１９
ヘリポート棟 ６６３ ２８３
その他 ３４９ ３４９

医学図書館 １，７６２ ３，３０７
学内共同教育研究施設等 ７０７ １，２３６高エネルギー医学研究センター
ライフサイエンス支援センター ７１０ ３，０１３生物資源棟
ＲＩ施設 ３９６ １，３０２

サイクロトロン棟 １３０ １３０
体育施設 １，５１０ １，５１０体育館、武道場、弓道場
屋外運動場付帯施設 １１７ １１７野球場、テニスコート等
福利施設等 １，３７６ １，９６０
くずりゅう会館（非常勤講師等宿泊施設） ３２２ ４２６
保育施設 ２７４ ２４１
その他 ３，４０２ ３，８７５
職員宿舎 １，０６９ ４，０９３ ９１０‐１１０１吉田郡永平寺町松岡樋爪２３号３４‐１番地看護師宿舎
国際交流会館 ４９１ ６９８ ９１０‐１１４２吉田郡永平寺町松岡兼定島３４号１４‐１番地

松岡キャンパス小計 ２７０，２３０ ５０，０８４ １３５，５１７
運動場（文京第１運動場団地） ２６，２３３ ２４９ ２４９ ９１０‐００１７福井市文京３丁目２９番１号
テニスコート（文京第２運動場団地） ６，３２９ ６１ １２１ ９１０‐００１７福井市文京３丁目１０番１号
野球場・総合自然教育センター（上伏・安竹団地） ３３，１６４ ４５２ ５４２ ９１０‐００５５福井市上伏町５字石畑９番
附属幼稚園・附属義務教育学校（二の宮団地） ４０，０７１ ７，３７５ １２，４５３ ９１０‐００１５福井市二の宮４丁目４５番１号
附属特別支援学校（八ツ島団地） １４，７８１ ３，３３１ ４，６４２ ９１０‐００６５福井市八ツ島町１字３
寄宿舎（上里町団地）

５，８９３ １，４７９ ４，６００ ９１０‐００１７福井市文京５丁目１３番１０号国際交流学生宿舎
留学生会館 ３２３ １，０３５

職員宿舎 １，３４３ ３１０ ４３３ ９１０‐０００３福井市松本１丁目１４１２番松本宿舎（松本団地）
乾徳宿舎（乾徳団地） ８１２ ２３２ ９１９ ９１０‐００２１福井市乾徳４丁目５番３０号
丸岡宿舎（丸岡団地） ２２，５１８ ３，７９１ １５，５０５ ９１０‐０３３７坂井市丸岡町新鳴鹿２丁目１００番地
大願寺宿舎（大願寺団地） ５，６６２ ７８４ ３，５４２ ９１０‐０００１福井市大願寺１丁目１番３０号

附属国際原子力工学研究所（敦賀団地） （５，７００） （２，３５３） （６，９９７）９１４‐００５５敦賀市鉄輪町１丁目３番３３号
合 計 ５３７，２８４ ９９，４２４ ２７５，３５７
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財 務

〔令和２年度収入〕
（単位：百万円）

〔令和２年度支出〕
（単位：百万円）
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〔主要な財務諸表の概要（平成３０事業年度）〕

貸借対照表 （単位：百万円）

注）単位未満は四捨五入しており、計は必ずしも一致しない。

〔財務状況〕
経常費用の推移

注）単位未満は四捨五入しており、計は必ずしも一致しない。

経常収益の推移

損益計算書 （単位：百万円）

注）単位未満は四捨五入しており、計は必ずしも一致しない。
受託研究費等は、共同研究費と受託事業費を含む。

注）単位未満は四捨五入しており、計は必ずしも一致しない。
注）競争的資金等は、受託研究等収益及び寄附金収益の合計額

科目 平成３０年度 前年度増減

■資産の部■ ９２，５５９ ▲２，２３０

（主なもの）

土地 ４２，２７８ ０

建設等 ２９，５７１ ▲９７

設備・図書等 ８，１４８ ▲８２５

■負債の部■ ３５，６２６ ▲１，２９７

（主なもの）

借入金 １８，１００ ６８９

資産見返負債 ７，０５８ ▲６１３

寄附金債務 ３，７１８ ▲１８２

運営費交付金債務 １６２ ▲１３０

■純資産の部■ ５６，９３４ ▲９３２

（主なもの）

政府出資金 ５０，６６６ ０

資本余剰金 ２，６０３ ▲９３

前中期目標期間繰越積立金 ４，５０４ ▲３６４

目的積立金 ０ ０

積立金 ０ ０

当期未処理損失 ▲８３８ ▲４７４

科目 平成３０年度 前年度増減

■経常費用■ ３６，１３８ １，４０４

（主なもの）

人件費 １７，４５６ ７１７

診療経費 １３，６３０ ６８９

研究経費 １，６５８ ５０

教育経費 １，４０７ １３７

受託研究費等 ８６６ ▲１７７

■経常収益■ ３５，３０４ ９３２

（主なもの）

附属病院収益 １８，８８２ ５８７

運営費交付金収益 ９，８５７ ４３１

学生納付金収益 ２，８９３ ▲３０

受託研究等収益 ８６３ ▲１７７

◆経常利益◆ ▲８３４ ▲４７２

■臨時損失■ ８ ▲４８

■臨時利益■ ３ ▲５１

◆当期総利益◆ ▲８３８ ▲４７４

（▲は損失）
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中期目標・中期計画等

中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画

�
大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標

１
教
育
に
関
す
る
目
標

（
１
）
教
育
内
容
及
び
教
育
の
成
果
等
に
関
す
る
目
標

【１】
地域に根ざす国立大
学として、グローバ
ル化社会における地
域創生を担う人材の
中核的育成拠点とな
り、高い国際通用性
を有する教育課程の
もと、地域一体型教
育を推進し、ミッシ
ョンの再定義で掲げ
た各分野の人材を含
め、優れた高度専門
職業人を育成する。

【１－１】
グローバル化社会において求められる高度
専門職業人等の人材の育成が学位プログラ
ムとして担保されるよう、体系的で国際通
用性を有する教育課程や個々の科目の目標
等を平成３０年度までに整備し、周知・運用
する。その一環として、一体的に策定した
ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ
リシー、アドミッション・ポリシーについ
て、整合性などを継続的に見直し、必要に
応じて適切な改正を行う。さらに、教育の
国際通用性を検証するため、全学的な教学
マネジメントのもと、教育成果の検証を含
めた内部質保証、国際アドバイザーによる
外部評価等を実施する。大学院課程では、
第３期中期目標期間中に、教育学研究科お
よび工学研究科において、機能強化のため
の改組と質の高い学位プログラム構築を行
う。

�教育課程における体系性と国際通用性を
確保し、その質を保証するため、前年度に
整備した教育の内部質保証体制の下で、内
部質保証に係る基本方針及び自己点検・評
価等の実施手順を定めるとともに、教育効
果の検証・評価を行う。また、前年度に実
施した国際アドバイザーによる外部評価の
成果をもとに教育の実施体制等の改革・改
善を進める。

�教育の内部質保証を図るために前年度に
再整備した三つのポリシーに基づき、各教
育課程の体系性や国際通用性、授業科目の
目標、科目配置、科目間連携等の妥当性を
検証し、必要に応じ見直しを行う。

�前年度に整備した全学共通の大学院の三
つのポリシーを踏まえ、教育の内部質保証
を図るため、各研究科の三つのポリシーの
見直しを行う。

【１－２】
高度専門職業人として必要な知識・技能お
よび課題探求能力などをより確実に修得さ
せるため、教育方法が教育課程・科目の性
質や目標に照らして十分な学習効果をもた
らすものであるか随時検証し、より高い学
習効果が期待できる方策を積極的に策定・
導入する。特に、能動的学習（アクティブ・
ラーニング）を取り入れた科目の割合を第
３期中期目標期間中に６割以上にする。ま
た、教員養成においては、プロジェクト型
授業を発展させることなどを通して、学校
現場においてアクティブ・ラーニングを取
り入れた授業を展開できる能力を育成する。

�教育方法が教育課程や科目の性質・目標
に照らして十分な学修効果をもたらしてい
るかを検証し、より教育効果の高い授業方
法等の普及を推進する。また、アクティブ・
ラーニングを取り入れた授業科目の割合が
前年度に引き続き全授業科目の６割以上を
維持するように、FD等による啓発活動を
進める。

�高度専門職業人として必要な知識・技能
および課題探究能力などの修得状況を全学
的に調査・分析する。

�教員養成においては、学校現場でアクティ
ブ・ラーニングを活用した授業を展開でき
る能力を育成するプロジェクト型授業等の
導入・実施状況を検証し、必要な改善を進
める。

【１－３】
学生の主体的な学びの確立に向け、修学環
境を維持・向上させるとともに、学習管理
システムやシラバスの活用、教員による指
導の徹底等によって自主的学習活動を一層
促し、第３期中期目標期間中に、学生の授
業外学修時間を、現状の１．５倍以上に向上
させる。また、学士課程では米国型Grade
Point Average（GPA）制度（平成２９年度
までに導入）とともに、多面的かつ厳格な
成績評価のガイドライン（アセスメント・
ポリシー）を整備し、国際通用性のある厳
格な成績評価を行う。

�授業外学修時間が第２期中期目標期間末
の１．５倍以上となるように、自主学修を促
進する授業方法、履修指導、シラバス等を
充実させるとともに、学生生活実態調査結
果の検証結果を踏まえ、修学環境の改善・
向上に向けた取組を行う。

�国際地域学部が実施した米国型GPA制度
等の先進的な取組の導入成果の検証結果に
基づき、他学部での試行的実施を検討する。

�「多面的かつ厳格な成績評価のガイドラ
イン」に基づく厳格な成績評価の実施状況
及び成果について検証し、必要な改善を進
める。

【１－４】
教員養成に係る学部、教職大学院と附属学
園の三位一体改革事業のもと構築した体制
を有効に機能させ、附属学園の教員研修学
校化促進、学校拠点方式を基軸とする管理
職養成教育の実施、教職大学院の取組を複
数大学間で連携・協力できる組織の発展的
整備や国内外のネットワークの拡大など、
教育制度改革を見据えた先進的な教員養成・
教師教育を一層推進するモデルを示す。

�安定した連合教職大学院の運営を実現す
べく下記のことを行う。
①一元化した連合教職大学院において実践
研究を深める。
②過疎化により教員志望者が減少した若狭
地区の教育振興を進めるため、学部入試の
地域枠、若狭地区におけるインターンシッ
プとマネジメント研修等を総合的に連結し
たシステムを検討し、具体的な方策を策定
する。
③現職教員が学校においての実践を継続し
つつ、実践の省察・研究・高度化のための
学修を進めることを、福井・奈良・岐阜以外
においても実現していくために、特にニー
ズの高い首都圏・北陸地域に教職大学院の
学修拠点を設け、月例カンファレンス等を
ネットで結び当該の地域での受講を可能と
する取り組みを進める。

―４０―



中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画

�
大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標

１
教
育
に
関
す
る
目
標

（
１
）
教
育
内
容
及
び
教
育
の
成
果
等
に
関
す
る
目
標

【１】
地域に根ざす国立大
学として、グローバ
ル化社会における地
域創生を担う人材の
中核的育成拠点とな
り、高い国際通用性
を有する教育課程の
もと、地域一体型教
育を推進し、ミッシ
ョンの再定義で掲げ
た各分野の人材を含
め、優れた高度専門
職業人を育成する。

【１－４】
教員養成に係る学部、教職大学院と附属学
園の三位一体改革事業のもと構築した体制
を有効に機能させ、附属学園の教員研修学
校化促進、学校拠点方式を基軸とする管理
職養成教育の実施、教職大学院の取組を複
数大学間で連携・協力できる組織の発展的
整備や国内外のネットワークの拡大など、
教育制度改革を見据えた先進的な教員養成・
教師教育を一層推進するモデルを示す。

�附属学園の教育研究機能と教員研修機能
を強化するため、義務教育学校における長
期的PBLの実施、附属学園でのインクルー
シブ教育の推進、附属学園教員の教職大学
院入学のための支援を進める。

�前年度設置した教職員支援機構の福井セ
ンターにおいて教員研修を実施する。

�グローバリゼーションに対応した附属学
園及び教職大学院の教育を促進させるため
下記の取り組みを実施する。
①附属学園における海外との生徒交流促進
とOECDイノベーションスクールとして
の活動強化
②附属学園内に設置した国際教職開発セン
ターにおいて、エジプト日本教育パートナー
シップに基づく現職教員研修や教職員支援
機構と協働したタイ管理職研修、JICAの
アフリカ現職教員研修等を実施する。

【１－５】
子どものこころの発達研究センターと教職
大学院および教育学部は、子どものこころ
の発達に関する医教連携の教育研究体制を
構築し、本学で蓄積中の先端的脳科学・精
神医学および先駆的教師教育研究の知見を
活かし、発達障害についての教員養成カリ
キュラムの改善や、附属学園における医教
協働による子ども支援体制の整備、いじめ
対策等生徒指導推進事業の推進、インクル
ーシブ教育の向上を図るための養護教諭研
修システムの先進的モデル提示を行う。

�これまでの経過を引継ぎ、教育学部のコ
ア科目である不登校・発達障害児支援授業
（ライフパートナー事業）に子どものここ
ろの発達研究センター教員が参加し、講義
及び学生指導を行う。とりわけ、附属学園
に出向く学生を対象に指導を行う。

�附属学園に設置した相談室を機能強化し、
学部・大学院・附属学園・子どものこころ
の発達研究センターが協働して発達障害児
の支援を行う。

【１－６】
国際地域学部を中心に、地域の創生を担い、
グローバル化する社会の発展に寄与できる
人材を育成するため、これまでの「スーパー
グローバル大学等事業 経済社会の発展を
牽引するグローバル人材育成支援」、「地
（知）の拠点整備事業」での実績を活かし、
地域の企業や自治体の協力を得て行う課題
探求プロジェクトを中心とした探求型能動
的学修や、海外留学とそれに向け徹底的に
英語を学ぶ教育課程を編成し、国際水準で
の教育を実施する。さらに、その成果を検
証しつつ、他部局へ随時適用する。

�大学の国際交流戦略に沿って、海外協定
校との連携強化を進める。

�国際地域学部における先進的取組（GPA
に基づく米国型１３段階評価、海外留学と１
年次の英語集中履修、学外の組織と連携し
た探求型能動的学修など）の他部局におけ
る適用状況及びその成果を引き続き検証す
る。

【１－７】
教師、医療人、技術者等の社会人の学び直
しを支援するため、学びやすい教育システ
ム等を整備し、第２期中期目標期間末と比
較して、社会人の学びに対応したプログラ
ムの科目数や受講者数などを増加させる。

�社会人の学び直しを支援するためのプロ
グラムを引き続き実施し、さらに、プログ
ラムの改善に資するよう、その実施状況を
調査・分析するとともに、受講者の満足度
および社会のニーズを検証する。

（
２
）
教
育
の
実
施
体
制
等
に
関
す
る

目
標

【２】
グローバル高度専門
職業人および地域活
性化の中核となる人
材の育成拠点として、
教育の国際通用性の
確保・向上や地域一
体型教育の先導的推
進に係る取組みなど、
質の高い教育を実現
するための教育実施
体制を整備し運用す
る。

【２－１】
質の高い教育を実現するため、平成２８年度
に再編する教員組織・教育組織分離体制を
有効に活用し、全学教育改革推進機構に設
けたカリキュラム・授業評価委員会を中心
として、カリキュラム・マネジメントを行
う。さらに、Institutional Research（IR）
機能の活用を含め、教育の質保証システム
を整備・運用するとともに、国際アドバイ
ザー等による本学の教育全般の「国際的な
水準」の検証を行い、教育の国際通用性や
学位の質を保証する。

�教育課程における体系性と国際通用性を
確保し、その質を保証するため、前年度に
整備した教育の内部質保証体制の下で、内
部質保証に係る基本方針及び自己点検・評
価等の実施手順の策定、教学 IRの基盤整
備を進めるとともに、教育効果の検証・評
価を行う。

�前年度に実施した国際アドバイザーによ
る外部評価の成果をもとに教育の実施体制
等の改革・改善を進める。

―４１―



中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画

�
大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標

１
教
育
に
関
す
る
目
標

（
２
）
教
育
の
実
施
体
制
等
に
関
す
る
目
標

【２】
グローバル高度専門
職業人および地域活
性化の中核となる人
材の育成拠点として、
教育の国際通用性の
確保・向上や地域一
体型教育の先導的推
進に係る取組みなど、
質の高い教育を実現
するための教育実施
体制を整備し運用す
る。

【２－２】
学生の社会的・職業的自立に向けた教育実
施体制整備の一環として、自治体、企業、
教育・医療機関等と交流・連携を深め、イ
ンターンシップ等に関わる学内組織の整理
統合を行うとともに、インターンシップ等
も含めた実践的なキャリア教育を行う取組
みを一層推進することにより、学外関係者
からの「本学卒業（修了）生に対する高い
評価」を維持する。このため、学生の就職
先関係者や本学既卒者への意見聴取の継続
的実施等によって組織的に検証を行う。

�キャリアセンターを中心にインターンシッ
プやキャリア教育等の具体的な活動体制を
構築する。

�インターンシップによるキャリア教育の
一環として、インターンシップ向けのガイ
ダンスの充実とインターンシップに積極的
な企業による学内合同企業説明会の規模を
拡大する。

�工学部のインターンシップ（１単位）の
２単位化について具体的な検討を行う。

�キャリア教育参加学生や学生の就職先関
係者からの意見聴取により、キャリアデザ
イン授業の内容の見直しを行う。

【２－３】
大学のグローバル化を促進させる教育実施
体制整備の一環として、シラバスや履修単
位数制限（CAP制）の見直し、ナンバリン
グや柔軟な学事暦の導入等によって、国際
的に通用する教務システムを整備する。特
に国際地域学部はこれらの取組みを先導し
て実施し、その成果を検証しつつ、他部局
へ随時適用する。

�国際地域学部以外の他部局における国際
的に通用する教務システムの適用状況及び
その成果を引き続き検証する。

（
３
）
学
生
へ
の
支
援
に
関
す
る
目
標

【３】
学生と教職員の良好
な関係のもと、ステー
クホルダーの満足度
が高い修学支援、生
活支援、留学支援等
とともに、高い実績
を持つ就職支援を推
進する。

【３－１】
組織的な連携体制のもと、修学面、生活面、
就職面などの総合的できめ細かい学生支援
体制を整備・運用し、ステークホルダーの
高い満足度を維持する。このため、学生等
への意見聴取の継続的実施等によって組織
的に検証を行う。特に、就職先から高く評
価されている就職支援体制を基盤として、
積極的な進路相談や就職支援を一層推進し、
概ね９６％前後の高い就職率を維持する。

�学生支援体制の一層の推進を図るため、
「学生生活実態調査（令和元年１０月実施）」
の検証結果に基づく修学支援環境の改善を
引き続き実施する。

�就職環境と学生ニーズに即応した就職支
援により高い就職率を維持する。さらに、
キャリアセンターを中心にキャリア教育を
充実する。

【３－２】
在学生の留学や外国人留学生の受入れを積
極的に進めるために、留学の情報提供、修
学・生活・就職にわたる総合的できめ細か
い支援を行う。そのために、留学関係事務
の改善や留学生受入れの入試改革などを行
うとともに、留学生用住居を拡大する。

�外国人留学生受入れ及び日本人学生の海
外派遣プログラムの拡大充実を図り、支援
体制の整備を進める。

（
４
）
入
学
者
選
抜
に
関
す
る
目
標

【４】
多様な志願者や社会
ニーズ等に適切に対
応するとともに、新
たな高大接続入試の
創出に繋がる高大連
携等を推進し、知識・
能力・意欲・適性等
を多面的・総合的に
評価・判定する選抜
方法により、多様な
学生の受入れを進め
る。

【４－１】
一体的な３ポリシーのもと、達成度テスト
（仮称）、国際バカロレア資格等の活用を
含め、多様な志願者に対し知識・能力・意
欲・適性等を多面的・総合的に評価・判定
できる選抜方法を策定し、適宜導入する。
さらに、新たな高大連携のあり方およびそ
こでの学習成果に基づく多様な能力を多面
的・総合的に評価する手法の研究開発を行
うとともに、それを通して高大接続入試、
特に個別選抜の改善に資する。国際地域学
部では、高大接続AO入試を平成２９年度か
ら実施するとともに、他学部での導入を検
討する。

�受験生に係る学力の３要素の多面的・総
合的な評価に向けて、令和４年度以降の大
学入学共通テスト、個別学力検査等、入学
者選抜改革に係る選抜方法について継続し
て検討するとともに、令和４年度入試の実
施詳細を取りまとめ予告として公表する。

�受験生の多様な能力を多面的・総合的に
評価するための手法の開発に向けて、高校
生対象の高大連携・課題探求プロジェクト
を実施し、前年度に引き続き、その結果に
ついて他大学との合同の評価開発研究委員
会、地方国立大学共同次世代型入試開発会
議を年２回以上開催し検証する。その検証
結果に基づき、国際地域学部以外の学部に
おいて高大接続型入試を一部導入する。

―４２―



中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画

�
大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標

１
教
育
に
関
す
る
目
標

（
４
）
入
学
者
選
抜
に
関
す
る
目
標

【４－２】
志願者・入学者の状況やアドミッション・
ポリシーとの整合性、社会ニーズ等を随時
点検し、選抜方法や教育課程の継続的改善
を行うとともに、必要に応じて入学定員の
見直しを行う。さらに課題解決に主体的・
協働的に取り組む高大連携の教育を発展さ
せるとともに、初年次教育を含めた高大接
続や積極的な入試広報活動等によって、県
内出身者を含め、アドミッション・ポリシー
に沿った多様な学生を確保する。

�アドミッションセンターと学部が連携し
て、入学者選抜方法別に入学者の成績の追
跡調査を実施するなど、アドミッション・
ポリシーと入学者の状況との整合性を点検
して、選抜方法や募集人員の適切さを検証
し、国際地域学部以外の学部の高大接続型
入試導入の検討等、引き続き必要な見直し
を行う。

�多様な学生を確保するため、高校生対象
の課題解決に主体的・協働的に取り組む高
大連携・課題探求プロジェクトを実施し、
参加者の入学後の学習成果を検証するとと
もに、効果的な入試広報活動を実施する。
また、県内出身者の進学増に向けて、関係
者からの意見聴取を実施するとともに、「ふ
くいアカデミックアライアンス（FAA）」
を中心に県内の大学と協働する。

２
研
究
に
関
す
る
目
標

（
１
）
研
究
水
準
及
び
研
究
の
成
果
等
に
関
す
る
目
標

【１】
国際・国内研究拠点
の形成を目指し、先
端的画像医学研究、
遠赤外領域開発・応
用研究、原子力安全
・危機管理研究、教
師教育研究などを学
内横断的かつ重点的
に推進する。

【１－１】
本邦初の分子イメージング部門を擁し、世
界最先端画像医学研究拠点の一つである高
エネルギー医学研究センターを中心に、子
どものこころの発達研究センター等も参画
し、子どものこころの発達研究、脳科学研
究等に関する国際・国内共同研究、医工教
連携研究活動を積極的に実施する。これら
により、生体機能画像研究に関する国際シ
ンポジウム等の開催数、国際・国内共同研
究の実施件数、学術誌への英語論文掲載数
を第２期中期目標期間より２０％以上増加さ
せる。

�分子イメージングおよび機能的MRI を
応用した画像医学研究を推進し、国際・国
内共同研究の実施件数、学術誌への英語論
文掲載数を第２期以上に増加させる活動を
実施する。

【１－２】
我が国唯一で世界的にも優れた高出力遠赤
外光源ジャイロトロンの研究開発実績を踏
まえ、公募型国内共同研究、国際共同研究
の実施や国際ワークショップの主催等を通
して、新しい学術研究としての遠赤外分光・
計測研究、遠赤外領域の先端科学研究およ
び高出力遠赤外技術開発研究を推進し、学
術誌への英語論文掲載数を第２期中期目標
期間より２０％以上増加させる。

�学術誌への英語論文掲載数を第２期以上
に増加させるよう、国際・国内共同研究、
若手人材育成、学内連携などの取組みを進
める。また、国際ワークショップを開催す
る。

【１－３】
「安全と共生」を基本として平成２１年４月
に設置された附属国際原子力工学研究所を
中心に、福島第一原子力発電所の事故の教
訓を踏まえ、公募型共同研究等の実施、海
外研究機関との研究者の相互派遣、国際ワー
クショップの開催等を通して、軽水炉およ
び高速炉の安全性向上、原子力防災・危機
管理、原子力施設の廃止措置、放射性廃棄
物の減容および毒性の低減等に関する先進
的研究を一層推進し、国際・国内共同研究
等の実施件数、国際ワークショップ等の開
催数、学術誌への英語論文掲載数を第２期
中期目標期間より２０％以上増加させる。ま
た、論文の被引用数と研究成果に基づく受
賞の実績を増加させる。

�学術誌への英語論文掲載数を第２期以上
に増加させるよう、公募型共同研究等の実
施、国際ワークショップの開催等により、
軽水炉および高速炉の安全性向上、原子力
防災、原子力施設の廃止措置、放射性廃棄
物の減容等に関する先進的研究を継続推進
する。

―４３―



中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画

�
大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標

２
研
究
に
関
す
る
目
標

（
１
）
研
究
水
準
及
び
研
究
の
成
果
等
に
関
す
る
目
標

【１】
国際・国内研究拠点
の形成を目指し、先
端的画像医学研究、
遠赤外領域開発・応
用研究、原子力安全・
危機管理研究、教師
教育研究などを学内
横断的かつ重点的に
推進する。

【１－４】
教師の学校内における職能成長を支える制
度構築が求められる今日、全国に先駆け学
校拠点方式の教職大学院を設置した実績を
踏まえ、知識基盤社会において求められる
主体的・協働的な学びを中心とする学校を
実現する力を持った教師を養成することを
目指し、全国に前例のない教職大学院と附
属学園を一体化した教員研修制度の開発、
管理職育成コースの設置、アクティブ・ラー
ニングを中核とする授業改善の研究開発を
推進して、福井県教育委員会と連携協働し
た研修制度の構築、連携・拠点校の拡大、
国内外の教師教育のためのネットワークの
構築を実現する。

�教師教育におけるリカレント教育をさら
に推進するために、福井県内の公立学校の
全教員の該当者を対象とする教育職員免許
更新制講習の教育総合研究所との協働開催
をさらに組織的・質的に高度化する。また、
教職大学院学校改革マネジメントコースへ
の入学に際して教育総合研究所によるマネ
ジメント研修と連動しこの研修への修了と
教職大学院相当科目の免許取得プログラム
による事前履修に基づき教職大学院一年履
修を可能とするサイクルが本年度から実施
段階に入るとともに、特別支援についても
特別支援センターの専門研修を踏まえ同様
の一年履修モデルの実現を進め、現職教員
のリカレント教育を拡充する。

�エジプト政府によるエジプトジャパンス
クール（EJS）創出の企図と関わって福井
大学において進めているEJSの教員・管理
職のための研修を令和２年度には４週間・
４０名の研修を３サイクル行う（１２０名）と
ともにエジプトにおけるフォローアップ研
修を行う。JICAによるアフリカ向け授業
研究研修を引き続き進めるとともに、新規
に JICAの予算による留学生を教職大学院
に迎える取り組みも進める。つくば教職院
支援機構との協働によるタイの現職教員研
修についても引き続き進める。

【２】
科学技術の発展に寄
与する学術研究や地
域・社会へ貢献する
実践的な研究を推進
する。

【２－１】
医学部・同附属病院では、地域の直面する
少子高齢化や過疎化に対応するため、がん、
発達障害や認知症、アレルギー・免疫疾患
等の様々な疾患の克服を目指した先進的研
究とともに、新たな医療技術の開発や地域
医療の向上を目指した研究を推進し、学術
誌への英語論文掲載数や研究成果の具体化
件数等を第２期中期目標期間よりも増加さ
せる。特に、がん、脳、アレルギー・免疫
の分野では、第２期中期目標期間より２０％
以上増加させる。

�英語論文の学術誌への掲載数等を第２期
以上に増加させるよう、がん、発達障害や
認知症、アレルギー・免疫疾患等の様々な
疾患の克服を目指した先進的研究と、新た
な医療技術の開発や地域医療の向上を目指
した研究を推進する。

【２－２】
前身の福井高等工業学校設置から９０年以上
の間、工学の幅広い分野で研究を遂行し、
地域および我が国の産業力強化に貢献して
きた歴史を踏まえ、工学分野の研究を強化
し、工学研究科が推奨指定している質の高
い学術雑誌への論文掲載数を第２期中期目
標期間よりも増加させる。特に、ミッショ
ンの再定義で重点化した繊維・機能性材料
分野では第２期中期目標期間より２０％以上
増加させる。この目標を達成するために、
メリハリのある予算配分や重点研究グルー
プの選定、学科・専攻の枠を超えた人事の
実施、研究動向の迅速な把握、定期的な異
分野間の交流支援、共同研究の成果発表へ
の投稿料助成等により、工学分野で優れた
学術基盤研究・発展研究の推進、重点分野
の育成を行う。

�工学分野で優れた学術基盤研究と発展研
究を推進し、重点研究分野の育成を行うた
め、①学科と専攻の再編成と教員組織・教
育組織の分離に合わせて再設計された工学
系部門全体での人事運営、②研究動向把握
のための学内共同研究の届出制、成果発表
への助成、異分野間の交流支援、を継続す
る。また、国際原子力工学研究所、遠赤外
領域開発研究センター、繊維・マテリアル
研究センターと連携して工学系部門の重点
研究を推進する。評価指標としている工学
研究科が推奨指定している質の高い学術雑
誌への論文掲載数をモニタリングして、達
成状況を構成員に周知する。

【３】
社会のニーズを踏ま
え、本学の特色を生
かした研究成果を社
会に還元する。

【３－１】
福井方式として認知された産業活性化活動
を進めてきた産学官連携本部を中心に、民
間企業や公的試験・研究機関との共同研究
育成、知的財産管理、計測技術の提供等に
よる企業支援を統合的に行うための産学官
金民の柔軟な枠組みを構築し、地域・社会
の発展に資する産業や豊かなくらしに関わ
る共同研究およびグローバルに訴求力のあ
る知的財産の継続的創出を推進し、特許活
用率および県内企業との共同研究割合を第
２期中期目標期間よりも増加させる。

�地域ビジョン（福井経済新戦略等）に基
づく戦略的研究、持続的な情報提供・協働
の「場」づくり、効果的な知財創出・活用、
自律型高度産業人材の輩出・定着を担う実
践教育プログラム構築・提供等を推進する。

―４４―



中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画

�
大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標

２
研
究
に
関
す
る
目
標

（
２
）
研
究
実
施
体
制
等
に
関
す
る
目
標

【４】
研究活動の高度化お
よび効率化のために、
研究の体制および環
境を整備する。

【４－１】
国際的な共同研究および研究者交流を推進
するとともに、新たな学問領域の創生や社
会的な課題解決のために、国、大学、学部
などの枠を超えた様々な連携体制を構築し、
国際共著論文や国内大学・研究機関共著論
文並びに学内学部間の共著論文等の数を第
２期中期目標期間よりも増加させる。

�国、大学、学部などの枠を超えた様々な
連携体制を構築して、その成果を増加させ
るための支援策を強化する。

【４－２】
リサーチ・アドミニストレーター等を活用
した研究支援体制の高度化、研究マネジメ
ント機能の強化、学内競争的研究経費の確
保と戦略的配分、外部研究資金の獲得等に
より、研究力を強化し、研究活動を効果的・
効率的に推進する。

�産学官連携・地域イノベーション推進機
構の組織的機能拡充を行うとともに、学内
競争的研究経費の戦略的配分等による外部
研究資金の獲得や研究成果を活用した収入
源の多様化等の推進・効果の検証を行い、
「知」の創造サイクルを持続的に回すため
の研究支援体制の高度化および研究マネジ
メント機能の強化を推進する。

【５】
研究水準の向上を図
るため、適切な評価
を実施する。

【５－１】
IRを用いた意思決定支援機能を整備するこ
とにより、研究の質・量に関する多面的な
評価システムを全学的に充実・強化して、
先端的研究や強みとなる研究分野への財政
的・人的支援を行うなど、戦略的な研究資
源配分を行う。

�研究 IR分析情報を多面的価値観の下で
解析し、大学の価値向上につながる特徴あ
る研究や持続的に強みとなりうる研究分野
を抽出、合理的な財政的・人的支援を戦略
的に実施する。

３
社
会
と
の
連
携
や
社
会
貢
献
及
び
地
域
を
志
向
し
た
教
育
・
研
究
に
関
す
る
目
標

【１】
地域の知の拠点とし
て地域社会との連携
を強化し、地域社会
を志向した教育・研
究を推進し、地域の
人材養成と課題解決
に寄与する。

【１－１】
自治体および地域産業界との連携を強化す
るとともに、県内５大学が連携して地域志
向教育と特色人材育成を行い、卒業生の地
域定着を推進するために、COC推進機構
を中心とする全学的な地域貢献推進体制を
平成２８年度末までに確立し、ふくいCOC
＋事業評価委員会などの外部評価委員会と
アドバイザリーボード等による評価および
事業推進委員会による改善を継続的に実行
する。

�地（知）の拠点大学による地方創生推進
事業の機能を継承する、令和元年度に設立
した「ふくいアカデミックアライアンス
（FAA）」を活用した自治体及び県内高等
教育機関との具体的な連携活動を進める。

【１－２】
地域志向と主体性の育成を重視した「地
（知）の拠点大学による地方創生推進事
業」と連動させた全学的な教育カリキュラ
ム改革を継続し、地域志向・実践系科目数
を増加させるとともに、地（知）の拠点大
学による地方創生推進事業参加大学間の地
域志向科目の相互開放と単位認定等を拡充
し、社会が求める高度専門職業人の養成と、
地域への定着を推進し、地域社会の持続的
発展に寄与する。また、グローバルサイエ
ンスキャンパス事業の実施やスーパーサイ
エンスハイスクール並びにスーパーグロー
バルハイスクール事業への支援、さらには、
公開講座の開催や大学開放講義等への協力
を通じて、地域の児童・生徒に先進的教育
を提供し、次世代を担う人材創出に繋げる
とともに、地域住民との協働的学習・活動
を通して、地域を支える人材の創出、キャ
リアアップ学習および生涯学習に積極的に
貢献する。

�前年度に引き続きすべての学生が地域志
向科目を受講できるカリキュラム改革を実
施し、地域志向科目を充実させるとともに、
全学の定義に沿った能動的学習（アクティ
ブ・ラーニング）の授業内容・授業形態を
取り入れた科目を引き続き整備する。
さらに、高大連携授業および公開講座等
を通して地域の持続的な発展に貢献できる
人材創出につなげる取組みを引き続き実施
する。

【１－３】
教育、研究、診療活動などの成果を広く発
信し社会に還元するとともに、地域のニー
ズと大学のシーズの効果的なマッチングお
よび連携・協働による地域の課題解決に向
けた取組みを進める。さらに地域の課題と
して顕在化した「人材育成」「ものづくり」
「持続可能な社会・環境づくり」などの重
点分野の教育・研究を進展させるとともに、
福井大学と地（知）の拠点大学による地方
創生推進事業参加大学が連携しそれぞれの
強みを活かした特色人材育成と地域の課題
解決を図る取組みを拡充し雇用創出と地域
創生に貢献する。

�大学の活動および成果を引き続き広く社
会に発信するとともに、平成２５年度採択の
COC事業で成果の得られた取組を継続す
る。さらに、平成２７年度採択のCOC+で設
定した地域志向人材や特色人材の育成につ
いて、地（知）の拠点大学による地方創生
推進事業（COC+）の活動機能を継承した、
「ふくいアカデミックアライアンス
（FAA）」を活用し、県内高等教育機関と
の連携活動を進める。

―４５―



中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画

�
大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標

３
社
会
と
の
連
携
や
社
会
貢
献
及
び
地
域
を
志
向
し
た
教
育
・
研
究
に
関
す
る
目
標

【２】
地域の教育研究拠点
としての機能を強化
するため、教育・医
療・産業界等との協
力関係を戦略的に強
化し、地域の教育力
向上、健康を守る地
域医療の向上並びに
産業の発展に繋がる
イノベーション創出
を積極的に推進し、
地域・社会の持続的
発展に貢献する。

【２－１】
三位一体改革により、知識基盤社会におけ
る先導的な教師教育モデルを提示し、実施
中の拠点校方式による教師教育をさらに発
展させることと併せ、福井県全８，０００人の
教員の資質向上など、地域の教育力向上に
貢献する。そのため、第３期中期目標期間
中に、教員養成系の教員のうち、学校現場
で指導経験のある教員を３０％以上、実践的
活動に関わる教員を６０％以上確保し、地域
の学校教育における実践的指導力の更なる
向上を図る。学校教育課程においては、教
員養成機能を重視した組織改革を進め、第
３期中期目標期間中も引き続き教員就職率
７０％以上を維持することで、福井県におけ
る義務教育教員の占有率５５％以上を目指し、
教職大学院の課程においては、現職教員を
除く修了生の教員就職率概ね１００％を維持
する。

�教員免許更新講習や研修等への参画を通
して、現職教員の資質向上に貢献する。ま
た、教育学部の教員養成機能に関する課題
の改善をさらに進める。

�教員就職率・採用率等の評価指標を達成
するよう、情報収集による現状把握ととも
に支援体制を引き続き検討し、改善する。

【２－２】
人口減少、高齢化の進む地域社会における
医師・看護師を中心とする多職種連携によ
る医療の教育・実践の推進により、生涯学
習に参加する多職種の医療人を増加させ、
地域の自治体や住民に関連した取組みを２０
％増とし、自治体の各種医療審議会などへ
の教職員の参加実績を引き続き高水準に維
持する。さらに、ICTネットワークを用い
た地域医療支援のモデルシステムを構築し、
その利用を増加させる。加えて関連病院長
会議のメンバーである県内基幹病院を中心
に地域医療強化のための連携を推進すると
ともに、地域医療の向上に貢献する。

�地域医療の向上に貢献するため、卒前
IPEとして医看合同演習６コマ、医看合同
実習１週間の実施、多職種連携による医療
の教育・実践プログラムを年６回以上実施
する。また、県内の地方自治体（永平寺町、
高浜町など）や住民に関連したこれまでの
取組状況を検証するとともに、地域包括ケ
アシステムの構築に資するため、住民もし
くは行政主導の健康教室や健康マイスター
養成講座を４回以上開催するとともに、福
井県や県下自治体が開催する各種医療審議
会に２か所以上参画する。さらに、ICTな
どを用いた複数の地域医療支援システムと
して「クラウド型救急医療連携システム」
と「高齢者 ICT 見守りシステム」の実証試
験を各１回以上実施する。加えて、県内基
幹病院との連携強化方策として「ふくいメ
ディカルネット」のテレビ会議システムを
利用した退院前カンファレンスを２例以上
実施する。

【２－３】
地域産業戦略と連携した共同研究を「産学
官金」連携により推進する体制を平成２９年
度末までに構築し、研究者情報や研究成果
情報を広く社会に発信する。さらに、知財
を含む様々な情報を地域でオープンに共有
し、多様性を確保して対話を促進すること
により、“産”の市場指向力と“学官”の
基盤的研究能力、“金”のプロモート能力
を融合したニーズ駆動型地域イノベーショ
ンを創出、推進する仕組みを構築し、持続
的な技術移転や共同研究成果の創出に繋げ、
活力ある地域社会の形成に貢献する。

�地域イノベーション戦略と連携した共同
研究を「産学官金」連携により推進する体
制について、地域創生推進や産業化研究特
区活動との密接な連携のもと充実を図り、
個別の共同研究実施に加えて、地域企業を
巻き込んだプロジェクト研究の企画・実施、
成果の活用、新事業の創出、非ものづくり
企業を含む地域企業群の活性化、幅広い年
代に対する持続的な高度産業人材育成等を
推進する。

【２－４】
地域経済の停滞やコミュニティの希薄化、
また企業や地域社会のグローバル化等から
生ずる諸課題に対し、地域の行政や企業等
と連携して、その解決の方向性を探り地域
創生の展望を示すことのできる総合的・学
際的な研究を推進するとともに、地域創生
の核となる人材を育成するための重要なカ
リキュラムとして、地域と連携した課題解
決型能動的学習を拡充する。国際地域学部
では平成２８年度に地域連携協議会を設置し
アドバイザリーボードとして機能させると
ともに、第３期中期目標期間を通じて全学
的に自治体や企業、学校、諸団体との教育・
研究の連携を推進し、連携授業および共同
研究の連携先数を増加させる。

�４年間の課題探求プロジェクトの実績に
ついて、地域連携協議会による事後評価と
それをふまえた取組みやカリキュラムの点
検・評価を行う。

―４６―



中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画

�
大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標

４
そ
の
他
の
目
標

（
１
）
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
関
す
る
目
標

【１】
国際通用性の高い世
界に開かれた大学に
改革し、世界で活躍
できる高度専門職業
人を育成する。

【１－１】
戦略的な海外協定校の開拓および留学生同
窓会組織との連携の拡大を推進し、国際交
流ネットワークを積極的に拡大して、海外
協定校数を第２期中期目標期間末と比較し
て２０％増加させる。

�大学の国際交流戦略を実現するために、
各学部・関係部局における実施計画に従っ
て、関係組織が緊密に連携し、海外協定校
及び留学生同窓会組織との連携強化を進め
る。

【１－２】
学生の国際交流を一層盛んにするために、
国際地域学部を中心として、外国人留学生
受入れおよび日本人学生の海外派遣プログ
ラムの一層の充実、支援体制の整備、ナン
バリングなど留学生に役立つ教務体制の構
築、ダブル・ディグリー制等を目指したジョ
イントプログラム制度の構築と拡充、外国
語による情報発信の強化を推進し、全学と
して受入外国人留学生数と海外派遣日本人
学生数を、第２期中期目標期間末と比較し
て、それぞれ１５％増加させる。

�外国人留学生受入れ及び日本人学生の海
外派遣プログラムの拡大と充実、支援体制
の整備、留学生に役立つ教務体制の整備を
行う。外国語による情報発信等を進めるべ
く、本学の英語版ホームページに英文パン
フレットの情報を反映させるなどの手段に
より、国際交流・留学関連情報を追加・充
実させる。

【１－３】
教職員の国際通用性を高めるために、年俸
制やクロス・アポイントメント制度などの
柔軟な人事制度を活用した教員採用、語学
力を重視した職員採用、現職の教職員のグ
ローバル活動の活発化を推進し、教員のグ
ローバル化活動数（サバティカル制度等を
活用した海外機関での研究活動、海外機関
へのベンチマーキング視察、国際会議での
発表など）を第２期中期目標期間末と比較
して２０％増加させる。

�国際公募など多様な採用手段により、国
際通用性の高い教職員の雇用に引き続き取
り組む。また、現職教員のグローバル化活
動参画への意識を高めるために構築した
「グローバル化活動参画」の仕組みを活用
し、各学部において、令和２年度に強化す
るグローバル化活動を定めてその活動を重
点的に支援する。

【１－４】
単独の大学では提供困難であった学部から
大学院までの一貫した原子力人材育成プロ
グラムを、県内原子力関連機関および中京・
関西圏にある大学からの講師派遣などの相
互協力により平成３１年度までに構築し、さ
らに大学院では、留学生および外国人研修
生にも対応した、英語で提供する原子力人
材育成国際プログラムを確立し、本学の重
点分野である原子力安全工学分野において、
世界で活躍する高度専門職業人を育成する。

�学部から大学院までの一貫した原子力人
材育成プログラムや、大学院の留学生およ
び外国人研修生にも対応した原子力人材育
成国際プログラムカリキュラムを継続する
とともに、外部の教育研究機関と連携して、
国内外の学生に英語による講義を引き続き
実施する。また、国際交流を活発にするた
め、連携先の調査と協定に向けた協議を引
き続き実施する。

【２】
地域のグローバル化
を牽引する核となる
大学になる。

【２－１】
教育委員会との連携により県内の小中高の
一貫した英語教育の改善、スーパーグロー
バルハイスクール事業への協力・グローバ
ルサイエンスキャンパス事業の実施、留学
生の地域交流活動数の増加（第２期中期目
標期間末と比較して２０％増）、さらに、グ
ローバル化社会における学び直しの場の創
出と提供を実施して、地域の学校およびコ
ミュニティのグローバル化に貢献する。

�教育委員会との連携による地域の英語教
員の専門性向上のための取組みを行う。ま
た、地域イベントへの留学生の派遣等、地
域の企業で働く外国人の日本語教育サポー
ターの養成講座、学校及びコミュニティの
グローバル化に貢献する活動を実施する。

【２－２】
海外拠点を持つ地元企業と連携した日本人
学生の東南アジア・東アジア諸国へのイン
ターンシップや、外国人留学生と地元企業
とを早期にマッチングさせるなど留学生を
就職や奨学金の面で支援する人材育成プロ
グラムの構築と実施を推進して、グローバ
ル化の進む地元産業の一層の発展に貢献す
る。

�日本人学生のための海外インターンシッ
プの充実に向けて、東南アジアに進出して
いる地元企業での海外インターンシップ・
プログラムの構築を引き続き進める。また、
海外企業との連携による技術者教育プログ
ラムの構築のための計画に従って、プログ
ラムを実施する。

―４７―



中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画

�
大
学
の
教
育
研
究
等
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標

４
そ
の
他
の
目
標

（
２
）
附
属
病
院
に
関
す
る
目
標

○教育・研究面
【１】
地域医療や先端的医
療を担う医療人を養
成するとともに、新
たな治療薬や医療技
術の研究開発を進め
ることにより社会に
貢献する。

○教育・研究面
【１－１】
医療人の高度かつ専門的な能力向上を図る
ため、福井メディカルシミュレーションセ
ンターで福井県内・福井大学の医療従事者
を対象としたシミュレーター臨床教育を展
開し、シミュレーターを活用した臨床研修
を年３０回以上実施する。併せて、卒前教育・
卒後教育を一体化し、臨床実技とシミュレー
ショントレーニングを組み合わせた教育・
研修プログラムの実施を年３回以上に増加
させる。

�地域の医療人及び医学生から研修医を対
象に、シミュレーターを活用した臨床研修
を年３０回以上実施する。併せて、卒前卒後
教育のシームレスな連携に向けての臨床実
技とシミュレーショントレーニングを組み
合わせた教育・研修プログラムを年３回以
上実施する。

【１－２】
新たな治療薬や医療技術の研究開発を進め
るために、治験・先進医療を含む臨床研究
全般に対する継続的な支援を行う。また、
質の高い医学研究を推進するため、電子申
請システムの導入により迅速な申請手続き
を実現し、さらに、侵襲のある介入研究に
対しては、臨床研究に関するモニタリング
講習会の年２回以上実施などを含め、モニ
タリング機能の強化を図り信頼性を確保す
る。

�特定臨床研究を推進・支援するため、臨
床研究審査委員会を年１２回以上開催する。
また、医学研究の理解及びモニタリングの
的確な実施に向け、他機関と連携した臨床
研究講習会を年８回以上開催する。

○診療面
【２】
地域の医療需要や社
会的要請の強い医療
分野の充実を図り、
高品質で高い安全性
を有する医療を提供
する。

○診療面
【２－１】
病院再整備において平成３０年度までに患者
総合支援センターの設置や中央採血室・処
置室ゾーンの集約化等を図るとともに、最
先端の医療機器・設備導入や体制の整備を
計画的に実施することにより診療機能の向
上を図る。また、地域の医療需要の分析を
進め、県との連携を強化しつつ、がん診療
および大規模災害対応等の社会的要請の強
い分野における高度な医療を提供する。

�地域との連携を深めるとともに、DMAT
３チーム維持に向けた隊員養成研修等への
３名派遣、がん診療に関する知識向上を目
的とした研修会等の年２回開催など、社会
的要請の強い分野での医療提供体制を強化
する。

【２－２】
安心で信頼できる快適な診療を実現するた
め、医療安全・感染対策において院内の体
制強化を継続的に進めるとともに、県内医
療機関等との相互支援体制を強化する。ま
た、患者アンケート等の実施によりニーズ
を把握し、患者総合支援センターを中心と
してサービスを向上させる。

�標準化した各種説明同意書の検証を継続
する。

�院内の医療安全及び感染対策に関する研
修会等を開催し、受講率１００％を継続する。

�オカレンス情報について、さらなる職員
の意識向上を図るため、リスクマネージャー
から各部署への周知を徹底する。

�医療安全における連携及び感染対策にお
ける相互支援を強化するため、県内医療機
関等との意見交換を年２回開催する。

�患者サービスのさらなる向上を図るため、
患者相談検討会を毎週開催し、患者の声等
に対する対応・改善策等を検討し実施する。
また、患者満足度調査を１１月に実施する。

○運営面
【３】
堅固な経営基盤を構
築するため、環境の
整備・経営改善を推
進するとともに、県
内における唯一の特
定機能病院として高
度急性期医療機能の
強化を図る。

○運営面
【３－１】
病院長のリーダーシップのもと、中長期的
な収支シミュレーションや病院再整備計画
等を勘案した病院運営を推進し、地域医療
の中核を担う特定機能病院としての機能を
強化する。

�病院長のリーダーシップのもと、中長期
的な収支シミュレーションや費用対効果等
を踏まえた医療従事者の人員計画及び病院
運営に関する事項等を迅速に検討・実施す
る。

【３－２】
病院の管理運営、医療機能および環境対策
を、ISO９００１の品質マネジメントシステム
に基づいた内部評価・外部評価のPDCAサ
イクルにより継続的に検討し改善を進める
とともに、ISO認証を継続する。

�ISO９００１：２０１５の要求事項に基づき、病
院機能・質を維持し、年２回のサーベイラ
ンス（継続）審査を受審し、認証を継続す
る。また、構成員を対象とした教育訓練講
演会の実施及び内部監査員を養成し、２１０
名以上の登録を維持する。

―４８―



中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画
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研
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目
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の
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目
標
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）
附
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病
院
に
関
す
る
目
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○運営面
【３】
堅固な経営基盤を構
築するため、環境の
整備・経営改善を推
進するとともに、県
内における唯一の特
定機能病院として高
度急性期医療機能の
強化を図る。

【３－３】
地域の医療需要や医療動向等の分析を進め、
県の地域医療構想に積極的に関わることに
より県と連携して地域医療に取り組み、ま
た、医療機関や近隣自治体に向けて診療実
績等の病院機能の情報発信を積極的に行っ
て地域の医療機関との連携を強め、高度急
性期医療機能を強化する。

�県・近隣自治体が開催する地域医療関連
会議等へ積極的に参加するとともに、看護
師・社会福祉士等が県内２０以上の医療機関
等へ赴き、地域医療連携担当者との連携強
化を図り、入退院支援加算１の算定件数に
おいて月２００件以上を目指す。また、紹介
率・逆紹介率の向上を図るため、職員が県
内及び近隣県の医療機関へ訪問し、ニーズ
や機能を把握する。

【３－４】
月次損益、診療科別目標値達成状況等の経
営状況をタイムリーに把握し、増収に向け
た戦略を策定・実施し、また、診療経費等
に関する分析を行い、経費削減に向けた改
善策を実施することにより、安定的な病院
経営を可能とする。

�診療科別目標値を設定し、達成状況を毎
月診療科に報告することにより、目標達成
に向けて月次損益を活用した経営改善の
PDCAサイクルを継続する。また、経営デー
タ等の分析を行い、後発医薬品数量シェア
８５％以上を維持するなど、増収・経費削減
策を実施する。

（
３
）
附
属
学
校
に
関
す
る
目
標

【１】
三位一体改革のもと
学部・教職大学院・
附属学園の協働体制
を推進し、学校教育
の今日的課題を解決
する地域に開かれた
研究開発校として、
その機能を強化する。
また、教育基本法に
謳われている「人格
の完成」という理念
を踏まえ、教師教育
における「学び続け
る教員像」を実現す
べく、県教育委員会
等との連携・協働を
通じ、「チーム学校」
を具現化する教員研
修学校として、その
役割を果たす。

【１－１】
少子化に伴う学校の統廃合が大きな課題と
なってきている中、附属学園では、小中一
貫校の設置を目指し、小学校と中学校の効
果的な機能連携と教育課程の開発を進め、
平成２９年度に小中学校を統合し義務教育学
校を創設するとともに、保護者のニーズに
対応するため、附属幼稚園における延長保
育や減員を生じた際には附属小学校におけ
る中途入学試験を実施する。また、アクテ
ィブ・ラーニング等の学習方法の積極的な
導入や、チーム学校としての「学び合うコ
ミュニティ」の形成を通して、知識基盤社
会における学力形成を進め、加えて、その
成果を公開研究会および刊行物等を通して
公表するとともに、教職大学院における教
育活動に還元する。

�前年度に引き続き、前期課程と後期課程
の総合的な学習において、学び方や教科の
学びを最大限に活用した社会に開かれたテー
マでのプロジェクト学習（PBL）を実施し、
成果物を公表する。

�前年度に引き続き、第５・６・７学年を
中心に前後期課程の教員による「縦持ち授
業」を継続するとともにその効果について
検証する。

�インクルーシブ教育を推進するため、附
属３校園、教職大学院、子どものこころの
発達研究センターからなる教育相談室運営
を継続するとともにライフパートナー事業
との接続を実施する。

【１－２】
授業・カリキュラムの開発研究に加え、６・
３・３制の見直しに資する効果的な校種の
在り方に関する教育研究も可能にするため、
附属４校園の企画運営を一本化し、大学院・
学部との連携・協働を行い、三位一体改革
をさらに推進する。また、併設の教職大学
院と一体になって、教育実習生・インター
ン生・現職教員院生・学校ボランティア等
の教育活動を支援するとともに、これら活
動の中核的な役割を担う研究実践者教員を
４名以上に増加し、理論と実践との往還の
取組みを一層進め、附属学園の研究開発校
並びに教員研修機能校としての機能を強化
する。

�附属学校と教職大学院を併任する教員５
名を継続して雇用する。

�義務教育学校に附属特別支援学校・子ど
ものこころの発達研究センターおよび教職
大学院の共同により、教育相談室を運営し、
発達障害等の子どもと保護者と教員の支援
活動を実施する。また、同教育相談室とラ
イフパートナー事業およびスクールカウン
セラーを接続させた取り組みを進める。

�教育実習の事前・事後学習に加えた学生
の学校支援活動を継続して実施し、大学と
連携した学校支援体制を維持する。

―４９―



中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画
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【１】
三位一体改革のもと
学部・教職大学院・
附属学園の協働体制
を推進し、学校教育
の今日的課題を解決
する地域に開かれた
研究開発校として、
その機能を強化する。
また、教育基本法に
謳われている「人格
の完成」という理念
を踏まえ、教師教育
における「学び続け
る教員像」を実現す
べく、県教育委員会
等との連携・協働を
通じ、「チーム学校」
を具現化する教員研
修学校として、その
役割を果たす。

【１－３】
附属学園は、地域に開かれた運営体制を整
備するために保護者や地域の方が参加する
地域運営協議会（仮称）を設置する。また、
県教育委員会との連携・協働を実現して、
教師教育の質の更なる向上と県下の教員の
資質向上を実現するために教師教育連絡会
（仮称）を設置するとともに、附属学園の
教員研修学校としての機能を高めるため、
教員の適正期間（１０年未満）での異動を促
進させるとともに、附属学園内の教員異動
を実現させる。さらに、放課後就学児童ク
ラブ等の就学環境の整備を行う。

�義務教育学校として９年間のカリキュラ
ム・マネジメントを継続して実施し、研究
成果を公開研究会で公表するとともに、カ
リキュラム接続に関する関係者の意見を聴
取して改善する。

�引き続き、附属学園教員の教職大学院へ
の入学を積極的に進め、附属学校の教員研
修機能を強化する。

�学習環境の整備のため、幼稚園の延長保
育の内容について関係者の意見を聴取し改
善する。学校園の行事の一元化や合理化に
ついて検討し、引き続き働き方改革を進め
る。

�義務教育学校および幼稚園の発達障害等
の幼児児童生徒を支援すべく、医教連携を
進めるとともに特別支援学校のセンター的
機能を強化し、教育相談室の効果的な運営
を進める。

�前期課程への教科担任制の導入の効果に
ついて検証を行うとともに必要に応じて改
善する。また、教職大学院と連携して引き
続き海外の現職教員の研修受け入れ、かつ、
附属学園の教育のグローバル化を推進する。

�
業
務
運
営
の
改
善
及
び
効
率
化
に
関
す
る
目
標

１
組
織
運
営
の
改
善
に
関
す
る
目
標

【１】
本学の諸機能を強化
するため、ガバナン
ス機能の強化、人事・
給与制度の弾力化、
学内資源の戦略的配
分等を推進する。

【１－１】
学長のリーダーシップのもと、本学の教育・
研究・医療・社会貢献等の機能を強化でき
るようガバナンス体制の点検、見直しを継
続的に行うとともに、IR体制を強化し、財
務データの分析等により、戦略的・効果的
な資源配分を行う。

�４年目終了時評価での自己点検・評価の
結果等を踏まえて、次期中期目標期間以降
も見据えた本学の諸機能強化の検討を進め
る。

�学内資源の配分について、第３期中期目
標期間の収支状況を踏まえつつ、実質的な
大学改革の推進や機能強化の方策を実行で
きる予算を配分する。特に、本学の重点研
究分野への予算については、引き続き、第
３期中期目標期間中の目標値総額の１／６以
上を配分する。

【１－２】
女性、若手、外国人・国際経験のある教員
を積極的に登用し、教育研究の活性化を図
る。また、構築した年俸制適用教員に係る
業績評価等について検証するとともに、年
俸制およびクロス・アポイントメント制度
などの混合給与を促進する。なお、若手教
員については、引き続き若手教員の雇用に
関する計画に基づき、雇用拡大を推進し、
若手教員の割合を平成３２年度末までに医学
部においては１６％以上、工学研究科におい
ては１４％以上にそれぞれ向上させる。また、
女性の管理職等の割合を平成３３年４月１日
までに役員１１．１％に、管理職１０．９％以上に
向上させる。

�新年俸制給与制度を活用し、人事・給与
制度の弾力化を推進する。他機関での勤務
経験のある研究者の採用およびクロス・ア
ポイントメント制度による雇用を拡充する。

�若手教員の在職割合について、引き続き
目標値を上回るように若手教員の採用を行
う。

�女性の管理職の割合について、目標値を
維持または上回るように、女性管理職の登
用を行う。

２
教
育
研
究
組
織
の
見
直
し
に

関
す
る
目
標

【２】
本学の機能強化に繋
がる教育研究組織の
見直しを全学的視点
から戦略的に推進す
る。

【２－１】
全学の機能強化や各分野のミッション等を
踏まえ、教育研究等組織の見直しを行う。
このうち、学部においては、全学的な視点
から、第３期中期目標期間当初に地域創生
に資する国際地域学部を創設する。大学院
においては、平成３２年度末までに教育学研
究科を教職大学院に一本化し、実践型教員
養成機能への質的転換を推進するとともに、
工学研究科博士前期課程を改組し、学部－
修士一貫教育を意識した教育課程を構築す
る。

�学年進行完了及び改組に伴う機能強化を
更に進めるとともに、特に大学院において
は全学的視点での連携体制構築を進める。

―５０―



中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画

�
業
務
運
営
の
改
善
及
び
効
率
化
に
関
す
る
目
標

３
事
務
等
の
効
率
化
・
合
理
化
に
関
す
る

目
標

【３】
事務局改革と人づく
りを進め、事務局機
能を強化する。

【３－１】
第２期中期目標期間に導入した経営品質活
動の取組みについて、平成２８年度に検証、
３１年度までに改善・改革を実施し、自主的・
自律的な改善・改革活動に継続的に取り組
む事務局づくりを推進する。

�改善結果を踏まえて、引き続き効率的な
事務局づくりを推進する。

【３－２】
事務局職員の職務能力の開発・向上に引き
続き取り組むとともに、高度な専門性を有
する多様な人材の確保やグローバル化に対
応できる職員を育成するために、隔年毎に、
職階別研修（係長、中堅職員、契約・パー
ト）と職務における専門能力の向上のため
のスキル別研修を実施する。

�人材育成方針に則した各種研修を実施す
る。各研修終了後は、受講者からのアンケー
ト結果を検証し、改善点等について以後の
研修に反映させる。

�
財
務
内
容
の
改
善
に
関
す
る
目
標

１
外
部
研
究
資
金
、
寄
附
金

そ
の
他
の
自
己
収
入
の

増
加
に
関
す
る
目
標

【４】
自己収入を増加させ
安定的な大学運営を
推進する。

【４－１】
教育研究診療活動等の充実・強化のため、
必要な組織・体制の見直しを行い、自己収
入を増加させて安定的な大学運営を推進す
る。特に、多様なステークホルダーを募金
対象とする「福井大学基金」については、
募金活動に関する取組みの強化を図り、寄
附金を着実に増加させる。

�研究・基金・病院運営等のそれぞれの立
場から、外部資金および寄附金の獲得、自
己収入の増加に向けて必要な戦略を策定し
実施する。また、実績の検証と見直しを行
い、新たな取組につなげる。

２
経
費
の
抑
制
に
関
す
る
目
標

【５】
効率的な法人運営を
行うため、人件費改
革や管理的経費等の
削減により経費の抑
制を推進する。

【５－１】
IR機能を強化して、財務情報を戦略的に分
析し、経費を抑制するとともに経費抑制の
ための業務改善に取り組む。また、エネル
ギー経費や施設・設備の更新経費抑制に向
けた戦略を策定し、実施する。

�財務分析の実施により、管理的経費の削
減のためのコスト意識の啓発や請負契約等
の仕様及び契約方法の見直しなどによる調
達コストの削減を進めるとともに、人件費
抑制の取組みを継続して行う。

�エネルギー経費節減や LCC（ライフサイ
クルコスト）の低減を実現するためESCO
事業の効果を維持するとともに、平成２８年
度より附属病院を除いた全ての団地を対象
に実施している省エネ・省コスト・快適性
を目指した改修等により削減した光熱水費
を次年度以降の改修費に充てる仕組み（エ
コ改修）による改修を継続的に行い、結果
として経費節減を行う。

３
資
産
の
運
用
管
理
の
改
善
に
関
す
る
目
標

【６】
教育研究等の質の向
上等のため、流動資
産および固定資産の
有効活用を推進する。

【６－１】
資金（運営費交付金、授業料等自己収入、
産学連携等研究費、受託事業費、寄附金に
おける資金）の運用計画に基づき、資金を
元本割れがないよう安全かつより利息の高
い運用商品や金融機関を選択し、運用する。

�自己収入の増加を図るため、安全性に留
意しつつ、より利息の高い運用商品・金融
機関について特に高利率で安全性の高い電
力債等の購入を推進する。

【６－２】
全学的に施設の有効な活用を促進し、計画
的な維持管理の継続的な点検・見直しを行
い、教育・研究の環境改善等を行うととも
に、大学が保有する固定資産（施設等）を
教育研究に支障のない範囲で学外者に有償
で貸付ける等の有効活用を行い、自己収入
の増加に繋げる。

�学長のリーダーシップ等により、次の取
組みを行う。
・既存施設の利用状況調査とともにスペー
スチャージ等によるスペース等の有効活
用を行う。
・省エネルギーを考慮した維持管理を踏ま
え、継続的な改修を行う。

�学内外に対して、機器の利用について、
ホームページ等での最新情報を充実すると
ともに、共用機器の更なる有効活用につい
て検討し、自己収入増加を目標に取組みを
実施する。

―５１―



中期目標 中期計画 令和２年度 年度計画
�
自
己
点
検
・
評
価
及
び
当
該
状
況
に
係
る
情
報
の
提
供
に
関
す
る
目
標

１
評
価
の
充
実
に
関
す
る
目
標

【７】
教育研究等活動の活
性化に資する適切な
評価制度の構築を推
進する。

【７－１】
教育研究等活動の更なる活性化や大学運営
の改善に資するため、平成２８年度末までに
全学的に IR機能を整備し、業務の分析・
評価体制を充実・強化する。さらに、分析
結果を基にした資源配分を行う。

�教育研究等活動の更なる活性化を推進す
るため、IR機能の活用により、大学の諸活
動の分析結果を検証し、効果的な資源配分
を行う。

【７－２】
教育研究等の活性化に資するよう教職員の
評価制度に基づく評価結果や優れた業績を
人事評価上の処遇へ反映させるなど、一層
の適正化を進める。

�新たな教員活動状況評価を実施し、優れ
た活動状況の者には処遇ヘ反映させる。事
務局職員に係る職務評価制度について改善
を反映させる。

２
情
報
公
開
や
情

報
発
信
等
の
推

進
に
関
す
る
目
標

【８】
国立大学法人として、
教育研究等の成果や
大学運営の状況を積
極的に社会に発信す
る。

【８－１】
本学の教育研究等活動の状況や地域におけ
る役割等について、大学ポートレート等を
活用し積極的に社会に情報発信するととも
に、外国語によるホームページの充実等に
より国際的な広報活動を展開する。

�入試広報、国際広報、研究支援、学外連
携を所掌する部署との連携を強化し、情報
の共有化と相互活用を推進し、より効果的
な情報発信を行う。

Ⅴ
そ
の
他
業
務
運
営
に
関
す
る
重
要
目
標

１
施
設
設
備
の
整
備
・
活
用
等
に

関
す
る
目
標

【９】
施設設備面のマネジ
メントを強化し、教
育研究等環境の改善
充実を推進する。

【９－１】
教育研究等の環境改善を推進するため、キ
ャンパスマスタープランについて、随時学
内委員会で検討を行い、必要に応じ修正す
る。既存施設の状況については、施設整備
計画を基に、毎年度点検・見直しを行うこ
とで、省エネルギーを含めた維持管理およ
び施設整備を推進する。また、既存施設の
有効利用を進めるため、学長のリーダーシ
ップ等により、スペースチャージ制度によ
るスペースの確保と再配分を一層推進し、
教育研究活動の活性化を図る。

�学長のリーダーシップ等により、次の取
組みを行う。
・キャンパスマスタープラン２０１８及びイン
フラ長寿命化計画（個別施設計画）に基
づき計画的な施設等の整備・活用及び老
朽化対策を行う。
・既存施設の利用状況調査とともにスペー
スチャージ等によるスペース等の有効活
用を行う。
・省エネルギーを考慮した維持管理を踏ま
え、継続的な改修を行う。

２
安
全
管
理
に
関
す
る
目
標

【１０】
学生および教職員の
安全管理を強化する
ための取組みを推進
する。

【１０－１】
学生の修学環境について、定期的な点検を
行い必要な改善を実施するとともに、教職
員相互による安全管理に関する自主的な点
検・改善を推進し、教職員の安全管理に関
する意識向上を図ることにより、法定の巡
回点検による改善点の指摘事項を減少させ
る。

�各キャンパスの講義室や課外活動施設な
ど修学環境の定期的な点検の実施、危機管
理体制の点検等を行い、必要な改善を実施
する。

�週１回の法定の巡回点検及び本学が自主
的に行う安全管理に関する点検活動を引き
続き実施する。あわせてこれまでの取組み
をふまえて職場環境の改善と検証を行い、
教職員全体のさらなる安全管理に関する意
識向上に必要な取組みを計画、実施する。

３
法
令
遵
守
に
関
す
る
目
標

【１１】
法令遵守等を徹底す
るとともに、危機管
理機能の強化を推進
する。

【１１－１】
監事の権限強化に伴い、サポート体制を充
実させる。さらに、法令遵守（コンプライ
アンス）並びに公的研究費の不正使用防止
のための教育や研究活動の不正行為防止の
ための研究倫理教育を着実に進め、教職員
の受講状況や理解度を把握し、教育の受講
状況を部局ごとに公表するなど、組織的に
浸透させる。また、危機管理体制の強化の
ため、経営上のリスクマネジメントの観点
から、定期的・継続的な点検を行う。

�前年度に引き続き、法令遵守（コンプラ
イアンス）並びに公的研究費や研究活動の
不正行為防止のための教育を着実に進め、
受講状況を把握し職員の受講率を向上させ
るとともに、理解度の水準を維持する。ま
た、優先して組織的に取り組むべきリスク
とした、災害発生時の組織的な安否確認に
ついて、今後、定期的に学生を含めた訓練
を実施し、導入した全学的なシステムが問
題なく運用できているか点検、確認を行う。

�監事の権限強化に伴うサポート体制を継
続的に検証し、必要に応じ検証結果を基に
サポート体制に反映し充実させる。

【１１－２】
情報セキュリティの維持と強化に向け、利
用者の意識向上と情報セキュリティ体制の
充実強化を行う。

�本学のサイバーセキュリティ対策等基本
計画（Ｒ１‐Ｒ３）に沿った事項の実施に
向け、内容を検討、調整し、情報セキュリ
ティの維持と強化、利用者の意識向上、体
制の充実化を行う。

―５２―
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